
平成２９年第３回西予市議会定例会会期日程表 

会期８月３０日（水）～９月２０日（水） （会期２２日間） 

月 日 曜日 日 程 備 考 

８月３０日 水 本会議（開会） 

・全員協議会（午前９時開会） 

・理事者提案理由説明 

・質疑 

・即決議案採決 

・各委員会協議会 

８月３１日 木 休 会 

９月 １日 金 休 会 

９月 ２日 土 休 会 

９月 ３日 日 休 会 

９月 ４日 月 休 会 

９月 ５日 火 本 会 議 ・一般質問（午前９時開会） 

９月 ６日 水 本 会 議 
・一般質問（午前９時開会） 

・質疑・委員会付託 

９月 ７日 木 休 会 

９月 ８日 金 休 会 

９月 ９日 土 休 会 

９月１０日 日 休 会 

９月１１日 月 常任委員会 

９月１２日 火 常任委員会 

９月１３日 水 休 会 

９月１４日 木 休 会 

９月１５日 金 休 会 ・討論通告〆切 

９月１６日 土 休 会 

９月１７日 日 休 会 

９月１８日 月 休 会 

９月１９日 火 休 会 

９月２０日 水 本会議（閉会） 

・全員協議会（午後１時開会） 

・委員長報告 

・質疑・討論・採決 
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平成２９年第３回西予市議会定例会会議録（第１号） 

１．招 集 年 月 日 平成２９年８月３０日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開 会 平成２９年８月３０日 

 午前１０時００分 

１．散 会 平成２９年８月３０日 

 午後 ２時２６分 

１．出 席 議 員 

 １番 宇都宮 久見子 

 ２番 信 宮 徹 也 

 ３番 宇都宮 俊 文 

 ４番 加 藤 美 香 

 ５番 中 村 一 雅 

 ６番 河 野 清 一 

 ７番 佐 藤 恒 夫 

 ８番 山 本 英 明 

 ９番 竹 﨑 幸 仁 

１０番 小 玉 忠 重 

１１番 源   正 樹 

１２番 井 関 陽 一 

１３番 菊 池 純 一 

１４番 中 村 敬 治 

１５番 二 宮 一 朗 

１６番 兵 頭   学 

１７番 小 野 正 昭 

１８番 宇都宮 明 宏 

１９番 森 川 一 義 

２０番 藤 井 朝 廣 

２１番 酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

 な  し 

１．会議録署名議員 

２番  信 宮 徹 也 

 ３番  宇都宮 俊 文 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

市 長 管 家 一 夫 

副 市 長 河 野 敏 雅 

教 育 長 保 木 俊 司 

総務企画部長 宗   正 弘 

会 計 管 理 者 山 口 正 人 

公営企業部長 三 好 敏 也 

産業建設部長 山 岡 薫 彦 

生活福祉部長 酒 井 信 也 

教 育 部 長 松 川 伸 二 

明 浜 支 所 長 山 下   玉 

野 村 支 所 長 尾 下 孝 二 

城 川 支 所 長 高 橋   司 

三 瓶 支 所 長 中須賀 敏 幸 

消防本部消防長 西 川 傳 

総 務 課 長 宇都宮 裕 

財 政 課 長 山 住 哲 司 

監 査 委 員 正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

 事 務 局 長 道 山 升 文 

 議 事 係 三 好 祐 介 

１．議 事 日 程 別紙のとおり 

１．会議に付した事件 別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過 別紙のとおり 
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 議  事  日  程 

１ 会議録署名議員の指名 

 （２番 信宮徹也、３番 宇都宮俊文） 

２ 会期の決定 

 （８月３０日～９月２０日 ２２日間） 

３ 議案第 ６７号 西予市消防団消防ポンプ

自動車の取得について 

４ 議案第 ６８号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

議案第 ６９号 西予市社会体育施設条例

の一部を改正する条例制

定について 

議案第 ７０号 西予市宇和文化の里条例

の一部を改正する条例制

定について 

議案第 ７１号 西予市保育所条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

議案第 ７２号 西予市浄化槽市町村整備

推進事業条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第 ７３号 西予市消防団条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

議案第 ７４号 西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制

定について 

５ 議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般

会計補正予算（第４号） 

６ 議案第 ７６号 平成２９年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

議案第 ７７号 平成２９年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

議案第 ７８号 平成２９年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

議案第 ７９号 平成２９年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

議案第 ８０号 平成２９年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

議案第 ８１号 平成２９年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第１号） 

議案第 ８２号 平成２９年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

議案第 ８３号 平成２９年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

７ 認定第 １号 平成２８年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

８ 認定第 ２号 平成２８年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

認定第  ３号 平成２８年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

認定第  ４号 平成２８年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

認定第  ５号 平成２８年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

認定第  ６号 平成２８年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

認定第  ７号 平成２８年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

認定第  ８号 平成２８年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

認定第  ９号 平成２８年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

認定第 １０号 平成２８年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

認定第 １１号 平成２８年度西予市水道

事業会計決算の認定につ
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いて 

認定第 １２号 平成２８年度西予市病院

事業会計決算の認定につ

いて 

認定第 １３号 平成２８年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 

９ 報告第 ８号 平成２８年度西予市一般

会計継続費精算報告につ

いて 

報告第  ９号 平成２８年度健全化判断

比率の報告について 

報告第 １０号 平成２８年度資金不足比

率の報告について 

報告第 １１号 西予市土地開発公社の経

営状況について 

報告第 １２号 株式会社野村町地域振興

センターの経営状況につ

いて 

報告第 １３号 株式会社エフシーの経営

状況について 

報告第 １４号 株式会社城川ファクトリ

ーの経営状況について 

報告第 １５号 株式会社どんぶり館の経

営状況について 

報告第 １６号 あけはまシーサイドサン

パーク株式会社の経営状

況について 

報告第 １７号 株式会社グリーンヒルの

経営状況について 

報告第 １８号 一般財団法人宇和文化会

館の経営状況について 

報告第 １９号 西予ＣＡＴＶ株式会社の

経営状況について 

追加議案 

１ 議案第 ８４号 野村学校給食センター厨 

房設備機器の取得につい

て 
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本日の会議に付した事件 

１ 会議録署名議員の指名 

２ 会期の決定 

３ 議案第 ６７号 西予市消防団消防ポンプ

自動車の取得について 

４ 議案第 ６８号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

議案第 ６９号 西予市社会体育施設条例

の一部を改正する条例制

定について 

議案第 ７０号 西予市宇和文化の里条例

の一部を改正する条例制

定について 

議案第 ７１号 西予市保育所条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

議案第 ７２号 西予市浄化槽市町村整備

推進事業条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第 ７３号 西予市消防団条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

議案第 ７４号 西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制

定について 

５ 議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般

会計補正予算（第４号） 

６ 議案第 ７６号 平成２９年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

議案第 ７７号 平成２９年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

議案第 ７８号 平成２９年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

議案第 ７９号 平成２９年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

議案第 ８０号 平成２９年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

議案第 ８１号 平成２９年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第１号） 

議案第 ８２号 平成２９年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

議案第 ８３号 平成２９年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

７ 認定第 １号 平成２８年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

８ 認定第 ２号 平成２８年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

認定第  ３号 平成２８年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

認定第  ４号 平成２８年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

認定第  ５号 平成２８年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

認定第  ６号 平成２８年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

認定第  ７号 平成２８年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

認定第  ８号 平成２８年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

認定第  ９号 平成２８年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

認定第 １０号 平成２８年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

認定第 １１号 平成２８年度西予市水道

事業会計決算の認定につ

いて 

認定第 １２号 平成２８年度西予市病院
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事業会計決算の認定につ

いて 

   認定第 １３号 平成２８年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 

 ９ 報告第  ８号 平成２８年度西予市一般

会計継続費精算報告につ

いて 

   報告第  ９号 平成２８年度健全化判断

比率の報告について 

   報告第 １０号 平成２８年度資金不足比

率の報告について 

   報告第 １１号 西予市土地開発公社の経

営状況について 

   報告第 １２号 株式会社野村町地域振興

センターの経営状況につ

いて 

   報告第 １３号 株式会社エフシーの経営

状況について 

   報告第 １４号 株式会社城川ファクトリ

ーの経営状況について 

   報告第 １５号 株式会社どんぶり館の経

営状況について 

   報告第 １６号 あけはまシーサイドサン

パーク株式会社の経営状

況について 

   報告第 １７号 株式会社グリーンヒルの

経営状況について 

   報告第 １８号 一般財団法人宇和文化会

館の経営状況について 

   報告第 １９号 西予ＣＡＴＶ株式会社の

経営状況について 

 

追加議案 

 １ 議案第 ８４号 野村学校給食センター厨 

房設備機器の取得につい

て 
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  開会 午前１０時００分 

○議長 ただいまの出席議員は２１名でありま

す。これより平成２９年第３回西予市議会定例会

を開会いたします。 

 管家市長より今定例会招集の挨拶があります。 

 管家市長。 

○管家市長 平成２９年西予市議会第３回定例会

の開会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げま

す。 

 暦の上では暑さが終わるころとされている処暑

を過ぎ、秋の気配が深まりつつある時期となって

まいりましたけれども、まだまだ厳しい残暑が続

いております。 

 さて、先月の福岡及び大分県を中心とする九州

北部で発生した集中豪雨では、河川の氾濫、土砂

崩れ等により甚大な被害が発生いたしました。改

めまして、尊い命を失われた皆様に対し哀悼の意

を表するとともに、被災をされました皆様に心か

らお見舞いを申し上げる次第でございます。 

 西予市では被災地の一日も早い復旧・復興を願

い、義援金の受付を行っておりましたが、市民の

皆様から１０６万円余りの温かいお気持ちをお寄

せいただきましたこと厚くお礼申し上げます。 

 今回の豪雨災害でも時期や場所にかかわりなく

発生し、激しさを増す近年の異常気象と災害の怖

さを改めて見せつけられたところであり、台風や

大雨警報、土砂災害警戒情報等が出された場合に

は、身を守る行動、早目の安全対策をとって被害

を最小限に抑えられるよう一層の啓発を行うとと

もに、防災行政無線デジタル化整備などにより、

正確かつ迅速な情報伝達ができる体制を強化して

まいりたいと考えております。 

 さて、第７２回国民体育大会「愛顔（えがお）

つなぐえひめ国体」まで、いよいよ１カ月となり

ました。今月の１９日には直前のイベントといた

しまして、市内５カ所から集めた炬火を一つにす

る集火式を市営宇和球場で行いました。公募によ

り「海と山 ジオでつながる希望の火」と名づけ

られ、９月３０日の開会式では、県内他市町の炬

火と一つになり大会を見守ることになります。 

 また、９月を「愛顔（えがお）つなぐえひめ国

体」清掃強化月間として、西予市一斉クリーン運

動を計画しております。全国から当地を訪れる約

２万人と見込まれる相撲、ソフトボール成年女子

の観客や大会関係者の皆さんをおもてなしの心で

お迎えするとともに、大会の成功に向けてさらに

機運を盛り上げて、連帯感を高めていただきたい

と考えております。市民の皆様のお力添えを賜り

ますようお願い申し上げます。 

 さて、西予市において、誇らしく喜ばしいニュ

ースがございました。このたび、西予市野村町出

身で人形浄瑠璃文楽人形遣いの吉田和生氏が、国

の文化審議会から重要無形文化財保持者（人間国

宝）に認定するよう文部科学大臣に答申がされま

した。市民を代表いたしましてお喜びを申し上げ

ますとともに、今後とも人形浄瑠璃文楽の発展に

一層ご活躍されますことをお祈り申し上げます。

吉田和生氏は１９６７年に文楽協会人形部研究生

となり、後に人間国宝となられた吉田文雀氏に入

門し、１９６８年に初舞台を踏まれて以来、半世

紀にわたり研さんを積まれ、高度な技量を体得さ

れ、日本の演劇史に多大な功績を残されました。

これまで、国立劇場文楽賞文楽大賞、芸術選奨文

部科学大臣賞を始め、愛顔のえひめ文化・スポー

ツ賞など数々の賞を受賞されております。また、

県下５座の文楽座のうち、本市には愛媛県指定民

俗文化財である俵津文楽と朝日文楽の２座があ

り、長年指導、助言をいただいており、そのご功

績を検証し一昨年７月の朝立会館落成の折、西予

市特別栄誉賞を授与させていただきました。今回

の人間国宝認定がその貴重な伝統芸能文楽を再認

識する機会となり、今後とも地域で大切に守り継

がれ、内外に誇れる西予市の宝として地域活性化

にもつながることを切に願っているところでござ

います。 

 さて、本定例議会でございますが、一般質問に

対する答弁とともに、条例改正、補正予算案を中

心に議案１７件、歳入歳出決算などの認定１３

件、並びに出資法人等の平成２８年度経営状況な

どの報告１２件、計４２件を上程し、ご審議をお

願い申し上げるものでございます。議案等の提案

理由につきましては、上程の際に説明をいたしま

すので、何とぞ慎重にご審議いただき、ご承認、

ご決定賜りますようお願い申し上げまして、招集

の挨拶とさせていただきます。 

○議長 次に、前定例会以降における諸般の報告

は、お手元に配信のとおりでありますのでお目通

し願います。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであ
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ります。 

  （日程１） 

○議長 まず、日程第１、会議録署名議員の指名

を行います。 

 今回の会議録署名議員に、２番信宮徹也君、３

番宇都宮俊文君の両名を指名いたします。 

  （日程２） 

○議長 次に、日程第２、会期の決定を議題とい

たします。 

 お諮りいたします。 

 今回の会期は、本日から９月２０日までの２２

日間といたしたいと思います。これにご異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって、今回の会

期は、本日から９月２０日までの２２日間と決定

いたしました。 

  （日程３） 

○議長 次に、日程第３、議案第６７号「西予市

消防団消防ポンプ自動車の取得について」を議題

といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 西川消防長。 

○西川消防長 それでは、議案第６７号「西予市

消防団消防ポンプ自動車の取得について」提案理

由のご説明を申し上げます。 

 現在、西予市消防団野村方面隊惣川分団第２部

に配備しております消防ポンプ自動車は平成８年

に導入したもので、以来２１年が経過しており更

新計画に基づいた検討を行ってきたところであり

ます。このたび購入いたします消防ポンプ自動車

は、迅速な消火活動を可能にするため放水性能に

すぐれた高機能ポンプを搭載し、また、消防団員

が夜間安全に活動できるよう、最新の照明器具を

装備するなど機能向上を図る仕様としておりま

す。今回の購入に当たりましては、去る８月９日

に指名競争入札を行い、惣川自動車工業代表者永

田清秋氏が、２，４０８万４，０００円で落札と

決定し、備品購入仮契約を締結しましたので、議

会の議決を求めるものであります。 

 なお、消防ポンプ自動車の詳細な性能及び主要

装備につきましては、別紙参考資料をご参照くだ

さい。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 これより、本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第６７号は、会議規則第３７条第３項の規

定により、委員会付託を省略したいと思います。

これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論なしと認めます。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 議案第６７号「西予市消防団消防ポンプ自動車

の取得について」は、原案のとおり決定すること

に賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第６７号は

原案のとおり決定いたしました。 

  （日程４） 

○議長 次に、日程第４、議案第６８号「西予市

教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定につい

て」から議案第７４号「西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制

定について」までの７件を一括議題といたしま

す。 

 理事者の説明を求めます。 

 松川教育部長。 

○松川教育部長 議案第６８号「西予市教職員宿

舎条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由のご説明を申し上げます。 

 近年の教職員宿舎の入居状況につきましては、

宇和地域を除く地域の小学校の統合が完了したこ

とに加え、近年の持ち家の増加や道路交通網の整

備等によりまして、教職員の利用は減少しており

ます。このような状況の中、僻地学校に勤務する

教職員のための住宅としての市内教職員宿舎につ

きましては、一部を除きまして、その目的と役割

を終えたと判断できるため、西予市公共施設等総

合管理計画に基づきまして、関係部局間で協議を
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進め、今後の教職員宿舎の運用に関する方針を決

定いたしました。今回の改正は大野ヶ原教職員宿

舎を除いて、教職員宿舎条例から削り、施設の整

理及び有効活用を図るものでございます。 

 続きまして、議案第６９号「西予市社会体育施

設条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由のご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、明浜支所を旧高山小学校跡地へ

移転改築することに伴いまして、現在の西予市明

浜高山地区グラウンドを明浜支所の駐車場や多目

的広場等として活用することから、社会体育施設

としての西予市明浜高山地区グラウンドを廃止す

るため、本条例の一部を改正するものでございま

す。 

 続きまして、議案第７０号「西予市宇和文化の

里条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由のご説明を申し上げます。 

 現在、本市が進める「はちのじ」まちづくり整

備事業におきましては、ワークショップやアンケ

ート、推進委員会等を開催し、さまざまな市民の

皆様の意見を取りまとめて作成されました卯之町

「はちのじ」まちづくり基本構想に基づき、具体

的な事業に着手しているところでございます。平

成２８年度におきましては、西予市有料駐車場条

例の規定により設置しております第２駐車場につ

きまして、伝統的な町並みの区域内にある施設と

して、その景観にふさわしい緑豊かな広場となる

よう、トイレの整備や緑化の修景工事を実施し、

本施設の名称につきましても地域住民の投票によ

り「まちなみ広場」と決定したところでございま

す。 

 今回の改正は、町並みの入り口に位置し、景観

的にも町並みの印象に影響が大きいこの施設を、

西予市宇和文化の里条例に「まちなみ広場」とし

て追加するため、本条例の一部を改正するもので

ございます。 

 なお、本条例の改正に伴い、西予市有料駐車場

条例につきましても、所要の改正を行っておりま

す。 

 以上、３議案、よろしくご審議の上、ご決定く

ださいますようお願い申し上げます。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 議案第７１号「西予市保育

所条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由のご説明を申し上げます。 

 本市が設置する多田保育園及び石城保育園につ

きましては、西予市公立保育所のあり方に関する

方針に基づき民営化の検討を進めてまいりまし

た。今年度におきまして、市内の社会福祉法人を

対象に民営化に伴う運営法人の公募をいたしまし

た結果、対象２施設に対して、それぞれ１法人の

応募があり、７月１８日に西予市公立保育所民営

化移管先法人選定委員会において審議され、移管

先候補となる社会福祉法人が決定いたしました。

今後、平成３０年４月１日を施設の移管期日とし

て所要の手続を進める必要があることから、移管

期日を施行日として本条例の一部を改正するもの

であります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 議案第７２号「西予市浄化

槽市町村整備推進条例の一部を改正する条例制定

について」提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、浄化槽使用料の徴収方法につき

まして口座振替及び集金を加えるとともに、使用

料の金額を改定するため、本条例の一部を改正す

るものであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 西川消防長。 

○西川消防長 議案第７３号「西予市消防団条例

の一部を改正する条例制定について」提案理由の

ご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、消防団員の定数と実団員数の乖

離是正を図るため、定数を１，８９５人から１，

７５２人とするものでございます。本市では、近

年の人口減少や過疎、高齢化により徐々に消防団

員数が減少し、平成２９年４月現在で１，７２５

人と条例定数から１７０人不足しております。こ

のような状況を踏まえ、地域の事業に応じた実現

可能な定数に改める一方で、新たな消防団員の確

保に向けてさまざまな対応を検討してまいる所存

でございます。 

 続きまして、議案第７４号「西予市消防団員の

報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例制定について」提案理由のご説明を申し上げ

ます。 

 今回の改正は、国の指針や県内他市町と比較し

ても低い状況にある報酬額及び手当額を引き上
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げ、処遇の改善を図るものでございます。近年の

消防団活動は多様な災害に対する幅広い活躍が必

要とされ、その重要性が増している反面、人口減

少や就業形態の変化により、年々団員数が減少し

ている状況にあります。このため、団員を始めそ

の他の階級の報酬、及び出動危険手当額を増額す

ることにより、消防団員の士気高揚を図るととも

に、地域の消防力を強化するため、本条例の一部

を改正するものでございます。 

 以上、２議案、よろしくご審議の上、ご決定く

ださいますようお願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程５） 

○議長 次に、日程第５、議案第７５号「平成２

９年度西予市一般会計補正予算（第４号）」を議

題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 管家市長。 

○管家市長 議案第７５号「平成２９年度西予市

一般会計補正予算（第４号）」について、提案理

由のご説明を申し上げます。 

 補正予算の説明に先立ちまして、現在、国では

平成３０年度予算の概算要求時期となっておりま

して、その対応について少し触れたいと考えてお

ります。 

 その概算要求の基本方針でございますが、歳出

改革の強化とともに、施策の優先順位の洗い直

し、無駄の徹底排除、予算の中身を大胆に重点化

するとされております。地方交付税におきまして

も、地方財政の「見える化」などの制度改革が進

められる中で、引き続き厳しい見通しでありま

す。当市では平成３１年度までの合併特例期間の

満了に向けて、財政的優遇措置の段階的な縮減に

入っており、人口減少の影響等も相まって、今年

度は昨年度に比較して普通交付税が４億円を超え

る減額となっております。当市の財政健全化に関

する各指標につきましては、現在においては健全

性を保っているところですが、今後地方交付税の

減額の影響により、各指標ともに厳しいものにな

ることが予想されております。事務事業の必要性

や計画性を慎重に判断しつつ、地方創生に積極的

に取り組むとともに、厳しい財政状況を踏まえ、

一層の財源確保の努力が必要となります。各省庁

の予算要求内容の情報、特に新しい日本のための

優先課題推進枠における国の新たな施策動向を的

確につかみ、当市の来年度事業の有効な財源確保

に向けて準備を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 先ほど、平成３１年度までの合併特例期間と申

し上げましたが、現在、岐阜市を中心に合併特例

債適用期間の再延長を要望する動きがございま

す。合併特例債は元利償還金の７０％が普通交付

税の基準財政需要額に算入される地方債であり、

当市でも貴重な財源として活用しているところで

ございます。全国の多くの合併自治体で新市建設

計画に基づき事業が進められておりますが、東日

本大震災の復興促進や、東京オリンピック開催準

備等の影響などもあり、事業の進捗が遅延し、特

例期間内の事業完成が危惧されております。当市

におきましても、今後、支所建設や消防庁舎の建

設など大型事業を計画しており、その財源に合併

特例債を活用する予定でありますが、残りの特例

期間内で短期間に取り組む必要があり、工期の問

題や集中的な財政負担の増大などが懸念されてい

るところであります。合併特例債の適用期間延長

の実現に向けて、当市もこの動きに同調し、国に

要望してまいる所存でありますので、ご理解のほ

どよろしくお願い申し上げます。 

 さて、今回の補正予算の概要でございますが、

国・県補助事業において内示による事業費及び財

源の調整、突発的な施設修繕及び設備更新経費、

豪雨により被災した施設の災害復旧費等を計上

し、また、平成２８年度決算に伴い、繰越金の調

整、及び各特別会計への繰出金を調整するもので

あります。 

 主な内容といたしましては、総務費では、わが

むらは美しく推進事業により城川地区全体に設置

いたしております花壇の集約化を含め、あわせて

常緑化を図ります。 

 民生費では、旧宇和病院跡地で市内法人が進め

ております特別養護老人ホーム、及び認定こども

園の整備に係る用地造成費の市負担分について、

工法変更に伴う事業費の増額分の負担金を計上い

たしております。 

 児童福祉費では、明浜地区における学童保育施

設を明浜中学校内の教室に移転することに伴う改

修経費、認定こども園の事業実施主体である法人

に対する国庫補助金の内示増に伴う補助金の増、

また、来年４月に開園予定の城川保育所に設置す

る遊具の購入にかかわる経費を計上いたしており
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ます。 

 衛生面では、ツルのねぐらである宇和町山田地

区のため池に防護柵を設置し、ツルが安心できる

環境の整備を図ります。 

 農林水産業費では、農業振興対策として出荷者

組合に加入している農家の小型農業用機械等の整

備に対する支援、畜産業対策として意欲ある畜産

担い手が取り組む収益力向上のための畜産関連施

設の整備や、家畜導入の支援、有害鳥獣対策とし

て狩猟期以外に限定した補助対象期間を通年実施

に変更することに伴う補助金を増額しておりま

す。 

 土木費では、原子力防災時において一時集結所

になっております三瓶中学校への進入路の改修経

費を計上しております。教育面では、野村小学校

グラウンドにおいて防球ネットを設置し、打球の

フェンス越えによる事故を防止するものでござい

ます。 

 災害復旧費では、台風３号及び７月３１日の豪

雨災害による林道、及び市道等の復旧事業を実施

するものでございます。 

 また、地方財政法に基づき、平成２８年度決算

による余剰金の一部を財政調整基金へ積み立てて

おります。 

 これらの事業の主な財源につきましては、地方

交付税分担金、災害復旧費国庫負担金、保育所等

整備交付金、意欲ある愛媛の畜産担い手応援事業

費県補助金、公共施設木材利用推進事業費県補助

金、特別会計繰入金、基金繰入金などの追加、前

年度繰入金の確定額、及び災害復旧事業債ほか地

方債の増額などであります。これらの結果、歳入

歳出予算の補正は既決いただいております歳入歳

出予算の総額にそれぞれ、５億５，４２４万５，

０００円を追加し、歳入歳出の総額を、２７５億

５，１９５万５，０００円と定めるものでありま

す。 

 また、債務負担行為の追加として、平成３０年

度中の稼働を予定しております、西予市野村学校

給食センターで導入する給食運搬車購入経費の限

度額を設定しております。 

 以上が、今回の補正予算の概要でありまして、

詳細な点につきましては、担当課長から補足説明

をさせますので、よろしくご審議を賜り、ご決定

くださいますようお願いを申し上げます。 

○議長 山住財政課長。 

○山住財政課長 それでは、予算書に沿いまし

て、歳出から補足説明を申し上げたいと思いま

す。 

 今回の補正予算は、今年度実施予定の国・県補

助事業におきまして、補助内示を受けた事業費及

び財源の調整、緊急に対応する必要が生じました

施設の修繕及び設備更新経費、台風等の豪雨によ

りまして被災しました施設の災害復旧費等を計上

し、また、平成２８年度決算に伴う繰越金の調

整、また、各特別会計への繰出金を調整するもの

でございます。 

 それでは、補正の主な内容につきましてご説明

いたします。 

 予算書の１３ページをお開き願います。 

 総務費１項１１目情報推進事業費、ＣＡＴＶ整

備事業４５３万円でありますが、明浜支所の移転

建設に伴うＣＡＴＶ明浜サブセンター移設工事に

係る設計委託料を計上いたしております。 

 ８項５目わがむらは美しく推進事業２１７万

１，０００円でありますが、城川町内全域に設置

いたしております花壇の集約化を図るとともに、

常緑化によります維持管理のしやすい環境づくり

を行うため、芝桜の苗代等の事業費を計上するも

のであります。 

 １４ページをお開き願います。 

 民生費１項３目老人福祉費、老人福祉施設整備

事業７６１万５，０００円でありますが、旧宇和

病院跡地で整備されております地域密着型特別養

護老人ホームに係る用地造成費等の市負担分につ

きまして、工法変更に伴い事業費が増額したこと

による負担金を計上するものでございます。 

 ２項１目児童福祉総務費、放課後児童健全育成

事業６４０万５，０００円でありますが、明浜地

区における学童保育施設の移転に伴い、移転先で

あります明浜中学校内の余裕教室を学童保育が実

施できる環境に改修するための工事請負費を計上

するものでございます。また、保育所等施設整備

事業３，６３５万６，０００円では、平成３０年

４月に旧宇和病院跡地におきまして開園予定の認

定こども園の事業実施主体である法人への補助金

につきまして、国庫補助金の内示増等による市補

助金、及び用地造成費等の市負担分の増額分を計

上するものでございます。また、同じく平成３０

年４月開園予定の城川保育所におきまして設置す

る木製遊具について、県補助を活用いたしまして
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整備するための工事請負費を計上するものでござ

います。 

 １５ページをお開き願います。 

 衛生費１項４目環境衛生費、田園ロマンの里づ

くり推進事業１０７万５，０００円であります

が、ツルがねぐらとして利用しているため池の一

つである山田地区のため池に、ツルの目隠し用の

寒冷紗を張る防護柵を設置するための工事請負費

を計上するものであります。 

 １６ページをお開き願います。 

 農林水産業費１項３目農業振興費、農業用機

械・施設整備事業２８９万７，０００円でありま

すが、老朽化が進んでおります短機動の動力車、

及びレールの更新・整備に対する補助、また、産

直や地産地消推進に必要な小型機械や簡易施設等

の整備費用の一部を補助するものであります。 

 ４目畜産業費、野村エコセンター運営事業４２

８万２，０００円でありますが、エコセンターに

配備しておりますホイールローダーが２台、これ

の更新を行うもので、今回指定管理者である東宇

和農協が購入する運びとなり、市の負担分を計上

するものでございます。また、意欲ある愛媛の畜

産担い手応援事業３，２８７万１，０００円であ

りますが、意欲ある畜産担い手が取り組む収益力

向上のための畜産関連施設の整備、また、家畜導

入に対する補助金を計上するものであります。 

 １７ページをお開き願います。 

 ２項２目林業振興費、有害鳥獣捕獲対策事業８

４５万９，０００円でありますが、現在４月１日

から１０月３１日の期間で実施しております捕獲

事業につきまして、通年実施に変更することに伴

う補助金を計上するものでございます。これによ

り、西予市全体の捕獲圧を高め、農林作物への被

害防止を強化するものであります。 

 １８ページをお開き願います。 

 土木費２項２目道路橋梁維持費、道路橋梁維持

修繕事業１，２９４万１，０００円であります

が、原子力災害時におきまして、バス避難のため

の一時集結所となっております三瓶中学校横の水

路を横断する床板の劣化が進んでおり、車両の通

行に支障を来す可能性があるため、改修のための

工事請負費等を計上するものであります。 

 １９ページをお開き願います。 

 消防費１項２目非常備消防費、非常備消防一般

管理事業３８万２，０００円でありますが、消防

団員等公務災害補償等共済基金からの消防団員安

全装備品整備等助成金の交付決定を受けまして、

救命胴衣を現在未配備の消防団へ配備するための

備品購入費を計上いたしております。 

 ２０ページをお開き願います。 

 教育費２項１目学校管理費、小学校施設修繕事

業５２９万８，０００円でありますが、野村小学

校グラウンドのフェンスにつきまして、ソフトボ

ールなどの打球のフェンス越えによる事故を防止

するため、防球ネットによる防護策を講じ、設置

に係る工事請負費を計上するものであります。 

 ２１ページをお開き願います。 

 災害復旧費１項２目農業用施設災害復旧費１１

７万円、３目林業用施設災害復旧費４，２２０万

円、続いて、６項１目道路橋梁河川災害復旧費

２，８６５万２，０００円でありますが、平成２

９年７月３日、４日にかけての台風３号、及び７

月３１日の豪雨により発生しました災害復旧のた

めの委託費、そして工事請負費を計上するもので

あります。 

 ２２ページをお開き願います。 

 諸支出金２項１目基金費、財政調整基金事業３

億２，６００万円でありますが、地方財政法第７

条に基づきまして、平成２８年度決算による剰余

金のうち、２分の１を下らない額を財政調整基金

に積み立てるものであります。 

 予算書は前に戻っていただきまして、９ページ

をお開き願います。 

 続いて、主な歳入につきましてご説明を申し上

げます。 

 地方交付税では、普通交付税１，０１０万５，

０００円でありますが、普通交付税の算定結果に

より、今年度の交付額が確定したため増額するも

のであります。 

 分担金及び負担金１項１目農林水産業費分担金

６７万５，０００円、及び２目災害復旧費分担金

９５万円については、各事業実施における受益者

の分担金となっております。国庫支出金１項５目

災害復旧費国庫負担金３，１５５万５，０００円

は、災害復旧事業費の補正に合わせ計上するもの

であります。 

 １０ページをお開き願います。 

 ２項国庫補助金では、国の補助金内示により１

目民生費国庫補助金で子ども・子育て支援交付金

２１３万４，０００円、子ども・子育て支援整備
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交付金４３６万円、保育所等整備交付金３，１８

７万円、５目土木費国庫補助金で、社会資本整備

総合交付金の木造住宅耐震工事分で２２８万円な

どの増額を行い、国庫支出金合計では７，５３８

万３，０００円の増額となったものでございま

す。 

 引き続き、１０ページになりますが、県支出金

２項２目民生費県補助金、子ども・子育て支援事

業費県補助金２１３万４，０００円、子ども・子

育て支援整備事業費県補助金４３６万円は、県の

補助金内示により増額する一方、認定こども園施

設整備事業費県補助金は、事業費の見直しにより

まして２，０８０万９，０００円の減額となって

おります。 

 ４目農林水産業費県補助金、次世代につなぐ果

樹産地づくり推進事業費県補助金６０万円、意欲

ある愛媛の畜産担い手応援事業費県補助金２，１

９１万４，０００円、公共施設木材利用推進事業

費県補助金３００万円、これらにつきましては、

事業採択を受けて計上するもので、その他県支出

金合計では１，４１９万７，０００円の増額とな

ったものであります。 

 このほか、平成２８年度決算に伴う繰越金や、

各事業の事業費調整等による特定財源といたしま

して、地方債や基金繰入金などの調整を行ってお

ります。 

 ５ページをお開き願います。 

 債務負担行為補正といたしまして、平成３０年

度に供用開始予定の野村学校給食センターにおけ

る給食運搬車導入事業について、その期間を平成

３０年度１，２８７万４，０００円の限度額を設

定するものであります。 

 ６ページをお開き願います。 

 今回の事業費の調整等に伴いまして、地方債補

正を行っております。起債の目的別では、緊急防

災・減災事業１，２９０万円、災害復旧事業３，

４３０万円を増額いたしまして、旧合併特例事業

８０万円、臨時財政対策債３，５８７万７，００

０円を減額するものであります。 

 詳細につきましては、１２ページになりますの

でごらんをいただきたいと思います。 

 事業の財源となります国庫支出金の内示額の増

減による起債額の調整や新たな起債事業の計上等

によりまして、総額で１，０５２万３，０００円

を増額し、地方債の限度額を全体で３８億６，１

２２万３，０００円とするものであります。 

 以上、補足説明とさせていただきます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程６） 

○議長 次に、日程第６、議案第７６号「平成２

９年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補

正予算（第１号）」から議案第８３号「平成２９

年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）」までの８件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 議案第７６号「平成２９年

度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予

算（第１号）」について、提案理由のご説明を申

し上げます。 

 今回の補正は、前年度繰越金の確定によるもの

であります。これによりまして、既決いただいて

おります歳入歳出予算をそれぞれ１１９万７，０

００円増額し、歳入歳出予算の総額を２７９万

１，０００円と定めるものであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 松川教育部長。 

○松川教育部長 議案第７７号「平成２９年度西

予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１

号）」について、提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正は、平成２８年度決算による繰越金

の確定によるものであります。これによりまし

て、既決いただいております歳入歳出予算にそれ

ぞれ９７５万９，０００円を増額し、歳入歳出予

算の総額を４，２６９万８，０００円と定めるも

のであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 議案第７８号「平成２９年

度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２

号）」について、提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 まず、事業勘定予算からご説明を申し上げま

す。今回の補正の主な内容につきましては、前年

度の療養給付費等、負担金等の返還額が確定した

ことにより償還金を増額するとともに、前年度決

算による繰越金が確定したことから、その一部を
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財政調整基金に積み立てるものでございます。こ

れによりまして、既決いただいております歳入歳

出予算にそれぞれ９，０３３万円を増額し、事業

勘定予算の歳入歳出予算総額を６１億４，２５６

万５，０００円と定めるものであります。 

 次に、診療施設勘定予算の補正の主な内容につ

きましては、前年度決算による繰越金の確定に伴

い、一般会計繰入金の調整を行うものでありま

す。 

 この補正につきましては、歳入予算の組み替え

を行うもので、歳入歳出予算の総額に変更はござ

いません。 

 続きまして、議案第７９号「平成２９年度西予

市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）」

について、提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、前年度繰越金の確定に伴い、後

期高齢者医療広域連合納付金を増額するものであ

ります。これによりまして、歳入歳出予算をそれ

ぞれ１，８２２万５，０００円増額し、歳入歳出

予算の総額を６億３，４７６万円と定めるもので

あります。 

 続きまして、議案第８０号「平成２９年度西予

市介護保険特別会計補正予算（第２号）」につい

て、提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正の主なものは、前年度繰越金の確

定、及び前年度介護給付費及び地域支援事業の精

算による介護給付費負担金及び交付金の返還によ

るものでございます。これによりまして、既決い

ただいております歳入歳出予算にそれぞれ１億９

１０万４，０００円を増額し、歳入歳出予算の総

額を５７億９，７９４万５，０００円と定めるも

のであります。 

 以上、３議案、よろしくご審議の上、ご決定く

ださいますようお願い申し上げます。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 議案第８１号「平成２９年

度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

１号）」について、提案理由のご説明を申し上げ

ます。 

 今回の補正は、前年度繰越金の確定に伴い、一

般会計繰入金を減額するものであります。歳出に

おきましては、歳入の補正に伴う充当財源の組み

替えを行うもので、これによります歳出予算総額

の変更はございません。 

 続きまして、議案第８２号「平成２９年度西予

市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）」

について、提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、前年度繰越金の確定に伴う財源

の調整により、歳入予算の組み替えを行うもの

で、歳入予算総額に変更はございません。 

以上、２議案、よろしくご審議の上、ご決定く

ださいますようお願い申し上げます。 

○議長 三好公営企業部長。 

○三好公営企業部長 議案第８３号「平成２９年

度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）」について、提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正は、水道使用料過年度分及び前年度

繰越金の確定に伴うものでございます。これによ

りまして、既決いただいております歳入歳出にそ

れぞれ１５６万３，０００円を増額し、歳入歳出

予算の総額を１億６，０８１万５，０００円と定

めるものであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午前１１時０３

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午前１１時２

０分） 

   （日程７） 

○議長 次に、日程第７、認定第１号「平成２８ 

年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」を議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 山口会計管理者。 

○山口会計管理者 認定第１号「平成２８年度西

予市一般会計歳入歳出決算の認定について」ご説

明を申し上げます。 

 お手元に地方自治法に基づきます平成２８年度

決算における主要な施策の成果報告書をお配りさ

せていただいておりますが、主にこれに基づきま

して説明をさせていただきます。 

 まず初めに、その概要を申し上げます。 

 資料は１ページをお開きください。 

 平成２８年度は本市の最上位計画である第２次

西予市総合計画の開始年度であり、健全な行財政

運営を維持しながら、既存の価値観、前例、自治

体間の横並び意識といったものに縛られずに、改

革・チャレンジ精神をもって本市の特性を生かし
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た独創的で質の高い政策を果敢に実行し、市民が

安心して暮らせるまちづくりの実現を目指すとと

もに、急激な人口減少社会を迎えた本市の状況を

踏まえ、「変革、それこそ夢と希望を叶える唯一

のすべである。」を副題とし、変わることの重要

性を強調し、市政運営に取り組んだところであり

ます。 

 それでは、平成２８年度一般会計の決算の状況

とあわせまして、普通会計における財政指標等の

状況についてご説明し、主要な施策の成果につき

ましても、その概略をご報告いたします。 

 まず、一般会計の決算規模と決算収支について

ご説明いたします。 

 資料は１４ページをお開きください。 

 平成２８年度の一般会計の決算規模につきまし

ては、歳入決算額３０６億７，９６８万７，００

０円、歳出決算額２９８億２，５４９万２，００

０円、歳入歳出差引額８億５，４１９万５，００

０円となっておりますが、繰越財源２億２３５万

８，０００円を差し引きますと、実質収支は６億

５，１８３万７，０００円となり、前年度と比較

しますと、歳入では６．８％、歳出では８．４％

それぞれの決算が増加となっております。 

 次に、歳入決算の概要についてご説明いたしま

す。 

 平成２８年度の決算額は、前年度に対しまし

て、１９億５，３９０万円増加しております。そ

の主な要因といたしましては、事業計画最終年度

となりました汚泥再生処理施設整備事業費、及び

宇和学校給食センター建設事業費の増による国庫

支出金、基金繰入金及び市債の増によるものであ

ります。 

 また、市税につきましては、市民税で個人所得

割、固定資産税における家屋及び償却資産が増と

なったこと、軽自動車税の増等により前年度と比

較しまして、８，９３８万４，０００円の増とな

り、３１億４，５３８万３，０００円となってお

ります。 

 普通交付税は１１２億５，１１４万円となって

おります。平成２７年度から交付税算定上の財政

的支援措置が５年間の段階縮減期間に入り、平成

２８年度がその２年目を迎えていることに加え、

普通交付税算定の基礎数値であります国勢調査人

口の減少によりまして前年度と比較し、５億２，

０６６万６，０００円の減となっております。 

 歳入のうち、７９．８％を国や県に依存する本

市は、依然として財政基盤が脆弱な状況でありま

すことから、今後も国の歳出・歳入一体改革や、

国・地方が一体となって取り組む経費削減、財政

の健全化施策により大きな影響を受けることが想

定されるとともに、合併による財政的支援措置が

今後減少することを考慮いたしますと、予算規模

は縮小せざるを得ない状況となっております。 

 次に、地方交付税の状況についてご説明いたし

ます。 

 資料は１６ページをお開きください。 

 普通交付税につきましては、前年度と比較しま

して、全国総額ベースで０．３％減、全国市町村

平均で３．３％減、愛媛県内市町平均で４．０％

減という状況の中で、本市におきまして一本算定

へと段階的な減額が始まっていること、及び平成

２８年度は基準財政需要額に社会保障関係費に係

る需要額が新たに加算されたものの、基準財政収

入額において増額となったことにより前年度と比

較しまして、５億２，０６６万６，０００円、率

にして４．４％の大幅な減額となり、交付額は１

１２億５，１１４万円となっております。 

 特別交付税につきましては、前年度と比較しま

して、全国総額ベースで４．７％増、全国市町村

平均で１．９％減、愛媛県内市町平均では２．

４％減という状況の中で、本市におきましては

０．２％増の１２億４，７２９万９，０００円が

交付されました。 

 また、臨時財政対策債発行可能額につきまして

は、前年度と比較しまして、２５．３％減の６億

２，９４７万３，０００円となり、これを含めた

交付税総額は前年度に比べ、７億３，０５６万

７，０００円の減少となっております。 

 次に、財政力指数の状況についてご説明いたし

ます。 

 資料は１７ページをお開きください。 

 本市の平成２８年度財政力指数は昨年度と同じ

く０．２４で、平成２７年度の全国市町村平均は

０．５０、平成２８年度の県市町平均が０．４２

でありますことから、極めて脆弱な状況にありま

す。今後の見通しにつきましては、地方消費税交

付金による基準財政収入額に変化があるものの、

人口の減少等により基準財政需要額が縮減傾向に

あるため、結果としてこの指数がわずかながら上

昇することが予想されます。 
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 次に、市債の状況について説明いたします。 

 資料は１８ページをお開きください。 

 市債の発行につきましては、汚泥再生処理施設

整備事業、及び宇和学校給食センター建設事業等

の大型建設事業の実施によりまして、前年度と比

較しまして、１４億１，２４２万１，０００円、

３４．４％増の５５億１，９５７万３，０００円

となり、地方債残高は前年度と比較して、２４億

３，３７２万円増の３７２億２，９６５万５，０

００円となっております。 

 次に、歳出決算の概要についてご説明いたしま

す。 

 資料は１９ページをお開きください。 

 平成２８年度の決算額は２９８億２，５４９万

２，０００円で、前年度と比較しまして、２３億

５６０万７，０００円、８．４％の増となってお

ります。その主な要因は、民生費で臨時福祉給付

金支給事業の増、衛生費で汚泥再生処理施設整備

事業の増、土木費で市道湯の川・くらぬき線改良

事業の増、災害復旧費で市道赤木佐須線道路災害

復旧事業の増によるものであります。 

 性質別決算額では、普通建設事業費が７０億

６，９０９万３，０００円、人件費が４３億２，

３４９万３，０００円、物件費が３５億６１０万

４，０００円、公債費が３３億８，２８９万２，

０００円で、これらの合計が歳出の６１．３％を

占めております。人件費、扶助費、公債費を合わ

せた義務的経費の合計は１１２億８，３７６万円

となっております。前年度と比較しまして、普通

建設事業費では汚泥再生処理施設整備事業、宇和

学校給食センター建設事業等の大型事業の事業費

増により２２億３，６２３万５，０００円の増、

災害復旧事業費では、市道赤木佐須線道路災害復

旧事業等の増により１億９，１７５万３，０００

円の増となっております。 

目的別に見ますと、民生費が７２億３，０７８

万５，０００円、公債費３３億８，２５９万２，

０００円、教育費が４１億４，７５８万５，００

０円、農林水産業費が２５億５，６５８万７，０

００円、土木費が１８億６，９０６万７，０００

円で、これらの合計が歳出の６割以上を占めてお

ります。 

 次に、実質公債費比率の状況についてご説明い

たします。 

 資料は２２ページをお開きください。 

 平成２８年度の実質公債費比率は８．７％で、

前年度より０．４％減となっております。これ

は、公営企業債償還繰入金が減額となり、また、

普通交付税において合併算定替により減額となっ

た一方で、標準税収入額等が増額となったことが

主な要因となっております。 

 今後は、地方債の現在高は増額傾向であり、公

営企業会計への繰出金についても増加する見込み

であるとともに、普通交付税において、合併算定

替の特例措置分が段階的に縮減されることによ

り、比率は上がっていくと見込まれるところであ

ります。 

 次に、健全化判断比率の状況についてご説明を

いたします。 

 資料は２３ページをお開きください。 

 平成２８年度決算における健全化判断比率は２

４ページの表のとおりでありますが、先ほど申し

上げましたとおり、実質公債費比率は前年度に比

べ、０．４％減の８．７％、将来負担比率は前年

度に比べ、０．８％減の４９．４％となってお

り、いずれの指標も早期健全化基準を下回ってい

る状況であります。しかしながら、今後一般会計

における公債費の増加と特別会計等への繰出金の

うち、元利償還の財源に充てたと認められる額の

増大等により、実質公債費比率は上昇し、将来負

担比率につきましても、特別会計等への地方債の

元金償還に充てる一般会計等からの繰出し見込み

額や、充当可能基金の減少等により上昇すること

も見込まれ、財政全般にわたる慎重な運営が求め

られるところであります。 

 このほか、単年度歳出額の性質別、目的別の内

訳と前年度比較につきましては、２０ページと２

１ページに記載をしておりまして、また、過去５

年間の一般会計の歳出性質別決算額及び自主財源

と市債を除く歳入等の推移につきましても、２５

ページに記載しておりますので、お目通しをいた

だけたらと思います。 

特に、歳出総額と市債を除く歳入との差が大き

い場合は、市債で補っているということでありま

して、多額の地方債発行が続きますと地方債残高

も増加の一途となり、将来に大きな負担を残すこ

とになります。そのため、地方債発行につきまし

ては、可能な限り有利な起債を利用し、後年度に

できるだけ影響が出ないよう計画的に行っている

ところであります。 
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 次に、主要な施策の成果についてその概略をご

報告いたします。 

 資料の４ページにお戻りください。 

 先に申し上げましたとおり、平成２８年度は本

市の最上位計画である第２次西予市総合計画の開

始年度でありました。目指す将来像を実現するた

めの基本目標の下に、「しごとづくり」「ひとづ

くり」「まちづくり」「行財政」の４分野の政

策、３９項目の施策を設定した基本計画に基づ

き、各種事業を実施いたしました。 

 資料３ページをごらんください。 

 政策別の主な事業といたしましては、「しごと

づくり」では、商工業振興助成支援や企業誘致促

進など、商工業振興事業、担い手育成支援、農業

経営法人化等促進、地産地消推進、森林環境基盤

整備、市産材等活用促進、水産物流通円滑化推進

など農林水産業振興事業、観光資源の発掘や適正

管理、イベント運営健全化など観光振興事業を実

施いたしました。 

 「ひとづくり」では、結婚・出産及び子育て支

援事業、健康増進事業、高齢者及び障害者福祉、

生活困窮者支援事業、火災・救急体制整備及び消

防団活動推進事業、生涯学習の場の提供やスポー

ツ及び文化振興事業を実施いたしました。 

 次に、「まちづくり」では、移住・定住・安住

体制整備事業、ジオパーク推進事業、空き家・店

舗対策等不動産の流動化事業、地域主導の地域コ

ミュニティー強化推進事業、地域防災力の強化等

防災・減災事業、道路・水道・下水道等インフラ

整備及び維持管理事業を実施いたしました。 

 最後に、「行財政」では、業務の簡素化及び生

産性・サービスの向上を目指し、職員一人一人が

働き方改革を実行し、今後の健全財政の維持に取

り組みました。 

 なお、基本計画の主要な施策の成果に係る事業

の概要につきましては、成果報告書の５ページか

ら１０ページに記載しておりますので、お目通し

いただけますようお願いいたします。 

 以上、主要な部分のみをご説明申し上げました

が、詳細につきましては、委員会におきまして施

策の成果報告書に基づき各担当部課長が説明をい

たしますので、よろしくご審議の上、ご認定いた

だけますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

   （日程８） 

○議長 次に、日程第８、認定第２号「平成２８

年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」から認定第１３号「平成２８年度西予市

野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につい

て」までの１２件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 山口会計管理者。 

○山口会計管理者 引き続きまして、平成２８年

度西予市特別会計の決算についてご説明を申し上

げます。 

 資料は１１ページをお開きください。 

 公営企業会計を除きます特別会計全体の歳入決

算額は１４１億９，６３５万５，０００円、歳出

決算額は１３９億４，２６１万３，０００円、歳

入歳出差引額は２億５，３７４万２，０００円と

なりましたが、翌年度への繰越財源６６万２，０

００円を差し引きますと、実質収支は２億５，３

０８万円となっております。 

 それでは、会計別にご説明を申し上げます。 

 まず、認定第２号「平成２８年度西予市授産場

特別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明申

し上げます。 

 資料は同じく成果報告書１４３ページをお開き

ください。 

 授産場特別会計は、歳入総額、歳出総額ともに

２，２３６万３，０００円で、前年度と比較しま

して、歳入総額は９９万９，０００円の増、歳出

総額は２２９万８，０００円の増となり、形式収

支、実質収支ともに０円となっております。な

お、歳入のうち、手袋加工賃等の事業収入につき

ましては５９３万７，０００円で、前年度と比較

しまして、５２万５，０００円９．７％の増とな

っております。これは当該施設の閉場に伴い、販

売業者からの駆け込み受注等がふえたことによる

ものであります。 

 続きまして、認定第３号「平成２８年度西予市

住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の

認定について」ご説明を申し上げます。 

 資料は１４７ページをお開きください。 

 住宅新築資金等貸付事業特別会計は、歳入総額

３７２万４，０００円、歳出総額は２５２万７，

０００円となり、形式収支、実質収支ともに１１

９万７，０００円となっております。 

 続きまして、認定第４号「平成２８年度西予市

育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定
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について」ご説明を申し上げます。 

 資料は１４８ページをお開きください。 

 平成２８年度決算額は、歳入総額が６，４２２

万８，０００円で、前年度と比較しまして、３４

１万５，０００円の増、歳出総額は４，７８０万

９，０００円で、前年度との比較では２，０３４

万８，０００円の増となり、形式収支、実質収支

ともに１，６４１万９，０００円となっておりま

す。なお、平成２８年度貸付者は継続４８人、新

規１２人の合計６０人で、貸付総額は２，３９８

万５，０００円、償還者は延べ３９７人で償還総

額は３，０８７万７，０００円となっておりま

す。 

 続きまして、認定第５号「平成２８年度西予市

国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明を申し上げます。 

 資料は１４９ページをお開きください。 

 まず、国民健康保険特別会計事業勘定は、歳入

総額が６２億６，３０１万５，０００円、歳出総

額は６１億７，２６８万４，０００円となり、形

式収支、実質収支ともに９，０３３万１，０００

円の黒字となっております。しかしながら、この

黒字額につきましては、前年度精算による療養給

付費等負担金等の返還、及び財政調整基金積立て

に当てるものであり、昨年度に続き本年度におき

ましても、約１億６，５００万円を一般会計から

繰り入れて、収支均衡を図っている状況でありま

す。当会計におきましては、被保険者の高齢化や

医療技術の高度化などに伴う医療費の増加、さら

には、保険税収入の減少等により極めて厳しい財

政運営を強いられております。安定的な運営と財

政の健全化を図るためにも、引き続き保険税の高

い収納率を維持するとともに、ジェネリック医薬

品の普及促進、健康の保持・増進や保険事業の効

率的な実施による重症化予防に取り組むことによ

り、国保会計の健全化に努めてまいります。 

 次に、診療所施設勘定についてご説明いたしま

す。 

 資料は１５４ページからになりますが、１５６

ページをお開きください。 

 市内８診療所の歳入総額は２億８，６０５万

４，０００円、歳出総額が２億８，４２５万２，

０００円となり、形式収支、実質収支ともに１８

０万２，０００円の黒字となっております。しか

しながら、診療所勘定におきましても、一般会計

から７，１５１万４，０００円を繰り入れること

により収支均衡を図っている状況にあることか

ら、引き続き医薬材料費等の経費削減に努めると

ともに、今後は医療体制の見直しを図るなど地域

の実情に応じた医療提供体制の確保に努めてまい

ります。 

 続きまして、認定第６号「平成２８年度西予市

後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて」ご説明を申し上げます。 

 資料は１６１ページをお開きください。 

 まず、歳入総額は６億１，６０９万１，０００

円で、前年度と比較いたしまして、１，５２５万

９，０００円の増、歳出総額が５億９，７８６万

５，０００円で、前年度と比較して、１，３４４

万５，０００円の増となりまして、形式収支、実

質収支ともに１，８２２万６，０００円となって

おります。 

 歳入につきましては、被保険者の保険料が３億

３，４８４万５，０００円、繰入金２億５，４１

２万５，０００円、後期高齢者医療健康診査の受

託収入などの諸収入１，０６２万８，０００円が

主なものであります。 

 歳出につきましては、後期高齢者医療広域連合

納付金が５億６，４４１万８，０００円となり、

歳出全体の９４．４％を占め、歳出のほとんどが

実績額確定に伴う保険料、保険基礎安定分、広域

連合の共通経費となっております。 

 続きまして、認定第７号「平成２８年度西予市

介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について」

ご説明を申し上げます。 

 資料は１６３ページをお開きください。 

 介護保険特別会計事業勘定は、歳入総額が５６

億８，１０５万１，０００円で、前年度と比較し

まして、１億４，３３９万１，０００円の増、歳

出総額は５５億７，１９４万６，０００円で、前

年度と比較しまして、１億２，９９５万９，００

０円の増となりまして、形式収支、実質収支とも

に１億９１０万５，０００円となっております。

今後も介護サービスや介護予防サービス、介護予

防日常生活支援サービスが多様な事業者、または

施設等から適正かつ安定的、継続的に提供される

よう指導管理し、介護保険の健全運営を図ってま

いります。 

 続きまして、認定第８号「平成２８年度西予市

農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定に
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ついて」ご説明を申し上げます。 

 資料は１７３ページをお開きください。 

 農業集落排水事業特別会計における歳入総額は

３億８，４５７万２，０００円で、前年度と比較

いたしまして、２，５１４万９，０００円、６．

１％の減、歳出総額が３億８，３４７万円で、前

年度と比較しまして、２，５０６万５，０００

円、６．１％の減となりまして、形式収支、実質

収支ともに１１０万２，０００円となっておりま

す。本事業につきましては、現在１０処理区が稼

働しておりますが、平成２４、２５年度に実施い

たしました機能診断調査の評価結果に基づき、施

設の維持管理に努めているところであります。 

 続きまして、認定第９号「平成２８年度西予市

公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて」ご説明申し上げます。 

 資料は１７９ページをお開きください。 

 公共下水道事業特別会計は、歳入総額７億２，

１２３万２，０００円で、前年度と比較いたしま

して、２５万７，０００円、０．０４％の減、歳

出総額が７億２，０３１万６，０００円で、前年

度と比較いたしまして、６３５万９，０００円、

１．０％の増となり、形式収支が９１万６，００

０円、実質収支が２５万４，０００円となってお

ります。事業内容につきましては、宇和処理区、

野村処理区ともに供用を開始しており、拡張区域

の整備及び施設の維持管理等鋭意進めているとこ

ろであります。 

 以上、西予市簡易水道事業特別会計を除く、平

成２８年度西予市特別会計歳入歳出決算につきま

して、説明をさせていただきました。 

 大変大まかな説明になりましたが、詳細につき

ましては、委員会におきまして各担当部課長から

説明を申し上げますので、よろしくご審議の上、

ご認定いただけますようお願い申し上げます。 

○議長 三好公営企業部長。 

○三好公営企業部長 認定第１０号「平成２８年

度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認

定について」提案理由のご説明を申し上げます。 

 資料は平成２８年度決算における主要な施策の

成果報告書１６９ページからになります。 

 西予市簡易水道事業特別会計は、歳入総額が１

億５，４０２万５，０００円で、主な収入といた

しましては、給水収入６，９６１万円、繰入金

４，２９９万９，０００円、分担金及び負担金６

８２万円、市債２，０００万円などであります。

歳出総額は１億３，９３８万１，０００円で、主

な支出といたしましては、事業費１億１，３４６

万８，０００円、及び公債費２，５９１万３，０

００円であります。以上によりまして、形式収

支、実質収支ともに１，４６４万４，０００円の

黒字を計上いたしております。 

 続きまして、認定第１１号「平成２８年度西予

市水道事業会計決算の認定について」ご説明を申

し上げます。 

 公営企業会計決算書の１８ページをお開きくだ

さい。 

 まず、平成２８年度の西予市水道事業の概要を

報告いたします。 

 総括事項として、営業収益における給水収益に

つきましては、夏場の水需要の増加等により、前

年度比１％の増となりました。また、業務量につ

きましては、給水人口が前年度から４５４人減少

し、３万１，６３９人、年間総有収水量は、前年

度比１．１％増の３４１万９，１２５立方メート

ルとなりました。 

 次に、収益的収入及び支出の決算額についてご

説明いたします。 

 ４ページをお開きください。 

 水道事業収益７億２，２６９万６，６２８円に

対しまして、水道事業費用は７億８９５万５，１

６３円となり、前年度と比較しまして、収益は

２．６％の減、費用は６．５％の増となっており

ます。なお、これらは消費税込みの金額でござい

ます。 

 ８ページをお開きください。 

 このことを、損益計算書でご説明いたします

と、営業収益５億８，８５９万２，３６５円に対

しまして、営業費用が６億３，０２８万６，２０

７円となり、差し引き４，１６９万３，８４２円

の営業損失となりました。 

 次に、営業外収益は水道加入金など８，６２８

万４，７８３円となっており、営業外費用は企業

債の支払い利息など３，５８１万３９５円を支出

いたしております。 

 以上によりまして、経常利益は８７８万５４６

円、当年度純利益１１１万１，３７０円となり、

当年度未処分利益剰余金が１億１，４７１万３，

５５３円となっております。なお、積立金と合わ

せた利益剰余金の合計は５億６，５４１万６，１
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３６円であります。 

 次に、資本的収入及び支出についてご説明いた

します。 

 ６ページをお開きください。 

 資本的収入につきましては、税込み収入総額１

億９９３万７，８６３円となっております。その

内訳は、負担金３４６万７，８００円、企業債

６，０００万円、補助金４，６４７万６３円であ

ります。 

 次に、資本的支出につきましては、税込み支出

総額３億３，８３１万４，５７３円で、建設改良

費として２億４４０万３，４００円、企業債償還

金として１億３，３９１万１，１７３円を支出し

ております。建設改良の主な工事は、宇和給水区

域の清沢地区排水管敷設替事業、野村給水区域の

野村第１浄水場４号ろ過地更生事業等でありま

す。また、資本的収入額が資本的支出額に対して

不足する２億２，８３７万６，７１０円につきま

しては、当年度分損益勘定留保資金、建設改良積

立金等で補てんをいたしました。 

 その他決算資料を掲載しておりますのでご参照

ください。 

 続きまして、認定第１２号「平成２８年度西予

市病院事業会計決算の認定について」ご説明を申

し上げます。 

 公営企業会計決算書の５４ページをお開きくだ

さい。 

 全国的な医師及び看護師の不足など、医療を取

り巻く環境は依然厳しい状況が続いております。

そのような中、西予市民病院におきましては、平

成２７年度に引き続き、内科、外科、整形外科及

び泌尿器科の常勤医師を確保し、年間を通して入

院外来診療を行うことができました。また、野村

病院でも非常勤医師による診療や当直業務を拡充

するなど、診療体制の充実を図ることができまし

た。今後におきましても、医師及び看護師等の確

保に努めていく所存でございます。 

 次に、５５ページの業務量でございますが、西

予市民病院では、年間入院延べ患者数４万１４２

人、外来延べ患者数４万５，５６０人、野村病院

では、年間入院延べ患者数３万６３３人、外来延

べ患者数５万６，６６５人となっております。 

 次に４２ページ、収益的収入及び支出について

ご説明いたします。 

 病院事業収益３５億４，０２４万５，４５０円

に対しまして、病院事業費用は３８億４，６３１

万８，９３９円となっております。なお、これら

は消費税込みの金額でございます。その詳細につ

きましては、４６ページの損益計算書でご説明い

たします。 

 医業収益３１億３，４５６万４，９７９円に対

し、医業費用は３５億９，２００万８，８７７円

で、差し引き４億５，７４４万３，８９８円の営

業損失となりました。その主な要因といたしまし

ては、新病院建設、及び野村病院の大規模改修に

係ります減価償却費の増、医療スタッフの確保に

伴う給与費の増、医療機器の保守委託料の増など

でございます。 

 次に、医業外収益は３億９，１６０万２４７円

で、うち２億２，８３８万６，１８０円が一般会

計からの負担金及び補助金でございます。 

 医業外費用は１億６，８３９万３，７２５円

で、主に企業債の利息及び控除対象外消費税とし

て計上される雑支出でございます。 

 以上によりまして、経常損失２億３，４２３万

７，３７６円、当年度純損失３億８０１万３，４

８９円となり、当年度未処理欠損金は５１８万

７，９６６円となっております。 

 なお、積立金と合わせた利益剰余金の合計は１

億５５１万２，０３４円であります。 

 続きまして、４４ページの資本的収入及び支出

についてご説明いたします。 

 資本的収入の総額は１億３，９５０万３，３０

５円で、内訳は一般会計出資金４５万円、一般会

計負担金１億１，７０５万３，３０５円、企業債

２，２００万円であります。 

 次に、資本的支出につきましては、税込み支出

総額は３億６，８６８万６，３３６円で、これは

医療機器の更新などの建設改良費１億７，４２０

万３，１６０円、企業債償還金１億９，４０３万

３，１７６円、奨学資金制度に係る投資４５万円

となっております。 

 これにより資本的収入額が資本的支出額に対し

て不足する額２億２，９１８万３，０３１円につ

きましては、過年度分損益勘定留保資金等で補て

んをいたしました。 

 また、平成２８年度から翌年度へ繰り越した額

は、地方公営企業法第２６条に基づく建設改良繰

越１，１９８万８，０００円でございます。 

 ８１ページから西予市民病院及び野村病院の決
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算資料を掲載しておりますのでご参照ください。 

 続きまして、認定第１３号「平成２８年度西予 

市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につ

いて」ご説明を申し上げます。 

 同じく、公営企業会計決算書の１１４ページを

お開きください。 

 まず、収益的収入及び支出についてご説明いた

します。 

 施設事業収益は４億９，０８６万１，９６６円

に対しまして、施設事業費用は４億８，６０５万

９，０８９円となり、前年度と比較しまして、収

益は約４．７％の増、費用は約０．５％の増とな

っております。なお、これらは消費税込みの金額

でございます。 

 １１８ページをお開きください。 

 このことを損益計算書でご説明いたしますと、

施設運営事業収益は４億１，９１６万２，２８９

円に対しまして、施設運営事業費用は４億５，５

７６万２，８０８円となり、差し引き３，６６０

万５１９円の営業損失となりました。 

 次に、施設運営事業外収益は、市からの補助金

などにより７，０８３万８，１１０円となってお

り、施設運営事業外費用は、企業債の支払い利息

などで１，６７４万８，２６６円を支出いたして

おります。 

 以上によりまして、経常利益は１，７４８万

９，３２５円、当年度純利益は４８０万２，８７

７円となりました。なお、前年度までの繰越欠損

金と合わせた当年度末の未処理欠損金は７，０２

０万９，７７０円となりました。 

 次に、資本的収入及び支出についてご説明いた

します。 

 １１６ページをお開きください。 

 資本的収入につきましては１億８，３４３万

２，０００円となっており、市からの補助金であ

る企業債償還元金と増築事業に係る企業債借入額

を計上したものでございます。 

 一方、資本的支出につきましては、４，９０３

万９，００８円となっており、増築工事に係る建

設改良費と企業債償還元金を支出しております。 

 また、資本的収入額が資本的支出額に対して不

足する６９０万７，００８円につきましては、繰

越工事資金と過年度分損益勘定留保資金で補てん

をいたしました。 

 これらに伴います事業の概要につきましては、

１２３ページの貸借対照表、及び１２８ページか

らの事業報告書をご参照願います。 

 今後とも関係機関との緊密な連携を図り、効率

的な施設運営と利用者の確保及び経費節減に努

め、さらなるサービスの向上と健全経営を図って

まいりたいと考えております。 

 以上、４認定案件、よろしくご審議を賜り、ご

認定くださいますようお願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午後０時０８

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後１時１０

分） 

 ただいま議題となっております認定第１号から

認定第１３号までの監査報告を求めます。 

 正司代表監査委員。 

○正司代表監査委員 決算審査意見についてご報

告申し上げます。市長から地方自治法の規定に基

づいて審査に付されました平成２８年度西予市一

般会計、特別会計の決算、及び西予市基金運用状

況、並びに地方公営企業法の規定に基づいて審査

に付されました平成２８年度西予市公営企業会計

の決算について慎重に審査し、審査結果の意見書

を去る８月１６日に市長に提出したところでござ

います。以下、その内容につきましてご報告いた

しますが、金額につきましては万円単位でご報告

させていただきますので、あらかじめご了承をお

願いいたします。 

 それでは、まず、平成２８年度西予市一般会

計、及び特別会計決算審査意見書の１ページをご

らんください。 

 第１ 審査の対象は平成２８年度一般会計、及

び平成２８年度授産場特別会計他８特別会計の歳

入歳出決算であります。 

 第２ 審査の概要であります。まず、審査の方

法につきましては、市長から提出されました一般

会計及び特別会計歳入歳出決算書、その他政令で

定められた書類について、関係法令に準拠して正

確に表示されているか、並びに予算の執行及び事

業の経営が適正かつ効率的に行われているかを念

頭に置き、関係諸帳簿及び証拠書類と照合いたし

ました。あわせて計数の正確性、予算の執行状況

の適否等、通常実施すべき審査手続を全国都市監

査委員会の都市監査基準に準拠して実施し、定例

監査、例月現金出納検査の結果も参考にしながら
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審査をいたしました。次に、審査の期間ですが、

平成２９年７月３日から、平成２９年８月７日ま

での間、実施をいたしました。 

第３ 審査の結果であります。審査の結果、計数

に誤りはなく、歳入歳出予算の執行及び関連する

事務処理についても適正に行われていると認めら

れました。 

 次に、決算の概要でありますが、２ページの決

算規模のウ総計決算額の比較をごらんください。 

平成２８年度一般会計及び特別会計の総計決算

額は、歳入が４４８億７，６０４万円、歳出が４

３７億６，８１０万円で、前年度に比べ、歳入が

１９億３，０８９万円、歳出が２３億３，３１４

万円それぞれ増加しております。 

 続いて３ページの決算収支状況をごらんくださ

い。 

 総計決算収支の状況は合計欄に記載のとおり

で、歳入歳出差引額、いわゆる形式収支ですが、

１１億７９４万円、実質収支が９億４９２万円

と、いずれも黒字となっております。一般会計、

特別会計に分けてみますと、一般会計の形式収支

は８億５，４２０万円、実質収支は６億５，１８

４万円と、いずれも黒字であり、財政調整基金積

立金を加えた実質単年度収支におきましても、１

億２，８０４万円の黒字となっております。 

 また、特別会計の形式収支は、２億５，３７４

万円、実質収支は２億５，３０８万円と、こちら

も黒字であり、基金、積立金、取崩金を含めた実

質単年度収支におきましても、８，０４８万円の

黒字となっております。 

 なお、４ページ以降に各会計の決算審査の状況

及び意見を記載しておりますので、お目通しいた

だき、詳細な説明は省略させていただきます。 

 次に、５５ページ中ほどをごらんください。 

 まとめといたしまして、決算の状況をもとに、

今後の行政運営におきましてご配慮いただきたい

ことについて、３点を要望事項として上げさせて

いただいております。 

 まず、１点目ですが、４ページの普通会計の財

政指標等の状況で明らかなように、財政状況はほ

ぼ前年並みに推移しておりますが、公債費負担比

率１７．８％、経常収支比率８６．６％、財政力

指数は０．２４と、依然として厳しい状況が続い

ております。施策の推進に当たりましては、将来

を見据え、オフィス改革、イクボス宣言の内容の

実践を検証しつつ、事務の効率化・経費節減を図

り、事務事業の総合的な調整により、健全な財政

運営に努めていただくよう望むものであります。 

 ２点目は、８ページと４６ページでおわかりの

ように、歳入におきまして一般会計では不納欠損

額は１，５５０万円、前年度に比べ５５３万円、

５５．５％増加し、収入未済額は１億４，２３８

万円で、前年度に比べ２４０万円、１．７％減少

しております。特別会計では、不納欠損額は１，

３６７万円で、前年度に比べ９１２万円、２０

０．５％増加し、収入未済額は２億１７８万円

で、前年度に比べ７５０万円、３．６％減少して

おります。不納欠損分の増加に伴って、一般会

計、特別会計ともに収入未済額は減少しておりま

すが、滞納となってる税の徴収強化など、実効性

のある方策によりその解消を図り、不納欠損処分

に至らないよう公平性の確保に努めていただくこ

とを望むものであります。 

 最後に、３点目ですが、２０ページと４９ペー

ジでおわかりのように、歳出におきまして翌年度

繰越額が、一般会計は２６億７，９４３万円、特

別会計は１，１３６万円となっており、前年度に

比べ全体で８，１７４万円、２．９％減少はして

おりますが、依然として多額の繰越額となってお

ります。国の補正予算に対応した事業も含まれて

はおりますが、計画的、効率的な事業の執行を図

り、早期発注・進捗管理の徹底に努めていただく

よう望むものであります。 

 以上、一般会計及び特別会計決算の審査結果報

告とさせていただきます。 

 次に、５６ページをごらんください。 

 西予市基金運用状況審査の結果ですが、各基金

の計数はいずれも正確であり、おおむね適正に運

用されていると認められました。ただ、西予市野

村町地域高齢者等肉用牛貸付けに係る基金、及び

西予市城川町地域高齢者等肉用牛貸付けに係る基

金につきましては、長期間新規貸し付けがなく、

当年度末には貸付金、未償還金も０円になり、基

金の運用が十分とは言えない状況が見られまし

た。同種の基金もありますことから、当該基金の

必要性も検討し、基金の有効活用を図っていただ

きたい旨を記載しておりますので、合わせてご報

告させていただきます。 

 続きまして、平成２８年度西予市公営企業会計

決算審査意見書の１ページをごらんください。 
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 第１ 審査の対象は、平成２８年度水道事業会

計、病院事業会計、野村介護老人保健施設事業会

計の３事業会計の決算であります。 

 第２ 審査の概要であります。まず、審査の方

法につきましては、市長から提出されました３事

業会計の決算報告書、財務諸表、事業報告書及び

政令で定めるその他の書類が、地方公営企業法そ

の他関係法令の規定に基づいて作成され、かつ、

これらの計数、経営成績及び財政状況が適正に表

示されているかについて、関係諸帳簿及び証拠書

類と照合し、あわせて、定例監査、例月現金出納

検査の結果も参考にしながら審査をいたしまし

た。また、審査に当たりましては、全国都市監査

委員会の都市監査基準に準拠して実施いたしまし

た。 

 次に、審査期間ですが、平成２９年６月２１日

から平成２９年８月７日までの間、実施をいたし

ました。 

 第３ 審査の結果であります。審査の結果、い

ずれも法令に基づいて作成され、計数、経営成績

及び財政状況についても適正に表示されていると

認められました。 

 なお、各会計の決算審査の状況及び意見は２ペ

ージ以降に記載しておりますので、お目通しいた

だき、詳細説明は省略させていただきます。 

 次に、各会計の経営状況についての概要を説明

させていただきます。 

 １４ページのまとめウ以下をごらんください。 

 水道事業会計の経営状況についての概要であり

ます。ウの経営状況を見ていただければ、当年度

の収支の状況は、総収益６億７，４８８万円に対

し、総費用は６億７，３７７万円で、収支差引額

は１１１万円の純利益となっております。 

 結びといたしまして、水道事業は少子高齢化が

進み、年々給水人口は減少傾向にありますが、今

年度は夏の水需要の増加により、前年度と比べ給

水収益は増加しております。 

 １５ページを見ていただければおわかりのよう

に、経営分析の結果では、財務比率の流動比率は

４９２．６％、当座比率は４８３．６％と良好に

推移しておりますが、損益その他の比率の総収支

比率は１００．２％と、収益で費用が辛うじて賄

われているものの、営業収支比率は９３．４％と

営業損失が出ており、現在の経営は厳しい状況に

あります。 

 もとに返っていただきまして、今後、給水人口

の減少や老朽施設の更新、耐震化への対応等を考

えますと、長期にわたり多額の資金が必要とな

り、経営は厳しくなることは予測されます。これ

から先の事業経営に当たりましては、老朽施設の

健全性等を適切に評価し、更新する場合には持続

可能で災害に強い施設に整備し、重要度・優先度

を検証しつつ将来を見据えた安心・安全な給水の

推進に努めていただきたいと考えます。 

 また、簡易水道事業は、施設維持管理者の高齢

化等により、維持管理が困難になることが予想さ

れていることから、統合も視野に入れ、水道事業

の将来構想を構築すべきであると考えます。 

 次に、３２ページのまとめウ以下をごらんくだ

さい。 

 病院事業会計の経営状況についての概要であり

ます。水道事業と同様ウを見ていただければ、当

年度の収支の状況は、総収益３５億３，０４１万

円に対し、総費用は３８億３，８４２万円で、収

支差引額は３億８０１万円の純損失となっており

ます。 

 結びといたしまして、病院事業は平成２６年度

から電子カルテを導入し、外来患者の待ち時間短

縮、患者情報の共有・関係部署の連携など一定の

効果を上げ、医業収益に結びついております。 

 一方経費面では、病院の建てかえなどにより多

額の減価償却費、委託料が計上され、損益は赤字

となっております。 

 ３３ページの経営分析の結果では、財務比率の

流動比率は３４９．４％、当座比率は３４４．

７％、現金預金比率は２１６．３％と良好に推移

しておりますが、構成比率の固定資産構成比率は

７９．９％と高く、硬直状態が続き、損益その他

の比率の総収支比率は９２．０％と収益で費用が

賄われていないなど、経営は厳しい状況にありま

す。経営に当たりましては、当面資金を伴わな

い、長期前受金戻入や、減価償却費を除いた決算

が黒字になるように努め、西予市立病院新改革プ

ランに掲げる取り組みに着実に実行し、一層の経

営健全化を図るとともに、公立病院としての役割

を果たすよう努めていただきたいと考えます。 

 あわせて、安心と信頼の医療の提供を望むもの

であります。 

 最後に、４８ページのまとめウ以下をごらんく

ださい。 
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 野村介護老人保健施設事業会計の経営状況につ

いての概要であります。 

 当年度の収支状況は、総収益４億９，０７６万

円に対し、総費用は４億８，５９６万円で、収支

差引額は４８０万円の純利益となっております。 

 結びといたしまして、野村介護老人保健施設事

業は、平成２７年度の介護報酬減額改定などの影

響により、収益の確保が厳しくなっており、一般

会計からの補助金を得て経営を維持してるのが現

状であります。 

 ４９ページの経営分析の結果では、構成比率の

固定資産構成費率は７４％と高く硬直状態が続

き、財務比率の現金預金比率は１７．０％と支払

い能力に乏しく、損益その他の比率の総資本利益

率は、２．２５％と収益性がなく、また、営業収

支比率は９２．０％と収益で費用が賄われていな

いなど、財務的に見て非常に厳しい状況にありま

す。現在増築している施設が完成すれば、職員の

採用等費用面での増加はあるものの、利用者数の

増加等、収益面での伸びが期待され、経営努力次

第では将来が見通せる状況にあります。経営に当

たりましては、経費面での節約、利用者数の確保

など、関係機関との連携に努め費用対効果を考え

た、安定した経営基盤を築いていただきたいと考

えます。 

 以上、公営企業会計決算審査意見の報告とさせ

ていただきます。 

 これで、決算審査意見についての報告を終わり

ます。 

○議長 以上で監査報告は終わりました。 

  （日程９） 

○議長 次に、日程第９、報告第８号「平成２８

年度西予市一般会計継続費精算報告について」か

ら報告第１９号「西予ＣＡＴＶ株式会社の経営状

況について」までの１２件を一括議題といたしま

す。 

 理事者の報告を求めます。 

 河野副市長。 

○河野副市長 報告第８号「平成２８年度西予市

一般会計継続費精算報告について」提案理由のご

説明を申し上げます。 

 平成２８年度において、愛媛国体施設整備事業

に係るグラウンド及び外構工事、宇和学校給食セ

ンター建設事業に係る建設工事、及び監理委託料

の継続費に係る継続年度が終了しましたので、地

方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、

継続費精算報告書を添えてご報告申し上げます。 

 続きまして、報告第９号「平成２８年度健全化

判断比率の報告について」提案理由のご説明を申

し上げます。 

 平成２８年度決算に基づく実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の

健全化判断４比率を算定いたしましたので、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１

項の規定により、監査委員の意見を付し報告する

ものであります。なお、財政健全化判断比率と申

しますのは、市の財政運営が将来を含め、今どう

いう状態であるのかを見るためのものでございま

す。 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率につきまし

ては、一般会計並びに全ての会計を通して実質赤

字はございません。 

次に、実質公債費比率は借入金返済の度合い

を、将来負担比率は将来の財政運営を圧迫する度

合いを見るものでございます。いずれの比率につ

きましても、早期健全化が必要とする基準値を下

回っており、現状では健全な財政運営状況である

ことをご報告いたします。 

 続きまして、報告第１０号「平成２８年度資金

不足比率の報告について」提案理由のご説明を申

し上げます。 

 水道事業会計、病院事業会計、野村介護老人保

健施設事業会計、簡易水道事業特別会計、農業集

落排水事業特別会計、及び公共下水道事業特別会

計につきましては、平成２８年度資金不足比率を

算定いたしましたので、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律第２２条第１項の規定により監

査委員の意見を付し報告するものであります。 

 この資金不足比率とは、公営事業の経営状況の

悪化の度合いを見るものでございますが、一覧表

のとおり、全ての会計において資金不足を生じて

おらず、健全な経営がなされている状況であるこ

とをご報告申し上げます。 

 続きまして、報告第１１号「西予市土地開発公

社の経営状況について」、報告第１２号「株式会

社野村町地域振興センターの経営状況につい

て」、報告第１３号「株式会社エフシーの経営状

況について」、報告第１４号「株式会社城川ファ

クトリーの経営状況について」、報告第１５号「 

株式会社どんぶり館の経営状況について」、報告
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第１６号「あけはまシーサイドサンパーク株式会

社の経営状況について」、報告第１７号「株式会

社グリーンヒルの経営状況について」、報告第１

８号「一般財団法人宇和文化会館の経営状況につ

いて」、報告第１９号「西予ＣＡＴＶ株式会社の

経営状況について」一括して提案理由のご説明を

申し上げます。 

 地方自治法第２２１条第３項で規定する市の出

資比率が５０％以上の法人等については、同法第

２４３条の３、第２項の規定により、毎事業年度

に法人の経営状況を説明する書類を作成し、議会

に提出することが義務づけられており、本議会に

９法人の平成２８年度経営状況について報告する

ものであります。 

 各法人の経営状況の詳細につきましては、担当

部長から補足説明いたしますので、よろしくお願

いをいたします。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 報告第１１号「西予市土地開

発公社の経営状況について」補足説明申し上げま

す。 

 平成２８年度西予市土地開発公社の実績報告に

つきましては、完成土地売却としてさくら団地３

区画を販売し、２，５１７万２，８５０円の収入

がありました。平成２９年度の事業計画につきま

しては、宇和町さくら団地全８２区画のうち残り

５２区画を、城川町高野子団地全１５区画のうち

残り７区画を、三瓶町いぶき団地全２４区画のう

ち残り１２区画を、宇和町みどり団地残り１３区

画の販売促進を行っております。 

 次に、平成２８年度の収支報告をいたします。 

 収入の部では、事業収益２，５１７万２，８５

０円、事業外収益７万４５７円、繰越金４，５２

１万４，７３８円、事業借入金２億１，０００万

円の、合計２億８，０４５万８，０４５円でござ

います。 

 歳出の部は販売費及び一般管理費３５３万６，

２４３円、事業外費用５６万２，８４２円、事業

借入元金償還２億３，５２０万円の、合計２億

３，９２９万９，０８５円でございます。 

 差し引き繰越金といたしましては、４，１１５

万８，９６０円でございます。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しください。 

 以上で、西予市土地開発公社の経営状況の補足

説明を終わります。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 それでは、産業建設部が所

管をしております報告第１２号から報告第１７号

までの６つの第三セクターにつきまして、補足説

明をいたします。 

 まず、報告第１２号「株式会社野村町地域振興

センターの経営状況」につきましてご説明いたし

ます。 

 同社は西予市指定管理者として、農業公園ほわ

いとファームの管理経営に当たり、乳製品の加工

製造販売、レストラン事業のほか、施設を使った

イベントによる地域内外の振興事業などに取り組

んでおります。 

 平成２８年度におきましては、南予博や桂川渓

谷ジオサイト、野村自治振興会との連携イベント

等の効果もあり、年間利用者数は４万８，０００

人余りと、昨年度に比べ約１，０００名の増、

２％程度の伸びとなっております。 

 経営実績につきましては、取引業者の開拓によ

りまして、昨年度の１１社から２１社と１０社ふ

えたこともあり、全事業の売上高が約７，６００

万円で、前年度比４％程度の伸びとなり、わずか

ながら回復傾向にあります。 

 損益につきましては、約４２０万円の純損失を

計上いたしておりますが、昨年度と比べますと約

５０万円の損失減となっております。 

 雇用状況につきましては、昨年度同様、正職

員、パート社員を含めて１４名でございます。平

成２９年度は、施設への誘客による売り上げ増

と、都市部松山圏域等への販売増に努め、それに

こたえる製造に取り組むとともに、新たに獣肉加

工施設を生かした新商品の開発を行う予定でござ

います。 

 営業販売では、昨年度に引き続き、新規取引先

の開拓、ホームページやＳＮＳによる情報発信の

ほか、誘客の取り組みとしては話題となるような

メニューづくりや商品開発、レストランを生かし

た宴会、レストランウエディングの利用促進を行

うなど、積極的な展開を行い、慢性的な現在の状

況を打破するための方策を継続して行ってまいり

ます。 

 次に、報告第１３号「株式会社エフシーの経営

状況」につきましてご説明いたします。 

 同社は森林の保全や林業の担い手育成等を主な
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目的に林産物の生産、加工販売、農林業基盤整備

に係る除伐間伐、作業道開設と、木質ペレット製

造施設の指定管理者として林業生産活動の活性化

に取り組んでおります。 

 平成２８年度は人材育成と機械化によるコスト

削減を目標に取り組んでまいりましたが、職員の

減少と天候不順の影響もあり、素材生産量は９，

０００立米弱と、前年度比２９％減となりまし

た。森林整備面積におきましても、１４６ヘクタ

ールと、前年値の２３％減となっております。ま

た、木質ペレットと木材加工品の生産及び販売額

は、ペレット３９３トンと、前年度比１０％の伸

び、おが粉３９５立米と、約９％減少の生産実績

であります。これらを合わせた売上額は約１億

２，０００万円となっており、昨年度に比べまし

て約１，０００万円８％の減少となりました。 

 また、退職金に伴う特別損失を約３５０万円計

上したことにより、当期純利益では３００万円余

りのマイナスとなりました。雇用者数は現在２６

名でございます。事業目的に林業従事者の人材育

成が位置づけられていることから、事業規模を拡

大する上でも増員を計画しておりますが、平成２

８年度も募集を行いましたが採用には至らず、計

画どおりの労働力確保ができませんでした。平成

２９年度は引き続き人材の確保と育成、機械化に

よる効率化と林家の手取り向上等を目指すととも

に、計画的な森林管理を行い、安定的な木材の生

産と供給が可能となるよう地域の森林整備に取り

組む所存でございます。 

 次に、報告第１４号「株式会社城川ファクトリ

ーの経営状況について」ご説明いたします。 

 同社は農産物の生産加工、飲食店、温浴施設の

管理運営などを主な業務とし、特産品センター、

加工センター、クアテルメ宝泉坊など８施設の指

定管理者として地域特産品の製造販売のほか、市

民の健康増進、観光交流など多角的に事業を行っ

ております。これら８施設部門の平成２８年度売

上高は、昨年度に比べ約４，２００万円８％増加

して、約５億８，４００万円で、純利益を昨年度

に引き続き２５０万円となっております。 

 主な要因としては、自然牧場と道の駅きなはい

屋の売り上げが好調であったことと、クアテルメ

宝泉坊についても、灯油価格がある程度落ちつい

ていたことから、光熱水費が抑えられたことが上

げられます。第三セクターのもつ重要な使命であ

る公益性確保につきましては、今年度も正職員を

２名ふやし、臨時、パート、期間雇用も含めた雇

用人数全体では９０名を確保いたしております。

今後も雇用をふやす見込みではありますが、求人

募集をしても集まりにくく、雇用の確保が難しい

状況でございます。 

 平成２９年度につきましては、今まで以上にク

アテルメ宝泉坊など城川ファクトリーのＰＲを行

い、松山等の観光客の誘致を行うとともに、ネッ

ト販売、予約体制の強化や、食肉端材の有効活用

などお客様の視点に立った商品、サービスの開発

を行ってまいりたいと考えております。 

 また、公有財産の維持管理、健康福祉、人材育

成、情報発信等に努め、常に挑戦する姿勢のもと

に信頼される地域の中核企業として地方活性化に

貢献してまいります。 

 次に、報告第１５号「株式会社どんぶり館の経

営状況について」ご説明いたします。 

 同社は西予市指定管理者として指定を受け、農

産物、観光物産、特産品の販売、レストランの経

営、加工品の製造販売を目的にどんぶり館のふれ

あい市場、レストランなど管理経営に当たり、農

林水産物や地域産品の販売などの事業に取り組ん

でおります。 

 平成２８年度は姉妹都市である北海道黒松内町

と相互の特産品を販売する交流事業を展開すると

ともに、どんぶり館のホームページの更新や、道

の駅の認定などの効果もあり、年間の来場者数が

７，７００人増となり、５万人を突破いたしまし

た。順調に売り上げも伸びており、昨年比７７０

万円５％の増の約１億８，０００万円となってお

りまして、最終的には９７０万円の純利益が上が

りました。 

 また、参考といたしまして、資料には載ってお

りませんけども、各部門を総合いたしました総売

り上げにつきましても６億７，６００万円と、昨

年から１％の伸びがありました。 

 雇用状況につきましては、正職員、臨時パート

職員を含め、前年度比１名増の２８人で運営して

おりますが、繁忙期におきましては職員への負担

がふえているため、さらにパートの職員の採用を

ふやし、必要な休暇を確保しております。 

 そのほか、売上向上を目指す集客活動として定

期的なイベントの実施や、どんぶり館オリジナル

商品の開発、レストランメニュー検討委員会を設

26



 

置するなどして、継続した改善を行っておりま

す。 

 また、近年問題視しておりました駐車場の確保

につきましては、平成２９年度にはなりますが、

西予市衛生センター「みずすまし」の落成に伴

い、繁忙期のゴールデンウイークやお盆には駐車

所を使わせていただき、改善することができまし

た。今後も利用客の増加に十分対応できることが

見込まれます。今後は四国ジオパークを目的に訪

れる方の窓口となる施設づくりを目指すととも

に、１０月から「愛顔（えがお）つなぐえひめ国

体」が開催されますが、会場へ売りに行くのでは

なく、来てもらうための対策を考え、国体会場で

のクーポン券の配布など、人を誘導する仕組みを

考えるため、社内に国体活用対策委員会を設置し

て、積極的に集客や情報発信機能のさらなる充実

に努めてまいります。 

 次に、報告第１６号「あけはまシーサイドサン

パーク株式会社の経営状況について」ご説明いた

します。 

 同社は農林水産物、地場産品の加工販売、レス

トラン、宿泊、温浴施設の経営管理を主な業務と

し、西予市指定管理者としての指定を受けており

ます。主な業務として、ふるさと創生館、塩風

呂、民宿故郷、オートキャンプ場の経営管理を行

い、基幹産業であるかんきつ等を使った地域特産

品の製造販売のほか、市民の健康増進、観光交流

事業など雇用確保を含めた地域を担う４施設の経

営管理を行っております。 

 これら４部門の平成２８年度売上高は約１億

９，４００万円で、前年度対比７％減となりまし

た。その主な要因といたしましては、収益の柱と

なる創生館加工事業において、搾汁数量の減少等

により大幅に収益が減少したことと、塩風呂の利

用客者数の減少などが上げられます。 

 また、施設利用者数では約８万人となってお

り、前年度比１，０００人程度の増加となりまし

た。これは、民宿故郷のネット予約の導入等が効

果を上げております。 

 あけはまシーサイドサンパークは、明浜地区で

唯一の集客施設であり、温浴、宿泊、製造など多

岐にわたる部門を経営管理することから、多くの

人出を必要とします。近年、営業商品企画部門の

強化のための職員を募集しても集まらない状況で

ありますが、そのような状況の中でも公益性の確

保を進めるうえでも、パートを含めて４１名の雇

用を確保しております。今後は、サービス、加

工、営業、商品企画などの責任者の人材が不可欠

であるため、その要請確保に努めてまいります。 

 平成２９年度におきましては、地域住民を交え

て事業のあり方について、協議検討のための協議

会の立ち上げや、外部人材の活用による経営改

善、改革を進めていく考えであります。 

 また、新たな自主事業の企画などを行い、事業

改革のさらなる取り組みと利用者数の増加や販路

拡大を図り、一層の収益向上に努めてまいりま

す。 

 最後に、報告第１７号「株式会社グリーンヒル

の経営状況」につきましてご説明いたします。 

 同社は農産物の生産、加工、販売を主な業務と

し、西予市指定管理者として指定され、野村青汁

工場の管理経営を行っております。 

 平成２８年度につきましては、約７億８，７０

０万円の売上高を計上いたしました。前年度比で

７００万円、０．９％減とわずかに下回り、純利

益につきましては約２，４００万円となり、対前

年比５００万円、１８％の減となりました。その

要因といたしましては、天候不順と害虫の発生に

伴うケールの生産量の減少と、市内生産者の高齢

化による作付面積の減少などにより、県内産原材

料出荷率が計画比８２．２％となり、県外からの

原料の仕入れが増加したこと等によるコスト増が

上げられます。 

 平成２８年度は新商品製造のための製造ライン

を増設しておりまして、現在新しい製造ラインで

濃縮青汁の自社生産体制を整えており、新商品の

製造などにより受注が拡大する見込みで、農家の

契約量をふやす必要が生じてまいります。反収造

営の取り組みとともに、離農による作付面積減少

への対応策として新規契約農家を計画的にふやす

よう、ＪＡ東宇和を中心にＪＡと連携を取りなが

ら原料確保に努めてまいります。 

 また、期末におけるパートを含めた雇用者数は

３０名となっており、平成２９年４月には野村高

校から新卒者を１名採用いたしました。今後は従

業員の高齢化も進み、将来を見据えた若手人材の

雇用育成が急務となっております。求人募集をし

ても応募者が少なく、今後も人材確保のため地域

の高校への募集も継続して行っていきたいと考え

ております。 
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 なお、いずれの第三セクターにつきましても、

詳細につきましては、お配りしております資料を

お目通しください。 

 以上で、産業建設部所管の第三セクターの経営

状況の補足説明とさせていただきます。 

○議長 松川教育部長。 

○松川教育部長 報告第１８号「一般財団法人宇

和文化会館の経営状況について」補足説明を申し

上げます。 

 一般財団法人宇和文化会館は、本年４月からも

引き続き指定管理者として、西予市宇和文化会館

における芸術文化事業の実施と施設の管理運営を

行っております。 

 平成２８年度の芸術文化事業では、自主事業公

演を６公演、うち、宇和文化会館４公演、三瓶文

化会館２公演及び共催事業等７公演を実施いたし

ました。 

 人気アーティストの公演としては、幅広い年齢

層からなる人気のある松山千春や坂本冬美のコン

サートを実施し、安定した集客を得ることができ

ました。また、第４回となります西予市民劇団

「もんたかな」の演劇につきましては、三瓶町に

伝わる姫塚を題材とし、脚本から舞台照明、美

術、音響に至るまで全ての実行委員会のメンバー

で運営し、オリジナルの歌や音楽も作成されまし

た。舞台当日は宇和文化会館、三瓶文化会館の２

会場ともに満席となりまして、観客の皆様からも

大変好評を得ることができました。 

 共催事業としては、西予市民主体によります歌

謡祭や合唱祭が恒例行事として定着し、宇和文化

会館は地域文化の拠点施設としての役割を果たし

ております。 

 今後も地域住民の皆様を巻き込んだ事業の展開

や市民ニーズに踏み込んだ取り組みに期待を寄せ

ているところでございます。貸館業務としては年

間９２３件で、延べ３万９，４５５人が利用され

ております。 

 次に、収支の状況についてでございますが、

１，０００円単位でご報告をさせていただきま

す。 

 収入におきましては、西予市からの受託料収入

３，７３２万６，０００円、事業収入２，９６０

万８，０００円、会場利用収入８９８万５，００

０円、及び利息収入と雑収入５０万８，０００円

を含めた事業活動収入合計７，６５９万１，００

０円であり、前年比８．６％の増であります。 

 事業活動支出につきましては、管理費２，７２

９万１，０００円と、事業費４，１６６万２，０

００円の、合計６，８９５万３，０００円であり

ます。事業活動収入合計７，６５９万１，０００

円から事業活動支出合計６，８９５万３，０００

円を差し引きますと、７６３万８，０００円にな

ります。さらに、投資活動収支差額マイナス３６

６万５，０００円を合わせますと、３９７万３，

０００円となり、前期繰越額マイナス１１０万

８，０００円と合わせて、２８６万５，０００円

が次期繰越額となっております。 

 平成２９年度におきましては、実行委員会形式

の市民参加型事業の推進を図り、市民の皆様との

連携も密にした会館運営に努めているところでご

ざいます。 

 施設の整備に関しましては、平成２８年度は１

階女性用トイレの洋式化や舞台設備の反射板改修

等を実施いたしました。今年度におきましても、

残りのトイレの洋式化への改修工事を行うこと

で、より利便性が高まり、今後の集客力向上によ

り文化会館経営の安定化につながるものと考えて

いるところでございます。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しいただきますよう、お願い申し上げま

す。 

 以上、宇和文化会館の経営状況についての補足

説明とさせていただきます。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 報告第１９号「西予ＣＡＴＶ

株式会社の経営状況について」補足説明申し上げ

ます。 

 西予ＣＡＴＶ株式会社の事業は、光ケーブルを

伝送路としたＣＡＴＶ事業であり、自主放送番組

制作、有線テレビジョンによる再送信などであり

ます。 

 平成２８年度におきましては、平成２７年度か

ら取り組んでまいりました社屋改修が完了いたし

ました。本改修により今後予定されますセンター

機器の更新への対応と、事務作業の一体化と効率

化が図られます。今後も経営の安定化を図るた

め、新たな事業展開と自社制作番組の充実等顧客

満足度の向上を図り、加入世帯の獲得に努めてま

いります。 

 平成２９年３月末現在の西予ＣＡＴＶが提供す
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るテレビ加入世帯は９，１３７世帯、加入率は４

９．８％、インターネットサービス加入世帯は

５，０７６世帯、加入率は２７，７％で、世帯数

の合計では１万８７３世帯で、加入率は５９．

３％となっております。 

 収支は損益計算書の当期純利益に示しますとお

り、４，２００万１，４３４円となっておりま

す。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しいただきたいと思います。 

 以上で、西予ＣＡＴＶ株式会社の経営状況の補

足説明を終わります。 

○議長 理事者の報告は終わりました。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午後２時０３

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後２時２０

分） 

 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 失礼いたします。先ほどの

報告第１５号、株式会社どんぶり館の経営状況報

告の補足説明中、平成２８年度の年間来場者数を

誤って５０万人突破と言うべきところを５万人突

破と説明いたしましたので、おわびを申し上げ訂

正いたします。 

○議長 お諮りいたします。 

 ただいま市長から提出されました議案第８４号

「野村学校給食センター厨房設備機器の取得につ

いて」の１件を本日の日程に追加し、追加日程と

して議題にいたしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって本件を本日

の日程に追加し、追加日程とすることに決定いた

しました。 

  （追加日程１） 

○議長 追加日程第１、議案第８４号「野村学校

給食センター厨房設備機器の取得について」を議

題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 松川教育部長。 

○松川教育部長 議案第８４号「野村学校給食セ

ンター厨房設備機器の取得について」提案理由の

ご説明を申し上げます。 

 野村学校給食センターは、安心・安全でおいし

い学校給食を提供していくという基本理念のもと

に、徹底した衛生管理を行う施設として、新たに

整備を進めております。 

 今回ご提案申し上げます当該給食センターに設

置します厨房設備機器の購入につきましては、学

校給食を安定的に提供する施設として、納入後の

保守や機器の不具合等の緊急時の対応についても

十分に考慮し、事業者を選定する必要があること

から、指名型プロポーザル方式を採用しておりま

す。厨房機器の機能性や保守体制、緊急時の対応

といった施設管理の体制、納入経費、維持管理経

費等について事業者より提案を募り、去る８月１

７日に、野村学校給食センター厨房設備機器納入

事業者選定委員会審査会において審査を行いまし

た結果、株式会社中西製作所松山営業所所長荒井

新一氏を契約相手方と決定し、１億２，３７６万

８，０００円で８月２２日に物品購入仮契約を締

結いたしましたので、議会の議決を求めるもので

ございます。 

 なお、主要な設備機器につきましては、別紙参

考資料をご参照ください。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第８４号は会議規則第３７条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

 討論はありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論なしと認めます。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 議案第８４号「野村学校給食センター厨房設備

機器の取得について」は原案のとおり決定するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。 

 （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第８４号は
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原案のとおり決定いたしました。 

 以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

 ９月５日は午前９時より一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

  散会 午後２時２６分 
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  開議 午前９時００分 

○議長 おはようございます。 

 本日は新規採用職員１４名を初め傍聴にお越し

いただきまことにありがとうございます。 

 ただいまの出席議員は２１名であります。これ

より本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配信のとおりであ

ります。 

  （日程１） 

○議長 日程第１、一般質問を行います。 

 質問者は、通告内容及び申し合わせに従い発言

してください。 

 それでは、通告順に発言を許可いたします。 

 まず、１０番小玉忠重君。 

○１０番小玉忠重君 おはようございます。 

 議員番号１０番小玉忠重です。議長より発言の

許可をいただきましたので、通告書、議員規則及

び申し合わせ事項に従い一般質問をいたします。 

 まず、名誉市民についてお尋ねします。 

 ８月３０日の市長の挨拶の中にもありました

が、野村町出身の文楽人形遣い吉田和生氏が重要

無形文化財保持者、つまり人間国宝に認定される

よう文部科学大臣に答申されました。聞き及ぶと

ころによりますと、１０月末に皇居で認定式があ

るようであります。ちなみに、私は、つねちゃ

ん、本名荻野恒利ですが、の同級生であります。

私はもとより同級生、市民の皆様も吉田和生氏が

人間国宝になることは誇りに思っていると思いま

す。 

 西予市にとって初めてのことであります。そこ

で、吉田和生氏を西予市の名誉市民にする考えは

おありかどうか、お尋ねいたします。 

 なお、現在、名誉市民は何人いらっしゃいます

か。さらに名誉市民にする手続、どういう手続が

あるのか質問したいと思います。 

 仮に吉田和生氏を名誉市民にするとすれば、現

時点での予定ですか、スケジュールはどうなって

いるか、お尋ねいたします。 

○議長 管家市長。 

○管家市長 皆さんおはようございます。本日は

一般質問に当たりまして早朝より傍聴においでい

ただきまして心から感謝を申し上げます。 

 きょうと明日の２日間にわたりまして６名の議

員の皆様から一般質問をお受けをいたします。そ

れぞれの質問に対しましては真摯に回答させてい

ただきたいと考えておりますので、どうぞよろし

くお願い申し上げます。 

 市政運営の根幹にかかわる質問に対しましては

私の方で回答することといたしまして、それ以外

の専門的分野におきましては、副市長、教育長、

各部長を中心として回答をさせていただきたいと

考えておりますので、ご理解をいただきますよう

よろしくお願い申し上げます。 

 ただいま小玉議員から吉田和生氏の名誉市民に

対する考えについてのご質問がありました。小玉

議員からのご質問にお答えする前に、まず、この

たびの人形浄瑠璃文楽の人形遣いとして人間国宝

に認定されることになられました吉田和生氏の長

年にわたるたゆまなる努力とご功績に敬意を表す

るとともに心からお祝いを申し上げたいと存じま

す。 

 ここで招集のご挨拶でも少し触れさせていただ

きましたけれども、吉田氏の経歴につきまして若

干ご紹介をさせていただきたいと思います。 

 吉田和生氏は昭和２２年野村町渓筋のお生まれ

であり、今ほど小玉議員からお話がありましたと

おり野村高校へ進学され小玉議員とも同級生とし

て高校時代をお過ごしになられました。その後、

昭和４２年に、２０歳のときに、後に人間国宝と

なられます吉田文雀氏に入門されまして、昭和４

３年に初舞台を踏まれ、人形遣いとしての厳しい

修行を経て、現在は文楽を代表する人形遣いの１

人となられました。 

 これまでの主な受賞歴といたしましては、国立

劇場文楽賞文楽大賞、芸術選奨文部科学大臣賞を

初め、愛顔のえひめ文化スポーツ賞など数々の賞

を受賞されております。ふるさとの野村町を離

れ、現在は、吉田氏は兵庫県芦屋市にお住まいで

すが、西予市との関係は今でも大変深いものがご

ざいます。 

 平成２７年７月には、文楽界におけるご功績と

本市の文楽発展に寄与されたご功績により、西予

市特別栄誉賞を贈り、その際には、三瓶朝立会館

のこけら落とし公演を行っていただきました。地

元野村町の皆様はもとより、市内に朝日文楽、俵

津文楽の二つの座を擁する当市といたしまして

も、郷土の誇りとして西予市初の人間国宝誕生を

大変喜ばしく感じている次第でございます。 

 さて、議員のご質問にありました名誉市民につ

いてのうち、吉田氏を名誉市民にする考えがある
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かについてお答えをさせていただきたいと存じま

す。 

 昨今の報道等により、既にご案内のとおり、去

る７月２１日、国の文化審議会が吉田氏を国の重

要無形文化財保持者、いわゆる人間国宝として認

定する旨を文部科学大臣に答申しました。重要無

形文化財とは、文化財保護法に基づき、我が国に

とって、歴史上、または芸術上、価値の高い無形

文化財のうち、特に重要なものとして文部科学大

臣が指定するもので、同時に、これらの技を高度

に体現している者が保持者として認定され人間国

宝と呼ばれます。 

 このことを受けまして、市は、現在、西予市名

誉市民条例に基づき、文化の進展に功績があり市

民が郷土の誇りとして深く敬愛する方として、吉

田氏に対して名誉市民の称号を贈り顕彰すること

について準備を進めていきたい、そのように考え

ている次第でございます。 

 以上、小玉議員の吉田和生氏を名誉市民にする

考えはあるかについての答弁とさせていただきま

す。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 小玉議員ご質問２点目の現在

の名誉市民の数についてのご質問にご答弁申し上

げます。 

 平成１６年の合併以降、現在までに西予市名誉

市民として栄位に浴された方は７名いらっしゃい

ます。その内訳といたしましては、合併前の旧町

時代において、既に名誉町民となられ、合併後、

引き続き名誉市民となられた方が４名、西予市合

併後に名誉市民になられた方が３名となってござ

います。 

 次に、質問３点目の名誉市民に対する手続はど

うなっているかとのご質問にお答えをいたしま

す。 

 名誉市民の選考につきましては、西予市名誉市

民条例に基づき、市長の委嘱、または任命により

西予市名誉市民選考委員会を設置をし、同委員会

の規約により市長の諮問に応じて必要な審査を行

うこととなります。 

 委員会は、議会の代表、学識経験者、副市長及

び市長が必要と認める者により組織することとな

っております。 

 なお、名誉市民の選考は、条例により定められ

た称号を贈る条件をもとに行えることとなりま

す。その後、選考委員会から市長に対し答申が出

され、市長は議会に諮り、同意を得た後、名誉市

民として顕彰することとなっております。 

 次に、今後のスケジュールは、現時点の予定は

どう考えているかとのご質問でございますけれど

も、現時点の具体的なスケジュールは未定でござ

いますが、市の予定といたしましては、官報によ

る告示を経て、正式に人間国宝として認定された

後、先ほどのご質問でもお答えいたしましたとお

り、まずは名誉市民選考委員会を設置の上、吉田

和生氏に名誉市民の称号を贈ることについて諮問

をし、委員会としての答申を求めたいと考えてお

ります。 

 その後、直近の議会で本件を諮りまして、名誉

市民としての同意を得る必要がございます。ま

た、必要経費の予算化につきましてもご決定いた

だく必要がございます。 

 その手続を終えましたら、吉田和生氏とのスケ

ジュールの調整を行いまして、できるだけ早い時

期に贈呈式を進めたいというふうに考えていると

こでございます。 

 また、贈呈式と合わせまして、本人による公演

等も計画できないか検討してまいりたいというふ

うに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 小玉忠重君。 

○１０番小玉忠重君 済みません。再質問なんで

すが、今まで名誉市民になられている方は、政治

家といいますか、行政に何か功績のあった人ばか

りじゃないかと思います。この際、この範囲を、

名誉市民の範囲を広げるといいますか、西予市の

ために、経済なり、文化なり、ほかのジャンルで

も活躍された方を名誉市民にするような方向性は

持てないかを質問したいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまの再質問でございま

すけれども、現在７名の方が名誉市民となられて

おりますけれども、その中には政治家の方だけで

はなくて実業家と言われる方も中に入ってござい

ますし、条例に基づきまして、名誉市民につきま

しては、広く郷土の誇りとして深く尊敬される方

がその称号が与えられるというふうな形になって

おりますので、その条例に基づきまして選考をい

ただきたいというふうなことを考えております。 

 以上でございます。 
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○議長 小玉忠重君。 

○１０番小玉忠重君 それでは、次の質問に移り

ます。 

 各支所の権限についてを質問したいと思いま

す。 

 まず、支長の権限はどうなっているのかを大ざ

っぱにお尋ねします。 

 支長は部長クラスであると聞いておりますが 

私の感じるところでは支長の権限は小さいという

言い方は、済みません、支所長でございました。

支所長の権限は小さく曖昧で、合議の印はつきま

すが、支所のことでありながらその内容について

深く議論、決定に参加していないように聞いてお

ります。 

 次に、支所独自の予算、支所長権限での使用で

きる予算はあるのかどうか、予算がなければ何も

できませんので、これをお尋ねします。 

 支所長は、仕事ができる人がなっていると思い

ますので、支所長が十分仕事ができるような環境

をつくっていただきたいと思います。 

 次に、地域交付金、特に、手上げ式交付金は地

域住民がやりたいこと、自分たちでできることの

ための交付金ですが、これは旧小学校単位の制度

であります。そこで、町単位、または幾つかの旧

小学校単位として、支所としてやりたいこと、し

たいことなどの企画を募集して、よい企画・アイ

デアがあれば予算をつけて支所として、支所長権

限でその予算を実行されてはいかがでしょうか、

質問いたします。 

○議長 河野副市長。 

○河野副市長 私のほうで、今のご質問について

お答えをさせていただきます。 

 まず、支所長の権限はどうなっているかという

ことでございますが、西予市では平成２３年度

に、当初、合併当時は総合支所方式を採用してお

りましたけれども、本庁支所方式に移行をさせて

いただきました。支所におきましては、日常的な

業務、または市民からの各種申請や相談に対する

窓口機能を維持、充実させる一方、専門的な事務

等については本庁で処理をするという体制をとら

せていただきました。 

 その中で支所長の職務につきましては、西予市

支所及び出張所設置条例施行規則第５条第１項に

「支所長は、上司の命を受け、支所を管理し、所

属職員を指揮監督する」と規定をしております。

すなわち支所長は、支所内の総括をする立場にあ

るということと考えております。 

 支所内を統括する立場にあるということは、支

所の全てを把握し、支所の全ての意思決定に関し

意見が言えるという立場であろうと解釈をしてお

るところでございます。 

 続きまして、条件の異なる各支所が地域に合っ

た単独で使用する、できる予算はあるかというご

質問でございますけれども、支所に限らず各部署

が単独で自由に使える予算を持つということは、

非常に便利で機動性の面でも有用なことであろう

と思われますが、予算は地方自治法及び同施行令

に基づき一切の収入及び支出は全てこれを歳入歳

出予算に編入して議会の議決を経なければならな

いということになっておりますので、その性質、

目的、人に応じて款・項・目・節と明確に予算科

目を区分し計上しなければならないとされており

ます。 

 したがいまして、原則、目的や人等を定めずに

支出科目の区分のない予算を計上することはでき

ませんので、ご理解をいただきたいと、そのよう

に思います。 

 予算は、その編成時において行政各部署が所管

する分野で、地域の住民の皆さんが必要とする行

政サービスを提供するためにそれぞれの地域の特

色を生かした事業に要する予算も含め、必要な経

費を積算して要求をすることとしております。し

かしながら予算にも限りがございますので、当然

その中で西予市全体の調整も含めながら、総務企

画部長、財政課長、そして理事者査定を経ますの

で、要求全てが認められるというものではありま

せんので、その点はご理解をいただきたい。た

だ、要求はいろんなアイデアを出していただきた

いと、このように思っております。 

 今ちょっと答え入れましたけれども、次の各支

所独自の企画・アイデアを募集して、よい企画で

あれば予算をつけ、支所長権限で施行してはどう

かというご質問でございますけれども、本市の場

合は県下２番目の広大な面積を有し、そして５町

が合併したわけですけれども、各町それぞれの地

域によって歴史文化も異なりその特性も異なるた

め、基本的なサービスは公平性を維持しつつ、各

地域の特徴を生かした地域づくりを進める必要が

あろうと、そのように思っております。 

 各支所につきましては、単なる政策を実施する
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だけの末端の出先機関ではなくて、市民との協同

の最前線であり、施策課題の発見と政策形成の出

発点になるところだと、そのように思っておりま

す。 

 また、議員から提案いただきましたアイデア募

集につきましては、平成２０年６月に西予市職員

提案制度に関する規定を設けております。職員か

らの創意工夫による事務改善、まちづくり等に関

する提案を受け、採用が決定したものは実施した

いと、そのように考えておりますので、ぜひ積極

的な提案を期待をいたしているところでございま

す。したがいまして、各支所独自の企画・アイデ

アに対する予算化は可能でございます。 

 また、その執行につきましては、西予市では事

務決裁規程に基づいて行っているところでござい

ますが、事務処理に係る意思決定につきまして

は、その事務の内容や予算規模に応じて部課長、

あるいは支所長に市長の権限を委ねて専決をさせ

ることといたしておりますので、議員提案の支所

の企画事業を全て支所長権限で施行することにつ

きましてはできないものでありますので、ご理解

をいただきたいと、そのように思います。 

 以上、答弁といたします。 

○議長 小玉忠重君。 

○１０番小玉忠重君 支所長の権限について言い

ましたけれども、支所の課長さんとか職員さんに

対して、もう何かこう、本庁に比べると割合出先

機関の職員という、まあ、言い方悪いですが、格

下みたいな印象を受けますので、この人たちも一

生懸命やりがいのある仕事ができるような環境を

つくっていただきたいと思います。 

 次の質問に移りたいと思います。 

 ３番目ですが、人口減少防止についてです。 

 市長は取り組むべき７つの目標の最初に人口減

少対策を上げております。そこで、出生から中学

生までの通院医療費を無料にするのはどうでしょ

うか。 

 今日まで財政に余裕があるとの理由で、出生か

ら就学前までの医療費を無料にしている地方自治

体に対して、国はペナルティーとして交付金を減

額していると思います。平成３０年４月からはこ

のペナルティーが廃止されるというふうに聞いて

おります。 

 県内では、松山市と西予市だけが中学生までの

通院医療費の無料化が手つかずの状態でありま

す。他の自治体では、歯、歯科ですか、歯科通院

費を無料にしているとことかいろいろ工夫してい

るとこもあると思いますが、通院医療費を無料に

するお考えはないでしょうか、お尋ねします。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 ただいまの小玉議員のお尋

ねにお答えをいたします。 

 現在、西予市では就学前６歳までの医療費自己

負担分と小学生及び中学生の入院医療費自己負担

分が無料となっております。ご質問にありました

とおり、中学３年生までの医療費無料化につきま

しては、子供の保険の控除及び子育て世帯の経済

的負担の軽減のためには重要な施策と考えており

ます。 

 ご指摘にありましたとおり、近年、県内におき

ましても多くの自治体が中学校卒業まで医療費拡

充をしている中、当市においては財源確保が困難

であることや、重複受診及び頻回受診、コンビニ

受診等の増加に伴う医療費の増大、国民健康保険

の引き上げにつながること等課題があること。ま

た、一方、市町村間の過度のサービス競争につな

がることを懸念し、実施を見合わせておりまし

た。 

 しかしながら、平成３０年度には助成範囲の拡

充について前向きに進めていくこととし、助成の

内容について現在検討をしております。 

 本来、医療費助成は日本中どこに住んでいても

同じサービスを受けることが望ましく、国の制度

として早急に取り組む必要があると考えます。国

において、１日も早く児童に係る十分な医療体制

が構築されるよう、多方面から強く要望をしてい

くことも継続してまいりたいと思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 小玉忠重君。 

○１０番小玉忠重君 人口減少対策はきめ細かく

実施してほしいと思います。そこで、まず子供を

生み育てる環境を整備してほしいし、まずは結婚

を推進していただきたいと思います。家庭をつく

りたいと思えるような環境にしていただきたいと

思います。 

 次の質問に移ります。 

 節電についてお尋ねいたします。 

 電力自由化が話題になっておりますが、西予市

は電力契約時に入札等により、より安い電力会社

を検討したことはないのでしょうか、お尋ねいた
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します。 

 続いて、東京都では、新聞によりますと白熱球

２個とＬＥＤ１個とを交換することが載っており

ました。西予市でもＬＥＤ化を検討してはどうで

しょうか。 

 今後、新しく建設する施設はＬＥＤ化をするの

かどうか、お尋ねいたします。 

 いまだＬＥＤ化していない庁舎や関係施設のＬ

ＥＤ化は考えていないのでしょうか、質問いたし

ます。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまの節電についてのお

尋ねにお答え申し上げます。 

 まず、学校あるいは庁舎などに対する節電のこ

となんですけれども、電力自由化による電力会社

の変更につきましては、平成１２年３月に主に大

規模工場やオフィスビルを対象とした特別高圧区

分の電力小売り自由化が始まって以降、自由化領

域が拡大されております。 

 平成２８年４月１日以降につきましては、電力

小売りの全面自由化となりまして、議員ご指摘の

とおり、各家庭の多くが契約をしております低圧

電力の契約につきましても、電力会社や料金メニ

ューも自由化して選択できるというふうな状況と

なっております。 

 国の統計によりますと、平成２９年８月現在、

登録小売電気事業者については４１４業者あると

されておりまして、各社において多彩な料金プラ

ン等が提案されている状況となっております。 

 そうした状況を踏まえまして、西予市におきま

しても電力自由化に伴う節電、そして電力料金の

節減につきまして調査研究の必要があるというふ

うに考えているところでございます。 

 現在、西予市では四国電力株式会社との電力契

約を締結しているところでありますが、先般、四

国電力株式会社より高圧電力に該当する契約につ

いて３年間の長期契約とすることで基本料金の

３％、額にしまして約９４０万円の割引となる提

案をいただきました。 

 内部で検討いたしました結果、歳出削減効果と

安定的な電力供給についても問題ないと判断され

ることから、３年間の長期継続契約を締結して、

節電、そして節減に努めている状況でございま

す。 

 今後の電力事業者との契約につきましては、引

き続き財政面、そして安全面の両面から慎重に検

討してまいりたいというふうに考えております。 

 次に、ＬＥＤ化の考えについてご質問いただき

ました。 

 庁舎や関係施設のＬＥＤ化につきましては、消

費電力や耐久性能の面で大きなメリットがあり、

数年前にも検討したことがございますけれども、

その当時はＬＥＤ照明機器も高価でありまして、

見送った経緯がございます。最近は、以前と比べ

まして電灯の価格もかなり安価となっておりまし

て、ＬＥＤ化のメリットを十分に生かせる環境に

なっておるのではないかと考えております。 

 既に建設をされました西予市衛生センター、せ

いよ西学校給食センター、現在、建築中のつくし

園、増築中でございますけれども、つくし園は、

その増築部分、そして基礎の改修部分も含めまし

て、ＬＥＤ照明で施工しておるという状況でござ

います。 

 また、今後、計画をいたしております支所の建

設及び図書館が入ります社会教育複合施設等につ

きましてもＬＥＤ設備を導入する予定でございま

す。 

 今後は新設のそういった施設はもとよりでござ

いますけれども、照明機器等を含む施設の改修に

当たりましては、ＬＥＤ化を基本に進めてまいり

たいというふうに考えております。 

 市役所本庁につきましても、先般、ＬＥＤ設備

導入につきまして、民間事業者からの提案があっ

たところでございます。現在、内容を精査してい

るところでございます。西予市公共施設等総合管

理計画では、市の保有するインフラ資産に要する

維持管理経費を低減する方針も示しております。

費用対効果等を勘案しながらＬＥＤ設備導入の可

否、対象範囲等を総合的に判断してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 小玉忠重君。 

○１０番小玉忠重君 今後も節電に十分努力をし

ていただきたいと思います。 

 これで私の質問を終わりたいと思います。あり

がとうございました。 

○議長 暫時休憩いたします。（休憩 午前９時

３５分） 

○議長 再開いたします。（再開 午前９時５０

分） 
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 次に、８番山本英明君。 

○８番山本英明君 おはようございます。議席番

号８番山本英明です。議長より発言の許可をいた

だきましたので、通告書、会議規則、申し合わせ

事項に従いまして一般質問をさせていただきま

す。 

 質問の前に、けさ、私は城川町から出てきまし

た。毎年この季節になると城川町から野村町の県

道、野村町から宇和町までの県道が草がいっぱい

茂りまして、ガードレールが見えないような状態

になっているのが通常なんですが、けさは全線と

までは申しませんけども、至るところで草刈りが

実施されておりましてガードレールがたくさん見

えていました。道路の両サイドが非常にきれいに

なっていました。これも西予市で国体が開催され

るいい影響なのかなと思いながらありがたい気持

ちで来させていただきました。この草刈りが全線

に延びることを期待をして質問に入らせていただ

きます。 

 質問は分割で以下の３点について質問をいたし

ます。 

 １点目、市内の簡易水道事業について。 

 ２点目、浄化槽設置補助について。 

 ３点目、ジオブランド推進事業及びジオパーク

再認定についてです。 

 それでは、最初に市内の簡易水道事業について

お尋ねをいたします。 

 昨年度、この場で簡易水道の今後の取り組みに

ついてお尋ねをしたところ、経営統合なども視野

に入れながら市民生活の向上のためにできるとこ

ろから取り組んでいきたいとのご回答をいただき

ました。その後、実際にこの１年間で経営統合な

どの動きがあった簡易水道及びその地域はあるの

でしょうか。市内の簡易水道の改修に対するその

後の具体的な取り組みの進捗状況をお伺いしたい

と思います。 

 次に、経営統合などの話は私の耳には余り入っ

てきていないんですけども、取り組みに余り進展

が見られないようであるならばどのような問題点

があるのでしょうか。もし構わなければ教えてい

ただきたいと思います。 

 続いてお尋ねをします。簡易水道とは離れます

が、私の住んでいる城川町土居には老人ホーム条

例水道の施設があります。かつては土居老人ホー

ム、土居小学校にも水を供給していました。今で

は土居保育所に水を供給しています。しかし、現

在では老人ホームがなくなり、昨年度に土居小学

校が閉校となり、来年４月には土居保育所も閉所

となる予定になっています。十分に水道水を供給

する能力のある条例水道施設がありながら需要が

なくなるという現実があります。 

 私のように給水施設で水を得るのに苦労してい

る人間にとりまして、せっかく水道水の健全な供

給施設があるのですから、この施設から近隣住民

の水道施設につなぎかえをして、給水施設や簡易

水道施設の補助的な役割に使用することは制度的

に、または物理的にできるのかどうかを、以上、

３点お伺いをしたいと思います。よろしくお願い

します。 

○議長 三好公営企業部長。 

○三好公営企業部長 ただいま山本英明議員から

市内の簡易水道事業の統合等の進捗状況と具体的

方策、対応についてのお尋ねがございました。議

員のほうも触れられましたけれども、山本議員に

おかれましては、昨年の９月の定例会におきまし

ても、この簡易水道や県条例水道の現状、今後の

統合を含めた市としての簡易水道事業への対応等

についてのご質問をいただいております。 

 地域において重要なライフラインである小規模

な水道施設の今後をご心配いただいておりますこ

とをこの場をおかりしましてお礼を申し上げま

す。 

 さて、その後の簡易水道事業等の上水道事業統

合への取り組み状況でございますけれども、昨年

度、各地区で開催をいたしました市政懇談会にお

きましても、地域の皆様から施設の老朽化や高齢

化により水源地の清掃、ろ過地の砂洗い等施設の

維持管理が非常に困難になってきているという生

の声を直接届けていただきました簡易水道組合も

ございました。 

 この声を受けまして、市におきましては、本

庁、支所の水道担当職員が現地に出向きまして、

水道施設の現状を再確認いたしますとともに、水

道組合の役員の皆様と膝を交え、統合に向けての

意見交換の場を設けた地域もございます。 

 この中で簡易水道施設が集落単位で構成をされ

ておりまして、各集落間の距離も離れていること

など、地理的要因で施設を管路で連結する施設統

合が困難な地域が多いことから、市の基本方針と

いたしましては、経営基盤を強化するため会計の
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みを一本化する経営統合を基本として協議を行っ

ております。しかしながら、現在のところ事業統

合にまで進展していないのが現状でございます。 

 このように事業統合が思うように進まない要因

といたしましては、まず簡易水道事業におきまし

ては、現在の安価な水道料金が上水道料金体系へ

移行されることに伴い、ほとんどの皆様が大幅な

料金改定により負担が増大すること。また、統合

を行い、水道施設として運用を開始することによ

る初期の整備費用にかかる分担金が発生すること

などの問題を抱えております。 

 しかしながら、今後、簡易水道等の小規模な水

道事業につきましては、利用者の減少や高齢化が

進み、より一層地元単位での水道事業としての経

営や維持管理が困難となってくることが想定をさ

れております。 

 このようなことから、水道利用者の皆様とより

具体的な意見交換の場を重ね、地域での理解が得

られ、統合できる体制が整ったところから順次進

めてまいりたいと、このように考えております。 

 最後に、城川町土居宮田地区の一部へ給水を行

っております老人ホーム県条例水道施設について

のご質問にお答えをいたします。 

 この水道施設は、昭和５０年に養護老人ホーム

への給水を目的に整備をされておりまして、その

後、城川総合運動公園整備に伴い増設されており

ますけれども、その給水のほとんどは運動公園施

設と近隣の小学校、保育園などの公共施設が使用

しております水道施設となっておりました。しか

しながら、議員ご指摘のとおり、現在では老人ホ

ームは移転、小学校は統合し閉校に、さらに保育

園が閉所することにより県条例水道施設として整

備をいたしました給水を行っていた施設はほとん

どなくなりまして、水需要は大きく減少をいたし

ております。 

 そこで、この施設を近隣住民の水道施設として

利用できないかとのご質問でございますけれど

も、現在の給水区域を拡張し給水を行う場合や水

源の種別、位置等を変更する場合などは、許認可

変更の手続が必要となってまいります。制度的に

は隣接します土居簡易水道組合の皆様の同意を受

け、愛媛県の変更認可を受ければ給水は可能とな

ります。 

 また、物理的には、水位高低差に応じた管路で

あるとか施設整備を講ずる必要がございます。な

お、この整備にかかる費用につきましては、当該

受益者からの応分の負担が必要となってまいりま

す。 

 なお、今後このような具体的な話が進むようで

ありましたら、担当職員を現地に向かわせまし

て、現状を確認した上で将来にわたり最良の施設

整備ができるよう協力したいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 ご答弁ありがとうございまし

た。 

 ただいま市政懇談会などでも話題に上って簡易

水道で動きのあった地域があると、こういうふう

に言われましたけども、参考のためにお伺いした

いんですけど、具体的にはどの地域でしょうか、

構わなければ教えていただけたらと思います。 

 あわせて簡易水道の経営統合などは非常に難し

い問題であることは理解をしているつもりです。

でも、全国や愛媛県内のほかの中山間地域では同

じような状況があるのではないかなというふうに

個人的に推察をするんですけども、近隣の市町、

または県外の同じような山間地域の実態を調査さ

れたことはあるのでしょうか。もし、そのような

県内、県外で、中山間地域で同じようなところで

うまく解決を図っておられるところがあるという

ふうな情報をお持ちでしたら教えていただきたい

のですがいかがでしょうか、お願いをします。 

○議長 三好公営企業部長。 

○三好公営企業部長 ただいまのご質問にお答え

をいたします。 

 市政懇談会で意見が出た地域につきましては、

野村地区横林自治振興協議会、大野ヶ原むらおこ

し会、城川地区では遊子川地域活性化プロジェク

トからご意見をいただいております。 

 そのときの意見を受けまして、野村町横林地区

となりますけれども、河成簡易水道、さらに予子

林簡易水道の役員さんと統合についての協議を行

っておりますが、その中で予子林簡易水道組合か

らは、当面、地域で維持管理を行っていくという

回答をいただいております。 

 それから、２点目の同じような問題を抱えてい

る近隣の事業についてのご質問がございました

が、この簡易水道の箇所数ですけれども、平成２

８年３月末日現在の全国で５，６２９事業、愛媛

県では１４５事業ございますが、県内で野村、城
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川と同じような地形を有する地域の中では、平成

２８年度に内子町の１４事業ございましたけれど

も、これが上水道へ事業統合をしております。こ

の統合の方法も会計のみを一本化する経営統合で

ありまして、管理につきましては従来どおり地元

管理というふうに伺っております。 

 その他県内では、大洲市、伊予市、久万高原

町、松野町等の山間部におきましては、当市同

様、高齢化等によりまして施設の維持管理が厳し

くなっておりまして、同じような問題を抱え苦慮

されているのが現状でございます。 

 統合につきましてもいろいろ進めてはいるもの

の、先ほど申し上げましたとおり、料金体系等が

問題となりネックとなりうまく進んでいないとい

うのが現状であります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 具体的な情報をありがとうご

ざいました。また、聞きに行って参考にしたいと

思います。簡易水道や我々が行ってます給水施設

は、西予市の山あり谷ありのこのような地形で

は、非常に物理的な統合が難しいというふうに理

解をしております。 

 しかしながら、前回も申し上げたんですけど

も、我々が使っている給水施設などは、本当に自

分たちでお金も労働力も出し合って、毎月、毎年

の清掃作業や砂洗い、改修工事を細々と実施しな

がら運営をしております。後継者も少なく、作業

や施設の維持が年々困難になってきているのも現

実です。将来的な時間も年齢的に少なくなってお

るのも否めません。 

 給水施設や、今、部長さんが言われましたけど

も、施設や簡易水道の維持管理そのものが危うく

なっている現状を考えれば、ぜひとも経営統合な

どのでき得る限りの手助けをしていただけたらあ

りがたいなというふうに思っております。また、

よろしくお願いしたらと思います。 

 最後の土居の老人ホームの条例水道の今後の活

用方法につきましては、制度的にも物理的にも対

応ができて、多少の問題は残るけども、将来的な

善処できる余地があるとの回答でしたので、私に

とりまして非常に光明が見えたようなありがたい

気持ちになりました。この後は、地域に持ち帰っ

て話題にしてみたいというふうに考えておりま

す。ありがとうございました。 

 続いて、浄化槽設置の補助についてお尋ねをし

ます。 

 初めに、現在、西予市の個人の家庭での浄化槽

の設置についてはどのような補助制度があるので

しょうか、お伺いをします。 

 次に、過去５年程度でお伺いしたいんですが、

浄化槽の設置申請件数と西予市が出されている補

助金等があれば、その金額がわかれば教えていた

だけたらというふうに思います。 

 最後に、近隣の市町と比較して西予市の浄化槽

設置補助金等がありましたら、その額はどのよう

なレベルになっているのかなというふうに思いま

すが、その３つをお伺いしたいと思います。よろ

しくお願いします。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 山本議員からの西予市の個

人住宅の浄化槽設置のための補助制度について、

３点のご質問についてご答弁申し上げます。 

 まず、個人住宅の浄化槽設置についてどのよう

な補助制度があるのかというご質問についてご答

弁申し上げます。 

 西予市は美しく豊かな自然に恵まれており、肱

川流域や宇和海に面した公共水域の汚濁防止に寄

与するため、また肱川中流域の野村ダムから南予

用水として水を供給していることなどから、水の

浄化は必務であるため、及び市民の生活環境の改

善のため、市全体の汚水処理人口普及率と水洗化

率を上げていくことは重要であります。 

 そういったことなどから、環境省の循環型社会

形成推進交付金及び愛媛県の浄化槽設置整備事業

費補助金を活用し、公共下水道事業認可区域及び

農業集落排水共用区域を除く西予市全域におい

て、合併浄化槽設置予定者に対して予算の範囲内

で西予市浄化槽設置整備事業補助金を交付して水

の浄化及び市民の生活環境の改善に努めておりま

す。 

 浄化槽設置整備費用の補助金額は、合併後の調

整の後、平成１８年度の見直しにより改定し、平

成１９年度以降、新築と単独浄化槽やくみ取り式

からの変更を、転換といいますが、これも同額

で、住宅面積１６０平米未満の場合、５人槽で２

０万４，０００円、住宅面積１６０平米以上の場

合、７人槽で２４万６，０００円、このほか２世

代住宅の場合などで１０人槽で３２万１，０００

円を限度として交付しております。 
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 次に、過去５年間の設置件数と補助金の状況は

どのようになっているかというご質問についてご

答弁申し上げます。 

 過去５年間の設置件数と補助金の状況でござい

ますが、平成２４年度が５人槽４６基、７人槽８

基、１０人槽６基の合計６０基、１，３２７万

８，０００円、平成２５年度が５人槽４２基、７

人槽１４基、１０人槽２基の合計５８基、１，２

６５万４，０００円、平成２６年度が５人槽３２

基、７人槽５基、１０人槽６基の合計４３基、９

６８万４，０００円、平成２７年度が５人槽２５

基、７人槽１１基、１０人槽３基の合計３９基、

８７６万９，０００円、平成２８年度が５人槽３

２基、７人槽１０基、１０人槽はなしで合計４２

基、８９４万８，０００円とやや減少傾向になっ

ております。 

 また、新築と単独浄化槽やくみ取り式からの転

換の近年のおおむねの平均的な比率は、新築が６

割で転換が４割となっております。 

 最後に、他市町の補助金の状況はどのようにな

っているかというご質問についてご答弁申し上げ

ます。 

 他市町の合併浄化槽補助金の状況でございます

が、宇和島市は新築の場合、５人槽で１６万８，

０００円、７人槽が２０万７，０００円、１０人

槽は２７万６，０００円、転換の場合、５人槽で

３３万２，０００円、７人槽が４１万４，０００

円、１０人槽は５４万８，０００円の補助金とな

っております。 

 大洲市は新築の場合、５人槽で２２万２，００

０円、７人槽が２７万７，０００円、１０人槽は

３６万７，０００円、転換の場合、５人槽で４０

万円、７人槽が４８万円、１０人槽は６４万円の

補助金となっております。 

 最後に、内子町は新築の場合、５人槽で３３万

２，０００円、７人槽が４１万４，０００円、１

０人槽は５４万８，０００円、転換の場合、５人

槽で４０万円、７人槽が４８万円、１０人槽は６

４万円の補助金となっております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 詳しい数字をありがとうござ

いました。私は給水施設へ水を得る苦労もしてお

りますけれども、同時に、やっぱり水ですので大

事なことだと思いまして、水をきれいにすること

が大切だと考えております。浄化槽の設置率を向

上させて西予市の河川の水をよりきれいにするこ

とができれば、市長さんが言われております移

住・定住政策にもよい意味でつながるのではない

かなというふうに考えたりしております。 

 そこで再質問です。現在の西予市の汚水処理人

口普及率などの現状はどのようになっております

か、お伺いをしたいと思います。 

 また、今のお答えの中でありました近隣市町と

比較したときの西予市の補助金のレベルは若干低

いかなというような感じもしたんですけども、水

道も排水も、水のきれいな西予市をアピールすべ

く、今後、個人家庭の浄化槽設置に対する補助金

をもっとふやしてもらうことはできないんでしょ

うか。 

 先日の山口会計管理者からのご説明で非常に西

予市の財政が厳しいことは再確認したんですけど

も、補助金等を上げていただければありがたいな

というふうに思っておりますが、お伺いします。 

 以上です。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 山本議員からの２点の再質

問がございました。まず、西予市の汚水処理人口

はどうなっているかというご質問についてご答弁

申し上げます。 

 まず、議員お尋ねの汚水処理人口普及率とは、

公共下水道や農業集落排水施設等を利用できる人

口、この中には未接続の人口も含んでおりまし

て、これに合併浄化槽を利用している人口を加え

た値を市内総人口で除して算定した汚水処理施設

の普及状況、いわゆる汚水処理施設がどれだけあ

るのかという指標で、これと、また類似した指標

で水洗化率がございますが、水洗化率は、それに

対して公共下水道や農業集落排水施設等に実際に

接続している人口に合併浄化槽を利用している人

口を加えた値を市内総人口で除して算定した実際

の水洗を利用している市民の割合であります。 

 西予市の平成２９年３月末の汚水処理人口普及

率は５６％で、水洗化率は４４％であります。た

だし、現在、工事中の公共下水道宇和処理区の整

備事業完了後の汚水処理人口普及率は６１％台を

超え、また水洗化率は５０％近くに改善される見

込みであります。 

 参考に申し上げますと、同時期の愛媛県の汚水

処理人口普及率は７７％であります。愛媛県は全
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国でも下位のほうでありまして、これから勘案し

ますと、西予市は、今後、改善が必要であると考

えられます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 ２点目の他市町と比べて補助金が少ないが補助

金の増額は考えていないのかというご質問につい

てご答弁をさせていただきます。 

 現行の浄化槽設置整備事業は、平成２６年度か

ら５カ年計画で実施しておりますが、設置件数は

減少傾向にあり、水洗化の促進を図るためにも新

築単独浄化槽やくみ取りからの転換補助金の弾力

的な運用と推進が必要であり、平成３０年度の最

終年度に検討を行い、平成３１年度からの新たな

整備計画により施行予定でありますが、西予市の

第２次総合計画にもありますように、再度、現状

分析や今後の全体の汚水処理人口普及率と水洗化

率の向上の方策や推進の方法、また公共下水道料

金の適正化や個人住宅の今後の合併浄化槽に対す

る適正な助成なども含めた総合的な検討を早期に

進めてまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 前向きな答弁、ありがとうご

ざいました。 

 下水道が設置されている地域では、排水を下水

道に接続するのか、あるいは個人で浄化槽を設置

するのか選択ができると思うのですけども、下水

道が設置されていない地域にとりましては、浄化

槽を設置するしか選択肢がないと思いますので、

その辺のところも考慮していただければありがた

いかなというふうに思います。 

 今、部長さんの説明にもありましたけども、家

を新築される際には、当然ながら浄化槽を設置す

る時代だというふうに思っておりますが、水の浄

化のためには、くみ取り式から浄化槽へ転換する

家庭がふえることが、排水の水質浄化は難しいん

ではないかなというふうに個人的に考えます。 

 どの地域も高齢者がふえてきており、今後、浄

化槽転換の時期は、各家庭で和式のトイレから洋

式のトイレに変更される時期がよい機会ではない

かなというふうに思います。環境問題への対応、

それから高齢者対策の意味合いからも、個人の浄

化槽の設置に対する補助金を増額していただきた

いというふうに考えます。 

 今後、この設置補助金がアップすれば浄化槽設

置家庭がふえて河川に流れ込む汚水が少なくな

り、結果的に川の水がきれいになるというふうに

思います。そうなれば水のきれいな西予市をさら

に西予市内外にアピールできるのではないかなと

いうふうに思いますので、浄化槽設置補助金の増

額について、どうかお考え、実践していただきま

すようにお願いをいたします。 

 最後に、ジオブランド推進事業についてお尋ね

をいたします。 

 ジオブランドの推進事業で西予市ＰＲ動画を作

成する予定だというふうに聞いておりましたけど

も、でき上がりはいかがでしょうか。でき上がっ

ているのでしょうか。西予市を十分にアピールで

きるできばえになっておるのでしょうか。その後

のジオブランド推進事業の進捗状況をお伺いをし

ます。 

 次に、西予市内外へ、また愛媛県内外へですけ

ども、ジオブランドも含めた西予市のアピール方

法はどのようなことをお考えでしょうか。また、

現在どのようなことを実践をしておられますでし

ょうか、お伺いをいたします。 

 最後に、ジオパーク再認定の審査が間近に迫っ

ていると思います。再認定には非常に厳しい状況

があるというふうに聞いてますけども、再認定に

対する具体的な取り組みの現状とその進捗状況、

そしてそれに対する現在の手応えをお伺いできれ

ばというふうに思います。よろしくお願いしま

す。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 山本議員お尋ねのジオブラン

ド推進事業、１点目、２点目について回答申し上

げます。 

 西予市におきましては、多くの特産品がござい

ます。その多くの特産品を「ジオの恵み」として

ＰＲをしているところでございます。 

 さらに、昨年度末には、四国西予ジオブランド

認定制度によりまして、奥地あじなど４点の市内

産品をよりすぐりの最高の逸品、ジオの至宝とし

て認定をしたところでございます。 

 認定ブランドの産品を初め市内産品等ジオパー

クの物語を結びつけた地域産品の魅力向上、販売

力の向上を目指すため、地方創世推進交付金を活

用いたしまして産品のジャンル別動画の作成を現

在行っているところでございます。 

 本事業につきましては、市内産品を取り扱うふ
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るさと納税推進事業とも連携をしていることか

ら、より魅力的に産品をＰＲできる動画としたい

と考えております。 

 具体的なスケジュールでございますけれども、

１０月にはプロポーザル方式による事業者の選定

を予定をしているところでございます。 

 また、撮影する動画のジャンルにつきまして

は、かんきつ類、魚介類、そして肉類、米などの

一次産品、そして、加工品、工芸品などの細かい

ジャンルや海、里、山など大きなくくりで産品を

まとめたジャンルを予定をしております。これら

動画につきましては、今年度中の完成を予定をし

ているところでございます。 

 また、その動画を市内外への宣伝方法にどのよ

うに使っていくかというご質問でございますけれ

ども、当事業の目的につきましては、まちづくり

の担い棒であるジオパークを中心としてジオパー

クの物語と西予市の産品を結びつけた地域産品の

魅力向上、販売力の向上を目指しております。 

 また、ジオパークと地域産品の魅力をセットに

した新ブランド「ジオの至宝」の創出を行うな

ど、都市部をターゲットに全国規模の商談会や即

売会、イベントに市内事業者ブース及び西予市ブ

ースを構えまして展示、商談、そして即売、特産

品のＰＲ活動を行っております。 

 平成２８年度の主な実績におきましては、東京

で４回、大阪で２回のイベントに参加するなど、

四国西予ジオの恵みの統一イメージによります展

示、商談、即売、特産品のＰＲ、さらに、観光Ｐ

Ｒにも努めているところでございます。 

 今年度に制作をいたしますそのＰＲ動画を、こ

れら東京や大阪などで開催される商談会、即売会

に積極的に参加し、放映するなどＰＲ活動に努め

ていきたいというふうに考えているところでござ

います。 

 また、市内におきましても、道の駅、またはそ

の他の公共施設、また市のホームページ等々でそ

の動画を放映するなど、さまざまな場所、場面で

市内産品をＰＲできる、そういった積極的な活用

をしていきたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 管家市長。 

○管家市長 ジオパーク再認定への取り組みとそ

の手応えについてのご質問に対しまして回答をさ

せていただきたいと思います。 

 ご存じのように、四国西予ジオパークは平成２

５年の９月２４日に日本ジオパークに認定をされ

ました。それから４年がたち、本年度は再認定の

年となっております。来る１１月１４日から１６

日にかけまして、３名の審査員をお迎えし再審査

を行っていただくこととなっております。日本ジ

オパーク再認定に向けて認定時に提出されました

課題を解決し、万全の体制を整えて再認定に臨ま

なければならないと考えております。 

 昨年度、日本ジオパークでは現地審査研修会が

行われまして、ジオパークの定義に関する議論が

行われました。その中でジオパークにおけるサイ

トは世界ユネスコジオパークの定義に準ずること

が確認をされましたので、現在、西予市で７４あ

るサイトの見直しを進めているところでございま

す。 

 また、市内を訪れていただく訪問客にマップや

パンフレットを配布いただくジオパーク応援店制

度やジオパークの簡単な説明やジオサイトの簡単

な説明をいただくジオパークマイスター制度の創

設を、今、進めているところでございます。 

 あわせて、職員が地域に出かけまして市民の皆

様から直接意見をお伺いし、ジオカフェとして事

業を市内の各公民館単位で開催をいたしておりま

す。 

 地域の中でジオパークについて研修いただくと

ともに、まだまだ地域に残っているいろんなジオ

の恵み、そういうものを新たに発掘する、そして

市民の方と意見を交換することによってジオパー

クに対するご理解をいただくという活動を行って

おります。 

 これまで再審査につきましては、２５の地域が

全国で審査を受けられ、その中で７つの地区が条

件付再認定を受けている状況でございます。この

７つというのは２年間の間に問題とされているも

のを解決して、また審査を受けるという取り組み

でございます。日本中に、今、ジオパークの数が

ふえております。現在４３の地域がありまして、

今年度、西予市を含めて１０地区が再審査を迎え

ます。日本ジオパーク委員会では、ジオパークの

数をふやして広める段階から質の高いジオパーク

をつくる段階に入ってきており、認定時より評価

基準が高くなってきているのが現状でございま

す。 

 当市といたしましては、市民の皆様がジオパー
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クという地域の宝に気づいていただき、それを地

域づくりに活用していただき、後世に伝えていく

必要があると考え、その動機づけを推進しており

ます。 

 また、子供たちには自分たちが住んでいる地域

の魅力を再発見することにより、郷土を愛する気

持ちの醸成を図り、将来この地域を守っていただ

ける人材の育成につなげていかなければならない

と考えているところでございます。あわせてジオ

ブランド等を活用した産業振興やジオツーリズム

による観光振興など、新たな経済環境活動を進め

ていく必要があるとも考えております。これらに

よりまして、西予市が将来につながる持続性可能

な地域社会の形成を実現していきたいと考えてお

るところでございます。 

 手応えはというご質問でございましたけれど

も、日本ジオパークの現地審査員のある先生から

このような言葉を伺いました。「再審査をテスト

だと思わないでほしい。困っていることや問題点

を隠さずにどのように解決していけばいいのかア

ドバイスをもらって次のステップに進んでいくも

のです。」という助言をいただきました。 

 再審査までの期間というものはあとわずかでは

ございますが、現在まで実施してきました活動を

市民の皆様と共有をさせていただきながら審査員

への十分な情報提供を図り、ぜひとも再認定が受

けられるよう努力していく所存でございます。 

 最後に、ジオパークについてうれしいニュース

が入りましたので、お知らせをしたいと思いま

す。 

 それは、総務省及び全国過疎地域自立促進連盟

主催によります平成２９年度過疎地域自立活性化

優良事例表彰において、四国西予ジオパークの雰

囲気を盛り上げるためにＢＧＭが加わればよいと

いうことで、そのことにより一層すばらしい風景

になるはずだとの思いから取り組みましたジオミ

ュージック事業が、総務大臣賞に続きまして、全

国過疎地域自立促進連盟会長賞を受賞することが

決定をいたしました。このことも再審査でアピー

ルをしていきたいと考えております。 

 議員各位の再審査へのご協力をお願いをいたし

まして、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 再質問をさせていただきま

す。ジオブランド推進事業についてですけども、

宗部長さんのほうからＰＲ動画等作成のための業

者の選定方法でプロポーザル方式を採用されたと

いうふうなご回答をいただきました。プロポーザ

ル方式を採用された理由が特別にあればお伺いし

たいと思います。 

 また、愛媛県が出している冊子に「スゴ技」、

「すごモノ」、「すご味」という、いわゆる愛媛

県内のすごい人や物、目立つ人や物を紹介してい

る本があります。２０１５年から２０１６年度版

に明間のりくうさんや明浜の松下海産が掲載され

ておりました。「すご味」の冊子には西予市内の

飲み物や食べ物がたくさん掲載されておりまし

た。しかし、同時に、この冊子の中で八幡浜市、

宇和島市、大洲市を中心とした南予地域という文

章表記がなされておりまして、西予市民の私とし

ましては若干寂しい気がしました。 

 西予市の認知度をもう少し上げていただくべく

取り組む必要もあるのかなというふうに思ったの

ですけども、このような情報誌は、既にご存じだ

と思うんですけども、西予市としてのこういうふ

うな情報誌などへの情報提供と、そういうような

動きはどのような対応をとっておられますか。 

 以上、２点お伺いをしたいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいま山本議員の再質問、

１点目のプロポーザル方式を選定した理由につい

て、私のほうから答弁させていただきます。 

 価格で決定をする一般の一般競争入札とは異な

りまして、今回この事業におきましては、プロポ

ーザル方式をとっていく予定でございます。これ

は業務の委託先とか、あるいは建築物の設計者等

を選定する際に、価格の安さだけで選定していた

のでは期待した結果が得られないという場合も生

まれるというふうなことを想定をしまして、複数

の業者にその目的物に対する企画の提案をしてい

ただきまして、その中からすぐれた提案を行った

業者を選定していくということにしております。 

 これによりまして、魅力ある動画の制作、企

画、そして、また特色ある産品のＰＲをその業者

から出していただき進めていきたいというふうに

考えているとこでございます。 

 以上でございます。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 山本議員からの県産品をＰ

Ｒされている、愛媛県がですが、「スゴ技」、
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「すごモノ」、「すご味」の冊子を見たことがあ

るが、その中に西予市が余り掲載されていないの

はなぜかということと、市内の産品をさらに広く

ＰＲするために県の取り組みを活用することはで

きないのかと考えるが、市としてはどのように考

えているかというお尋ねについて答弁をさせてい

ただきます。 

 山本議員の言われますとおり、愛媛県では「す

ごモノ」、「すご味」、「スゴ技」の３部門にお

きまして、県産品や伝統的特産品などをデータベ

ースとして整備、また冊子として愛媛県が主導で

行う営業活動、ＰＲ活動などに活用されておりま

す。 

 ご質問の「すごモノ」につきましては、県指定

伝統的特産品の伝統工芸士や次代を担う技術者が

製作した市場価値の高い商品のほか、愛媛県産品

として特徴のＰＲができる商品を発掘して、これ

ら製品に生かされているすぐれた技術力や愛媛産

の商品のすばらしさを対外的に広くアピールし、

その社会的価値を高めるとともにさまざまな分野

における販路拡大を図るためにデータベース化

し、ウエブサイトで公開、さらに冊子として営業

ツールとして活用されております。 

 県ホームページでは、西予市に関しましては、

昨年２月に国の地理的表示保護制度ＧＩに登録さ

れました西予市で生産される伊予生糸が掲載され

ております。 

 次に、「すご味」につきましても、本県のすぐ

れた県産農林水産物や加工食品等をＰＲする商品

カタログとして、県内金融機関並びに関係団体か

ら県内生産者や事業者に広く掲載を呼びかけ、デ

ータベースとして作成されております。 

 県ホームページでは、西予市に関しましては、

ＪＡひがしうわの奥伊予特選栗、愛媛甘とろ豚普

及協議会の愛媛甘とろ豚、そのほか三瓶ヒラメ養

殖協議会のハーブ媛ひらめなど市内１０社１２品

目が掲載されております。 

 次に、「スゴ技」につきましても愛媛県が誇る

ものづくり企業のすぐれた技術や製品をデータベ

ースとして整備され、愛媛の底力とも言える本県

の魅力ある企業や産業集積を国内外に広くＰＲす

ることにより販路の拡大につながっております。 

 県ホームページでは、西予市に関しましては、

宇和町明間で佐藤さんが取り組まれておりますり

くうのゼオライトを使った和紙商品の開発など２

件が掲載されております。 

 西予市におきましても、西予市及び西予市特産

品のＰＲのため、ジオブランド推進事業や市産品

ＰＲ事業等を活用しまして、市内外での展示商談

会や即売等で広くＰＲするように努めております

が、このような愛媛県での取り組みもいただいて

おりますのが、市としても有効なＰＲ手段として

県及び関係機関とも今後連携を図りながら、西予

市及び多くの市産品をＰＲできるよう、市内事業

者や関係者と情報共有を図り連携して推進してま

いります。 

 また、ご指摘の冊子の文書表現等についても、

見直しの際には再検討をいただくよう働きかけて

まいります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 ジオパークについて再質問を

させていただきます。 

 ただいま市長さんより非常に手応えについて力

強いお言葉をいただきました。また、うれしいニ

ュースもお伺いをいたしました。 

 市長さんのご回答のほうで審査の方法とかその

内容は大体わかったのですけども、この審査結果

はどのような方法で西予市に告知されて、結果は

いつ出るのかをお伺いしたいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまのご質問の審査の結

果ではどういうふうな状況になるのかということ

と、いつぐらいに発表されるのかということでご

ざいますけれども、まず審査の結果でどういうふ

うになっていくかということなんですが、日本ジ

オパーク委員会が早急に解決を要する重要な問題

があると判断した場合には、２年後に審査を行う

条件付再認定というふうなことになります。 

 条件付再認定となったジオパークにつきまして

は、２年間の間で問題点の解決のための計画を立

てて、その解決を図ることとなっております。２

年後の再審査におきましても、その重要な問題の

解決が図られていないと日本ジオパーク委員会が

判断した場合におきましては、認定の取り消しと

いうふうなことになります。 

 ちなみに本年までに取り消しとなったジオパー

クはないというふうに聞いております。 

 ことしの再審査におきましては、２カ所のジオ

パークが条件付の再認定というふうなことになっ
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ているところでございます。 

 また、結果はいつどこで発表されるのかという

ことなんですけども、審査結果につきましては、

ことし１２月の２２日に東京で開催をされます日

本ジオパーク委員会で審査がされて、その場で発

表がされる予定となっております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山本英明君。 

○８番山本英明君 具体的なご答弁ありがとうご

ざいました。西予市内には、まだまだすばらしい

人や物や地域があると思います。さらに西予市を

アピールしていただいてよいものにつなげていた

だいたらというふうに思います。 

 そして、今お答えがありましたけども、ジオパ

ークは西予市の根幹だというふうに思っていま

す。ぜひとも１２月の厳しいと言われております

再認定審査を勝ち抜いていただいて、観光面でも

経済面でも、また自然環境面でもジオパークを西

予市の担い棒としていただいて、今後とも夢のあ

る施策を実践していただいたらというふうに思っ

ています。 

 これで私の一般質問を終わります。ありがとう

ございました。 

○議長 暫時休憩いたします。（休憩 午前１０

時４６分） 

○議長 再開いたします。（再開 午前１１時０

０分） 

 次に、５番中村一雅君。 

○５番中村一雅君 改めまして、おはようござい

ます。議席番号５番中村一雅です。議長より発言

の許可を得ましたので、会議規則及び通告書に従

って一問一答形式で一般質問をさせていただきま

す。 

 本題に入ります前に一言ご報告を申し上げま

す。 

 去る３月の定例会議におきまして、私、子育て

支援に関する一般質問をさせていただきました

が、その折に、子だくさんな家庭の１例として野

村町在住の９人の子供がおられるご夫婦のことを

ご紹介させていただきました。このご夫婦にこの

６月２０日にめでたく１０人目のお子様が生まれ

ました。去る７月２日、城川町のどろんこ祭りの

日に、午前中ですけれども、私を含めて議員４名

でご自宅をお伺いしてお祝いの言葉を言わせてい

ただきました。元気な男の子で、名前はろくちゃ

ん、１０人目なのに「ろく」という名前にしたと

いうふうにお父さんが笑って言っておられまし

た。先日行われました地元の運動会で市長よりお

祝いのお言葉をいただきましたというようなこと

もご連絡をいただきましたので、ここで、この場

をおかりして一言ご報告をさせていただきまし

た。 

 以上でございます。 

 では、一般質問に入ります。 

 現在、駐車場として一般開放されております旧

三瓶支所跡地の利活用についてお尋ねをいたしま

す。 

 平成２７年１２月の定例会における一般質問で

小野議員がこの件について質問されておられま

す。その折、当時の三瓶支所長が次のように答弁

をされておられます。一部抜粋でご紹介いたしま

す。「現在、西予市総合計画及び公共施設等管理

計画の策定中であり、利用方法は決定していない

ため、当面の間、駐車場として利用する。今後、

跡地利用につき検討する事案が発生したときは、

必要に応じて対処したい。」このような答弁でご

ざいました。今現在も駐車場として無料開放され

ておりまして、先日行われました三瓶町奥地の海

のカーニバルでも町外から来られたたくさんの来

場者がこの駐車場に車をとめておられました。イ

ベントのない平日などにおいては、近隣の方が利

用されているようにお見受けいたしております。 

 一方で、三瓶町内には食料品が一通り買えるス

ーパーというものは、農協系のＡコープみかめ店

１軒しかありません。以前には民間のスーパーが

１軒ありましたけれども、平成２４年５月１５日

に閉店をいたしました。それまではそのスーパー

とＡコープの２店舗で食料品は賄えておりました

けれども、その後、そこのスーパーを引き継ぐ新

たなスーパーが出店されることを三瓶の住民は切

望しておりましたけれども、長らく買い手がつか

ず一昨年やっとドラッグストアが新規オープンを

いたしました。 

 大変重宝されており、よく三瓶に出店していた

だいたなあと感謝しておりますけれども、やはり

生鮮食料品は置いてございませんので、日常の食

料品はほかの店に行かなければならないという状

態でございます。 

 運転免許を持ちマイカーで出かけられる方にお

いては、宇和町や八幡浜など近隣の町へ出かけて
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買い物をすることができますけれども、過疎化、

高齢化が進行している三瓶町においては、日々の

買い物に苦労されている方もおられます。米袋を

１０キロも自転車で運べば相当に重いと。車がな

ければ買い物はとても不便であります。タクシー

を利用される方もおられますけれども、やはり近

いにこしたことはないと、このように思います。 

 なので、以前から旧三瓶支所跡地については、

あそこにスーパーがあったら便利になるんやがな

あという声をよく耳にしておりました。三瓶町の

真ん中に立地しており、ロケーションも非常にい

いところにあるというふうに認識しております。 

 そこで、跡地をよく見てみますと、敷地の全て

を白線を引いて駐車場にしているわけではないと

いうことに気がつきました。新設された消防団詰

所の裏側があいております。また、まだ取り壊さ

れていない建物も数棟残っております。議員の皆

様と理事者の方々には、お手元に写真を配信して

いただくようにお願いしていますのでごらんにな

っていただいたらと思います。 

 写真としてはこのようなことに、見えますでし

ょうか、ここがあいていると、そのような現状で

ございます。よろしいでしょうかね。 

 ここの空き地を何とかスーパーとして利用でき

ないものかというふうに私は考えました。そうす

れば駐車場はこのまま活用できるということにな

ろうかと思います。民設民営型のスーパーにして

市が土地を長期借地契約で貸与する形にすれば、

市には賃貸収入が期待できます。経営が軌道に乗

れば移動販売なども積極的に展開していただける

のではないかというふうに考えております。 

 以上、私の私見も少し述べましたけれども、行

政のほうで一度検討してはいただけないでしょう

か。このことについてお尋ねをいたします。 

○議長 中須賀三瓶支所長。 

○中須賀三瓶支所長 ただいま中村議員の跡地に

スーパーマーケットがあればいいという要望があ

るが検討は可能かというご質問にお答えいたしま

す。 

 まず、旧三瓶総合支所跡地の総面積でございま

すが３，２５７．３６平米、約９８５坪ほどの広

さを有しております。平地が少なくまとまった土

地の確保が困難な三瓶地域におきましては、貴重

な土地であり市民の大切な財産だと考えておりま

す。 

 その利活用につきましては、庁舎解体前の平成

２２年度に三瓶町各地区の役員と三瓶関係の市職

員のアンケート調査などを、また平成２６年度に

は三瓶町内の各種団体、組織の代表による検討会

を開催して、地域住民の要望把握に努めてきたと

ころでございます。 

 その後、関係部署におきまして検討いたしまし

たが、平成２７年１２月定例会において答弁いた

しましたとおり、市に有効な利活用が決定される

までは、駐車場として市民の皆さんに利用してい

ただくとしたところでございます。 

 現在のところ、跡地の利活用が駐車場に決定し

ているものではありませんが、運動会など学校関

係行事、奥地の海のカーニバル等、三瓶での大き

な行事の際はもちろん、ふだんの買い物や食事等

の外出におきましても多くの皆様に利用され喜ば

れていると聞いております。 

 さて、スーパーマーケットの用地に利用するこ

とについて検討は可能かとのご質問でございます

が、現在、三瓶町内で最も大きな生鮮食料品を扱

う店舗は、議員先ほどおっしゃられたとおりＡコ

ープみかめ店でありますが、そのほかにも鮮魚店

や青果店、雑貨店が三瓶町内各地で営業をされて

おります。その全てが地域の高齢者と交通弱者に

とっても心強い商店であり、営業の継続が強く望

まれているところでございます。 

 議員ご質問のとおり、もう１店舗スーパーマー

ケットがあれば生鮮食料品の取り扱い量がふえ選

択肢が広がり、より便利で豊かな買い物ができる

ことも想像されます。 

 しかし、新たなスーパーマーケットの出店は、

生鮮食料品を扱う商店に限らず、その他の全ての

既存商店の営業継続に大きな影響を与えることも

懸念されているところでございます。このような

状況によりまして、本市みずからが積極的に市有

地の利用目的をスーパーマーケットに決定し提供

するということは慎重にあるべきだと現在のとこ

ろ考えております。 

 １度利活用方法が決定され、施設等が整備され

ますと長い場合は十数年にわたり利用が制限され

ることになります。大切な財産でありますので、

現在暮らしている市民だけでなく、未来の市民に

とりましても最も有益な利活用が決定できるよう

慎重に検討することが必要ではなかろうかと考え

ております。 
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 しかしながら、事業者から具体的な事業提案が

あった場合につきましては検討を行うなど、必要

に応じて対応はしていきたいと考えているところ

でございます。 

 さきに申しましたとおり、現在のところ、跡地

の利活用は全く定まっておりません。公共施設の

整備等に限らず、民間の利用も十分考えられま

す。市民及び民間事業者の皆様から具体的な計画

が提案されますことも期待しているところでござ

います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 中村一雅君。 

○５番中村一雅君 中須賀支所長の答弁を受けて

再質問をさせていただきます。 

 事業者からの申請があれば検討すると、あるい

は市民からの要望が直接に伝われば検討するとい

う回答をいただいたように思います。検討課題に

なるということをどなたが決定されるのか。その

決定権者はどなたかを１点お伺いいたします。 

 それから、検討するということになった場合、

検討委員会を立ち上げるということになろうかと

思いますけれども、その検討委員会の委員の選定

基準はどうなっているのか、再質問をさせていた

だきます。よろしくお願いします。 

○議長 中須賀三瓶支所長。 

○中須賀三瓶支所長 今ほど中村議員から２点ほ

ど質問があったと思います。 

 まず、検討会のメンバーにつきましては、三瓶

町内各区の区長さん方、それから市議会の議員の

皆さん、そして学識経験者の方々にお願いしよう

かなと考えているところでございます。 

 そして、決定につきましては、最終的には市長

が決定権、決裁を市長に決裁をもらって事業と進

めていくような形になると考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 中村一雅君。 

○５番中村一雅君 やはり最終決定は市長の手に

委ねられるということを聞きましたので、引き続

き検討していっていただくように、三瓶町住民の

代表としてここはお願いをしておいたらと思いま

す。 

 続いて、旧三瓶支所跡地のことについて、２番

目の質問を行います。 

 跡地に事業所と倉庫が数棟まだ残っているよう

に見えますけども、これは現在どのような使われ

方をしていますか。また、今後の取り壊しの予定

についてお尋ねをいたします。 

○議長 中須賀三瓶支所長。 

○中須賀三瓶支所長 ただいま中村議員のほうか

ら残っている建物の取り壊し予定についてはとい

うご質問がありました。旧三瓶総合支所跡地に

は、現在６棟、約４２０平米余りの建築物があり

ます。そのうち西予市消防団三瓶方面隊朝日分団

第２部詰所及び車庫につきましては、平成２８年

度に新築となっております。まだ新しい建物でご

ざいますので、この建物については取り壊しの予

定はございません。 

 その他の建物につきましては、三瓶町時代から

の建物でありまして、最も古いものは建築後５０

年を経過したものもあり老朽化が進んでおりま

す。しかしながら、その一部には水道資材などの

倉庫として現在も使用されているところもありま

す。 

 今後につきましては、建物の状態を調査しなが

ら平成３２年度までに順次整理を行い、解体、撤

去する計画としております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 中村一雅君。 

○５番中村一雅君 いずれにしても老朽化してい

て数年後に取り壊される予定だとお聞きしまし

た。それに伴って跡地利用についても、また少し

考えが変わるのかなあということも思ったりいた

します。 

 住民の声を行政に届けるのは市議の務めでござ

いますので、私、今回このようなことを一般質問

させていただきました。これが三瓶町の住民多数

の意見であるのかどうかということも検討してい

ただかないと何事も見えてこないということはご

ざいます。 

 先ほど支所長が言われましたように、小売店の

今後の暮らし、あるいはご商売にかかわることで

ございますので、慎重に検討しなければならない

ということももっともでございます。ただ、やは

り少し新しい動きを見せていかないと、三瓶町の

景気の活性化とかそういったことにつながらない

と思いましたので、きょう一石を投じさせていた

だきました。 

 １番目の質問についてはこれで終わらせていた

だきます。続けます。 

 市の持っている財産についての質問でございま
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す。東宇和郡４町と西宇和郡１町の５町が対等合

併をして１つの西予市となり１３年が経過いたし

ました。各町にあった役場は支所になり、宇和町

役場は市役所になり建てかえられて見事な市庁舎

に生まれ変わりました。 

 小学校も各町で統廃合され、宇和町でも、昨

年、明間小と皆田小が統合をされました。各町で

使われておりました公共施設の中には、不要とな

り利活用されずに、いわば負の遺産となっている

ものがたくさんあると伺っております。 

 市の財産は行政財産と普通財産に分類されると

思うのですけれども、それぞれに現在幾つあるの

か、まず、お尋ねをいたします。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまの中村議員の市が所

有をして、現在活用されていない土地や施設、全

体としてどれほどあるのかというご質問をいただ

きました。まず最初に、市が保有をする全体の公

共施設等の状況についてご説明申し上げます。 

 平成２８年３月現在で８９６の施設、１，４７

５棟、４２万７，３１８平米がございます。市民

１人当たりの施設の床面積は１０．５９平方メー

トルで、これは全国平均が３．２２平方メートル

となっておりまして、約３倍の面積ということで

ございます。 

 全施設の平均築年数およそ３０年となっており

まして、老朽化が進んでいるという状況にありま

す。その市が所有する財産のうち行政財産として

区分されるものにつきましては、土地につきまし

ては約２，６００件、面積で２３９万平方メート

ル、建物につきましては約１，０３０件、面積で

３３万８，０００平方メートルとなっておりま

す。 

 一方、普通財産といたしましては、土地が約８

６０件、面積が３７５万平方メートル、うち山林

が大部分を占めておりまして、約２７０件、３１

０万平方メートルでございます。 

 また、建物が約１２０件、面積が４万６，００

０平方メートルとなっております。これらは、平

成２８年度末現在の数字としまして、一般会計決

算書に財産に関する調書として記載しているもの

でございます。 

 このうち、市としての利活用がなく、また他団

体への貸し付け等についても現在行っていない財

産で、山林を除くものにつきましては、平成２９

年３月末の現在で、土地が６２カ所、４万１１２

平方メートル、施設につきましては閉校となった

学校施設等も含めまして３１施設、３万７８９平

方メートルとなっております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 中村一雅君。 

○５番中村一雅君 宗部長の答弁に対して再質問

をさせていただきます。 

 施設３１カ所、施設、今、利活用されていない

と、２９年３月現在でというご答弁がございまし

た。これらの使われてない公共施設につきまし

て、維持管理にどのくらいの予算が使われている

のか、ご答弁をお願いいたします。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまのご質問の維持管理

にはどれほどの経費がかかっているかというご質

問でございますけれども、先ほどの遊休地と施設

のうち、維持管理費等にかかる経費といたしまし

ては必要最小限にとどめているとこでございます

が、平成２８年度の実績で申し上げますと、学校

統廃合により閉校となった学校施設等も含めて２

９カ所で、約１，２０５万９，０００円の経費の

支出があります。 

 主な内容としましては、閉校となった学校施設

等の維持管理経費が約１，１８２万３，０００

円、また市長部局部分でございますけれども、こ

れは光熱水費、また市有地の草刈り等の経費、こ

れが２３万６，０００円となっております。 

 なお、平成２９年度、今年度における遊休施設

等に対する主要な経費としまして、旧中筋中学校

校舎の解体にかかる事業費１，２２１万５，００

０円を予定しているところでございます。 

 今後の利活用についてなんですけれども、平成

２８年３月に作成をしました西予市公共施設等総

合管理計画に基づきまして、各施設に対する要望

や、また耐震性など、施設の状況等を勘案しなが

ら、利活用判断が可能というふうにされますもの

につきましては適正な維持管理に努めてまいりた

いと考えておりますし、また利活用の予定が見込

まれないと、こう判断されるものにつきまして

は、施設の除却、そして財産売却等の財産処分を

行うことで不要な維持管理経費の削減、また市有

地払い下げ等による収入の確保、また市民の安全

の確保、こういったものを図っていきたいという

ふうに考えているところでございます。 
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 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 中村一雅君。 

○５番中村一雅君 １点だけ再度質問をさせてい

ただきます。 

 利活用できるものは利活用する。利活用できな

いものについては除却するというご答弁がござい

ました。さきの震災を受けて耐震基準を満たして

いるかどうかということが相当判断基準になるん

ではないかと思っておりますけれども、利活用で

きるものについては、将来、収益の源になること

が期待されますけれども、除却しないといけない

という公共施設につきましては除却費用が発生す

ると、その除却費用の財源はどのように捻出され

るのか。これを最後にお尋ねいたします。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいま質問いただきました

施設等を除却する場合の経費のお尋ねでございま

すけれども、各自治体で策定をしております公共

施設等総合管理計画に基づく公共施設等の除却に

つきましては、地方債の特例措置がございまし

て、平成２６年度から当分の間、公共施設等の除

却に係る地方債が適応できることとなっておりま

す。これは充当率は７５％で交付税措置はござい

ません。償還期限は原則として１０年以内という

ふうになっているものでございます。 

 また、公共施設等総合管理計画に基づく公共施

設等の除却であって、市町村の建設計画に位置づ

けられた公共施設等の除却であれば合併特例債が

適用できます。合併特例債の充当率は９５％で、

そのうち７０％が地方交付税として返ってくると

いうものでございますけれども、ただしこの合併

特例債の適用期限は、西予市の場合、平成３１年

度までというふうなことで現在なっております。 

 今後の財政運営を考えますと、公共施設のその

除却の将来コストというふうなものは大きくなる

ことが想定されるところでございます。 

 今後におきましては計画的な管理、そして新た

な財源の確保、またコストの縮減、そういったも

のに努めていかなければならないというふうに考

えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 中村一雅君。 

○５番中村一雅君 先ほど今のご答弁でありまし

た合併特例債の適用期限も平成３１年までという

ことで終わりが迫っている。西予市は合併当初か

らずっと財政厳しい厳しい厳しいと言われ続けて

まいりました。そういう厳しい中で自主財源を何

とか捻出するという考えも１つには非常に重要で

はないかなあと思います。 

 各町に残されています利活用されていない施設

あるいは土地について、それが活用され財源とな

るということがあればある程度そういうことも改

善されるのではないかなという期待をしながら、

今回の質問をさせていただきました。 

 それから、冒頭のご挨拶に返りますけれども、

１０人の子宝に恵まれたご家庭がある、あるいは

何人かお子さんがおられる家庭があると、それは

皆、西予市の子宝でございます。その西予市の子

宝が大きくなって、また１人でも西予市にＵター

ンして帰ってくる、あるいは西予市に残って仕事

をする、結婚する、子供をつくると、そのように

世代の好循環を繰り返して、西予市が未来に向け

て発展することを祈念して、私の一般質問を終わ

ります。 

○議長 以上をもって本日の日程は全て終了いた

しました。 

 あす９月６日は午前９時より一般質問を行いま

す。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

  散会 午前１１時３０分 
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      議  事  日  程 

 １ 一般質問 

 ２ 発議第  ３号 西予市決算審査特別委員

会の設置について 

   選任第  ４号 西予市決算審査特別委員

会委員の選任について 

 ３ 議案第 ６８号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ６９号 西予市社会体育施設条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７０号 西予市宇和文化の里条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７１号 西予市保育所条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７２号 西予市浄化槽市町村整備

推進事業条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７３号 西予市消防団条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７４号 西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制

定について 

 ４ 議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般

会計補正予算（第４号） 

 ５ 議案第 ７６号 平成２９年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ７７号 平成２９年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ７８号 平成２９年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ７９号 平成２９年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８０号 平成２９年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ８１号 平成２９年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第１号） 

   議案第 ８２号 平成２９年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８３号 平成２９年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

 ６ 認定第  １号 平成２８年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

 ７ 認定第  ２号 平成２８年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

   認定第  ３号 平成２８年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ４号 平成２８年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

   認定第  ５号 平成２８年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成２８年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第  ７号 平成２８年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ８号 平成２８年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

   認定第  ９号 平成２８年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成２８年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第 １１号 平成２８年度西予市水道

事業会計決算の認定につ

いて 
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   認定第 １２号 平成２８年度西予市病院

事業会計決算の認定につ

いて 

   認定第 １３号 平成２８年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 
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本日の会議に付した事件 

 １ 一般質問 

 ２ 発議第  ３号 西予市決算審査特別委員

会の設置について 

   選任第  ４号 西予市決算審査特別委員

会委員の選任について 

 ３ 議案第 ６８号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ６９号 西予市社会体育施設条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７０号 西予市宇和文化の里条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７１号 西予市保育所条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７２号 西予市浄化槽市町村整備

推進事業条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７３号 西予市消防団条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７４号 西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制

定について 

 ４ 議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般

会計補正予算（第４号） 

 ５ 議案第 ７６号 平成２９年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ７７号 平成２９年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ７８号 平成２９年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ７９号 平成２９年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８０号 平成２９年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ８１号 平成２９年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第１号） 

   議案第 ８２号 平成２９年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８３号 平成２９年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

 ６ 認定第  １号 平成２８年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

 ７ 認定第  ２号 平成２８年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

   認定第  ３号 平成２８年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ４号 平成２８年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

   認定第  ５号 平成２８年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成２８年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第  ７号 平成２８年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ８号 平成２８年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

   認定第  ９号 平成２８年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成２８年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第 １１号 平成２８年度西予市水道

事業会計決算の認定につ

いて 
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   認定第 １２号 平成２８年度西予市病院

事業会計決算の認定につ

いて 

   認定第 １３号 平成２８年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 
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  開議 午前９時００分 

○議長 おはようございます。 

 本日は、このように多くの方が傍聴にお越しい

ただき、まことにありがとうございます。 

 ただいまの出席議員は２１名であります。これ

より本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配信のとおりであ

ります。 

  （日程１） 

○議長 日程第１、一般質問を行います。 

 質問者は、通告内容及び申し合わせに従い発言

してください。 

 それでは、通告順に発言を許可いたします。 

 まず、１番宇都宮久見子君。 

○１番宇都宮久見子君 おはようございます。宇

都宮久見子です。 

 平成２９年第３回定例議会におきまして、一般

質問の機会を得ましたので、通告に従いまして質

問させていただきます。 

 今月３０日には、愛媛県総合運動公園陸上競技

場において総合開会式が行われ、第７２回国民体

育大会「愛顔つなぐえひめ国体」が開幕します。

西予市でも、１０月１日から３日までの間、市営

宇和球場と宇和運動公園多目的広場でソフトボー

ル競技、１０月６日から８日まで、乙亥会館で相

撲競技が開催されます。全国のトップアスリート

の熱戦を間近で観戦できることを楽しみにしてい

ます。 

 国体の成功に向けて、オール西予で取り組み、

西予ファンがふえるよう努力していきたいと思い

ます。 

 さて、私たちの住む愛媛県は、東予、中予、南

予と分けられます。第２次産業の東予、第３次産

業の中予、第１次産業の南予とよく言われます。

愛媛といえばミカンと全国的にも言われるよう、

私も都会の友人に、西予市産のミカンやミカンジ

ュースを送ると、おいしいと大変喜ばれ、愛媛県

民として、西予市民として、大変誇らしく思いま

す。 

 愛媛のシンボル、宝であるミカン、今回は１次

産業の中でも、かんきつ農家に注目して質問して

いきたいと思います。 

 西予市内にも、明浜町、三瓶町を中心に、たく

さんのかんきつ農家の方がいらっしゃいます。 

 先日、かんきつ農家の方と話をしていたとき

に、もう自分たちは高齢だから、そのうちかんき

つづくりをやめるだけだと言われました。非常に

寂しく悲しい気持ちになり、このままではいけな

い、何とか西予市内のかんきつ経営を続けていっ

てもらわなくてはならないと強く感じました。 

 そこで質問です。少子高齢化が進み、人口減少

が著しい現在、明浜町、三瓶町を中心としたかん

きつ農家の方々が今後どのようにかんきつ農家と

してやっていくかが非常に懸念されています。農

業従事者が多くいるが、その所得が特に脆弱であ

ることから、対策を重点的に取り組んでいる。自

立できない農家には、自立させるための指導や経

営感覚を持った農家を育成することが重要、耕作

放棄地等の対応や担い手の確保と農地集積を行っ

ていく必要があると、西予市第２次総合計画の中

にも文言がありますが、西予市内のかんきつ経営

に対する位置づけも含め、現在、西予市としてど

のような支援や対策を行っているかお伺いしま

す。 

 若手後継者がどんどんふえることが理想です

が、現実的に考えた場合、たくさんの若手後継者

がすぐにふえる施策というのは難しいように思い

ます。 

 そこで、例えばスローライフがはやっている昨

今、西予市出身で都会へ移住してしまった方等を

中心とした、定年後都会で暮らされている方に着

目してみてはどうでしょうか。 

 都会の喧騒に追われ、あふれる人々に疲れ、空

気のきれいな自然豊かな土地でゆっくりと過ごし

たいという人がたくさんいらっしゃいます。例え

ば西予市へ帰ってきて、生まれ育った地で耕作放

棄地となっている畑を活用し、地元農家さんの知

恵をお借りしながら、かんきつ栽培をしてみた

り、少しずつでも出荷し、つくる楽しみ、売る楽

しみを見出してもらう、たまには釣りを楽しんだ

り、地元の方とのおしゃべりや地元の行事にも参

加してもらうことで、地域が盛り上がる、そうし

て地域がにぎわうことで西予市出身者のＵターン

だけでなく、Ｉターン、Ｊターン、さらには都会

生活経験者もいるからということで、若い人も移

住しやすくなってくると考えます。 

 そのような施策を打ち出すことで、かんきつ農

家の継承につながるのではないかと思いますが、

理事者の考えを伺います。 

 次に、畑地かんがい施設の維持管理についてお
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尋ねします。 

 昭和５７年から開始された南予用水附帯県営事

業が事業開始から１０年から３０年が経過し、施

設の故障や事故が発生し、機器のふぐあいが増加

しています。今後も施設の性能低下は進行し、維

持管理に多大な費用を要すると考えられます。そ

のため、当市でも、明浜町、三瓶町において、平

成３０年から水利施設整備事業、機能保全対策事

業が計画されています。 

 先ほども申し上げましたとおり、年々かんきつ

農家の方が減り、耕作放棄地が目につきますが、

南予用水事業が開始された当初から現在までの受

益者数はどう推移しているのか、耕作放棄地はど

のような現状なのか、市はどう把握しておられま

すか。 

 現在、西予市県営土地改良事業分担金徴収条例

に定められているかんがい排水事業の地元負担率

は、１００分の５０の割合となっています。西予

市と地元負担率は折半ということです。 

 今回の事業に関しましても、国の負担分が５

０％、県の負担分が２５％、市、地元負担分が２

５％となり、地元負担率は条例により２５％を市

と折半とした１２．５％となります。 

 調べてみると、宇和島市、八幡浜市において

は、地元負担率は１０％、伊方町においては３％

の負担率となっているそうですが、なぜ西予市の

地元負担率は近隣市町に比べて高いのでしょう

か。 

 野村ダムのある地元西予市の負担率がこのよう

に近隣市町より多いというのは疑問に思います。

その理由と今後最低でも近隣市町と同等に引き下

げることはできないのか、理事者の考えを伺いま

す。 

 そして現在でもかなり故障や修理が行われてい

る末端施設、スプリンクラー等も今後大がかりな

改修が必要になってくるのではないかと思いま

す。若手後継者の方に話を聞いたら、この整備が

整っているから山を継ごうと思った、もし整備さ

れていなければ、山は継いでいないと言われまし

た。 

 それほど重要な施設の老朽化を市として対策や

今後の方向性等、どのように取り組んでいくつも

りなのか伺います。 

 次に、地域づくり交付金について伺います。 

 以前にあった諸補助金を一括集約され、地域づ

くり交付金事業が開始されました。そのことによ

って、市民の方からはわかりづらくなったといっ

た意見を聞くことがあります。 

 また、過去の地域づくり交付金事業が地域によ

ってはうまく運用できていないといった反省か

ら、昨年より地域発「せいよ地域づくり」事業と

して名称を新たに、基礎型交付金と手上げ型交付

金に分かれスタートしましたが、果たしてこれが

うまくいっているのかと感じます。 

 まず、地域づくり交付金事業に手上げ型地域づ

くり交付金が加わって２年目を迎えましたが、こ

の事業の本来の目的をどのように考えられている

のでしょうか。 

 この制度は、前三好市長の地域内分権としての

肝入り予算であり、既に数年を経過しています。

事業の成果及び課題をどのように把握し、結果を

今後どのように生かしていくつもりか伺います。 

 平成２８年度に策定された、せいよ地域づくり

手上げ型交付金要綱では、西予市内における地域

内分権の取り組みを加速させ、自分たちの地域を

自分たちの手でを基本理念とした、地域住民が主

体となった地域の自主自立に向けた地域づくり活

動をさらに推進するためと記載されています。 

 西予市の場合、地域内分権とは、市が持つ財

源、権限を合併前の旧学校区単位に可能な範囲で

分権しようという発想でありますが、現状、果た

してそうなっているでしょうか。 

 手を挙げたくても、地域によっては１つにまと

まるのが難しいとか、手続の煩雑さから申請を諦

めたり、この２年間、手上げ申請のない地域があ

ったりと、地域によっての温度差が生じているよ

うに思います。 

 また、一方で、事業自体が形式化し過ぎて、市

民では対応しづらい文書作成やプレゼン能力が必

要となっています。 

 その結果、それを仕事とする行政が行政主導で

行っているのではないかと懸念されます。審査過

程の透明化や審査員の妥当性及び分権に相入れな

い行政主導傾向をどのように考えておられます

か。 

 手上げ型地域づくり交付金事業は、特に野村町

や城川町において地域おこし協力隊、あるいは田

舎で働き隊と深く関係しているように思います。 

 協力隊の目的は、最長３年間、行政が生活支援

をするかわりに、３年間で自立できるようにみず
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からが経験と努力を積んで、３年後、西予市内に

定住してほしいというのが所期の目的のはずで

す。しかし現状では、行政主導で、隊員の管理や

手上げ型地域づくり交付金事業で活動するための

予算獲得といった流れになっているようにも感じ

ます。 

 本人の自主性や受け入れ先の自主性は十分に担

保されているか伺います。 

 最後に、インフルエンザ予防接種の補助につい

てお尋ねします。 

 現在は、小学校、中学校での集団予防接種は行

われていません。そのため、インフルエンザ予防

接種を受けたい子どもは、任意で自主的に病院で

の接種が必要となります。インフルエンザ発症に

よる出席停止者数は、西予市内小学校、中学校

で、平成２８年１月が１２８人、２月が２２４

人、３月が２０１人となっており、非常にたくさ

んの子どもたちがインフルエンザにかかっている

現状です。 

 私たちが小学校のころは、学校で集団予防接種

が行われていたように思いますが、現在はインフ

ルエンザに対する集団予防接種は行われていない

ため、任意接種となっています。 

 ２回の接種が有効と言われているため、１人当

たり６，０００円前後の金額がかかります。子ど

もたちに予防接種を受けさせたくても受けさせら

れないといった保護者の方の話を耳にします。 

 たくさん子どもがいる家庭では、全額自己負担

となると、かなりの負担金額となり、接種希望者

全員は受けられない現状です。この現状を、市と

してどのように考えられているのでしょうか。 

 予防接種法により、高齢者インフルエンザ予防

接種は、現在６５歳以上の方は自己負担金１，０

００円で接種が可能であり、接種率は年々上がっ

てきています。 

 管家市長の市政運営のスローガンは、暮らして

安心が体感できるまちづくりを掲げられており、

第１に、子育て支援に力を入れるとおっしゃられ

ております。 

 子育て支援の観点から、西予市として接種を希

望する小学生、中学生を対象に、インフルエンザ

予防接種に対して補助をすることができないかお

伺いします。 

 以上で質問を終わります。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 改めまして、おはようござ

います。 

 それでは、宇都宮久見子議員から、１番目のか

んきつ農家の継承と畑地かんがい施設の維持管理

についてのご質問のうち、西予市内のかんきつ農

家の現状と今後の展望についての３点のご質問が

ございました。 

 そのうち私のほうから、かんきつ農家に対して

どのような支援や対策を行っているのか、また西

予市内のかんきつ経営に対する位置づけはどのよ

うなものなのかという２点につきまして、あわせ

てご答弁を申し上げます。 

 まず、西予市のかんきつにつきましては、果樹

産地協議会、東宇和、西宇和の各ＪＡ、農事組合

法人無茶々園、愛媛県と西予市ほかの関係機関な

どが策定をしております東宇和、西宇和地域果樹

産地構造改革計画に基づき、かんきつの産地計画

や生産推進方法、販売戦略を定め、かんきつ経営

の安定化と所得向上を推進しております。 

 本市は、第１次産業を成長産業に変えるための

地域資源が豊富に存在するとともに、立地条件、

気象条件についても恵まれていますが、就農者の

高齢化や担い手不足によって、基盤自体が危惧さ

れる状況にあり、農家が減少していると考えてお

ります。 

 その一因としては、農作物の価格低迷により、

規模拡大やコスト削減に取り組んでも、所得が思

うように上がらないことや、農業の労働がきつい

というイメージから、職業として選択されないこ

とが大きな原因だと考えられます。 

 しかしながら、明浜、三瓶地区においては、実

家の農業を継ぐ方が、平成２４年度から通算しま

すと３０名就農されておりまして、国の事業であ

る農業次世代人材投資資金、いわゆる農業就農給

付金などの効果によるものと考えられます。 

 このような新規就農者の方の支援をするため、

県単独事業や市単独事業の認定農業者等支援事業

などを活用していただいております。 

 平成２９年７月現在では４９８人が認定農業者

として位置づけされておりまして、そのうちかん

きつ農家は２０７人であります。全体の４２％を

占めております。 

 ５年ごとの審査会では、農業経営改善計画を作

成し、経営改善に必要な取り組みの実施状況や経

営データをみずからの手でチェックする新たな農
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業経営指標の作成をして指導しており、農業者の

経営能力向上に努めているところであります。 

 また、西予市の果樹園における耕作面積は、平

成２２年に１，０６２ヘクタールあったものが、

平成２８年には８９６ヘクタールに減少しており

ますが、日本型直接支払制度の中山間地域等直接

支払交付金等を活用して、農地の荒廃を未然に防

止しているところでございます。 

 西予市におけるかんきつの生産額は、主要法人

における聞き取りによりますと、約１２億円とな

っておりまして、沿岸部における重要な基幹作物

であると認識をしております。 

 今後は、人口減少が進み、担い手が少ない地域

に対しては、市内全域において作成している人・

農地プランによる農地の利用や、中間管理機構に

よる積極的な利用を行い、後継者の育成はもちろ

ん外部からの人材投入や研修生及び三瓶地区での

実績もございますが、地域おこし協力隊の受け入

れなどについても円滑に行えるように促してまい

りたいと思います。 

 また、知事を名誉会長として、３市２町の行

政、各ＪＡ、南予用水土地改良連合会ほかの諸団

体で構成する南予地域農業遺産推進協議会におき

ましては、昨年度から引き続き、愛媛、南予のか

んきつ農業システム、具体的には傾斜地における

持続的な土地利用システムによる特徴的な愛媛県

南予地域のかんきつ農業による日本農業遺産認定

を目指して活動しておりまして、このほかにも明

浜地区における宇和海狩浜の段々畑等の農漁村景

観の国重要文化的景観の選定申請や、今後の保

護、活用することなども含めまして、西予市とい

たしましても連携して付加価値を高めて、継続発

展的なかんきつ産業となるよう努めてまいりたい

と考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 改めまして、おはようござい

ます。 

 最初のご質問の３点目、西予市出身の定年退職

を迎えられた方などを対象にしたＵターン施策等

は考えられないのかというご質問にご答弁申し上

げます。 

 西予市では、人口減少問題を市の最重要課題と

位置づけまして、第２次西予市総合計画におきま

しても、移住、定住、安住を大きな柱に掲げ施策

を推進しているところでございます。 

 移住を促進する上で、Ｉターンはもちろんでご

ざいますけれども、Ｕターンについても重要な移

住の柱と捉えているところでございます。 

 議員のご質問の中にもありましたように、移住

の中には西予市出身の方が定年退職を迎えられ、

ふるさとに帰られ、農地を管理しながら地域づく

り活動へも積極的にかかわっていただいている方

もおられます。 

 農業に関心を持ち、就農を考えている方には、

農業の基礎的な知識や栽培技術を習得するための

講義、実習を行うえひめ農業入門塾が愛媛県立農

業大学校を会場として、年１０回開催されており

ます。そこで習得した技術をさらに高めるため、

県知事が認定しております愛媛県農業指導士等の

農家に入り研修することもできます。 

 農地を持たれていない方が農業を始める場合に

は、農地法施行令に基づき宇和、野村におきまし

ては５０アール、三瓶、明浜、城川におきまして

は３０アールの農地を購入するか、もしくは借地

により利用権を設定すれば農家として経営ができ

るようになっております。 

 地方では、定年退職を迎えた方であっても、地

域で活躍できる機会や場所は多く、そのことがＵ

ターンで帰ってこられた方自身の生きがいにもつ

ながっております。 

 また、地域にとっても、長年都会暮らしで蓄え

た知識や経験は、地域の外からの視点として、地

域活動の大きな参考となります。 

 今後、Ｕターンされた方が地域で生き生きと暮

らしている姿なども紹介、発信することで、西予

市暮らしのよさをできる限り多くの方々に伝えて

いきたいと考えております。 

 また、移住者を受け入れる体制として、市では

移住相談担当職員制度を設け、部課を越えた移住

相談体制を構築しております。 

 さまざまな移住の形がある中で、全庁体制で取

り組むことで、移住を希望される一人一人の状況

やご希望に応じた相談や受け入れ態勢を速やかに

構築し、安心して定住できる環境を整えてまいり

たいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 次に、農業水利施設保全合

理化事業についての３点のご質問につきまして、
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まず１点目の、南予用水事業が開始された当初か

ら現在の受益者数はどう推移しているのか、ま

た、ミカン畑の耕作放棄地の現状はというお尋ね

につきましてご答弁を申し上げます。 

 ご質問にありました耕作地としての南予用水施

設の受益面積や農家数の推移につきましては、事

業開始当初、明浜地区で面積が４８０ヘクター

ル、農家数９１３戸、三瓶地区で面積が４５０ヘ

クタール、農家数８１５戸でありましたが、現在

は概算ではありますが、明浜地区で面積が４１６

ヘクタール、農家数７４４戸、三瓶地区で面積が

３２９ヘクタール、農家数６５４戸となっており

まして、面積で１割から３割弱の減、農家数でお

およそ２割の減と、いずれもかなり減少している

ところでございます。 

 次に、２点目の、かんがい排水事業の受益者負

担率は他市と比較しても高いと思われるが、市は

どのように考えるか、また、近隣市町と同様に引

き下げることはできないかというお尋ねにつきま

してご答弁申し上げます。 

 南予用水施設につきましては、３つの施設に区

分されます。水源であります野村ダムからファー

ムポンドと呼ばれます貯水施設までの大規模幹線

の国営施設、ファームポンドから畑地かんがい施

設の制御室までの県営施設、制御室からの個々の

農地のスプリンクラーまでの末端施設に分かれて

おります。 

 このうち県営施設につきまして、施設の診断結

果に基づく機能保全対策を水利施設整備事業にて

行う予定でありまして、現時点の予定では、明浜

地区は平成３０年度から３５年度まで約５億円、

三瓶地区は３１年度から３６年度までで４億２，

０００万円の事業計画となっております。 

 なお、これらの中には、県営幹線部分、国費１

００％の補助分も含まれております。その県営幹

線部分以外の水利施設整備事業の地元負担率につ

いてでございますが、現在の国、県の補助率につ

きましては、国が５０％、県が２５％、その他が

２５％となっておりまして、西予市県営土地改良

事業分担金徴収条例の規定によりまして、西予市

が１２．５％で、地元負担金が１２．５％となり

ます。 

 ご指摘のように、近隣市町の地元負担金の状況

では、八幡浜市及び宇和島市が１０％、伊方町が

３％となっておりますので、近隣市町と比べます

と負担率は高くなっております。 

 今回の事業は、機能診断の結果に基づく対策工

事ですので、老朽化の状況により各地区、各ブロ

ックの事業内容及び事業費に差異がありますし、

個々の農家の負担にも差が出てくると考えており

ます。 

 加えて、農家数、稼働面積の減少によりまし

て、当初の事業のころよりも１戸当たりや反当た

りの負担額が増大する可能性もありますので、今

後において事業計画の作成や土地改良法の手続の

際、各土地改良区や受益者の皆様とも十分な協

議、調整を行いまして、今後の市の財政状況も勘

案しながら、負担率の軽減については検討を行っ

てまいりたいと考えております。 

 最後に、３点目の、末端施設スプリンクラー等

も大がかりな改修が必要になってくると思われる

が、今後どのように取り組むのかというお尋ねに

つきましてご答弁申し上げます。 

 末端施設のスプリンクラー等は、県営施設と同

様に老朽化が進んでおりまして、故障や漏水等に

伴う修繕が増加しております。現在でも、個々の

案件に対しましては、園内の配管やスプリンクラ

ーなどの散水栓を除く施設について、市単独の南

予用水施設維持管理事業にて補助を行うことで対

応しております。 

 末端施設全体に対しましては、農地整備事業等

の補助事業の活用が可能でありますが、現時点で

の愛媛県の事業実施の予定としましては、県営施

設の整備後となっていることから、明浜地区では

平成３６年以降、三瓶地区では平成３７年以降の

取り組みとなっているところでございます。 

 したがいまして、補助事業の導入までには空白

期間が生じますので、その間の西予市の対策とい

たしましては、多面的支払交付金事業の資源向上

支払交付金、長寿命化等を活用した末端施設の更

新及び修繕についての取り組みを、地元活動組織

に対して提案を行っているところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 管家市長。 

○管家市長 おはようございます。 

 宇都宮久見子議員からご質問のありました手上

げ型交付金について、その事業の目的をどのよう

に考えているかということにつきまして、私のほ

うから答弁をさせていただきたいと思います。 

 地域づくり交付金につきましては、平成２３年
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度から始まりまして、ことしで７年目を迎えるこ

ととなっております。自分たちの地域を自分たち

の手で、こういう基本理念に基づきまして、住民

主体の地域づくりを推進することを目的として出

発をいたしました。 

 ご質問でありました手上げ型交付金につきまし

ては、事業の見直しを図り新設した交付金でござ

いまして、平成２８年度から実施をし、ただいま

２年目の取り組みを行っているところでございま

す。 

 ５年目の事業見直しの際に、各地域を回って、

地域づくり組織との意見交換を行う機会を設けま

した。その意見の中には、さらに地域づくりを進

めたいので、交付金の増額をというご意見、役員

のなり手がない、進め方がわからないというご意

見、そういうものがございました。 

 行政としましては、これらのご意見に対しまし

て対応する必要があると捉えまして、意欲ある地

域を後押しすることができる手上げ型交付金を新

設するとともに、地域づくりに関するアドバイス

をいただけるアドバイザー派遣制度を新設して、

住民主体の地域づくりが推進できるようサポート

体制を整えたところでございます。 

 このようなことから、手上げ型交付金の目的と

しましては、意欲ある地域の勢いをさらに加速さ

せることとともに、この輪を広めていきたいとい

う目的で新設したものでございます。 

 これまでの、どちらかといえば行政主導型、ま

たはイベント消化型の手法では、持続可能な地域

づくりにつながらないものと捉えておりまして、

市民、住民によります自分の地域をこうしたいと

いう思いが地域活性化の根幹に必要だと考えてお

ります。 

 西予市は、市民と行政の協働によるまちづくり

を推進しているところであり、住民自治と団体自

治が両輪となってまちづくりを推進していきたい

と考えております。 

 この住民自治の機能強化と、そしてそのことに

より楽しみながら地域づくりを推進することへの

手段として、この交付金が活発に活用されること

を期待しているところでございます。 

 以上、目的についての答弁とさせていただきま

す。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 手上げ型地域づくり交付金の

ご質問２点目の事業の成果及び課題をどのように

把握をしているのか、また、その課題をどのよう

に生かしていくつもりなのかとのご質問に答弁申

し上げます。 

 成果として特筆すべきは、城川町遊子川地域の

食堂ゆすかわによる農家レストランの運営と自主

映画製作による取り組みではないでしょうか。 

 人口３００人の地域に年間３，０００人近くの

視察や観光客が訪れています。昨年度、総務省に

よるふるさとづくり大賞、総務大臣賞と文部科学

省の最優秀公民館に輝いたのは記憶に新しいとこ

ろでございます。 

 このほかの地域でも、住民主体の魅力的な活動

が多く生まれ、マスコミ等に取り上げられる機会

も多くなっています。 

 今後、手上げ型交付金の成果として、第２の遊

子川地区のような事例が起こることも期待してい

るところでございます。 

 現在、手上げ型における事例集の取りまとめを

行っておりまして、近く発行をする予定としてお

ります。 

 また、１１月を予定としております実績報告

会、通称自慢大会でございますけれども、それを

開催する運びで準備を進めているところでござい

まして、西予ＣＡＴＶなどの協力により、広く市

民にも周知したいと考えております。 

 課題につきましては、やはり住民の意見を受け

入れる姿勢、体制が必要だと考えております。当

事業には円卓会議により地域住民と意見交換をす

る場が設けられていますので、その中で、事業の

評価や課題を検証し、３年ごとの事業の見直しの

際に検討する考えでございます。 

 ３番目に、市が持つ財源、権限を合併前の旧小

学校単位に可能な範囲で分権することについて、

地域内分権をしようという発想であるけれども、

現状はそうなっているのかとのご質問をいただき

ました。 

 当事業により目指しているまちづくりの姿は、

小規模多機能自治の推進であります。旧小学校区

の小規模なコミュニティがさまざまな機能を持ち

合わせた住民自治となり、多様な課題を解決した

り地域活性化に取り組める仕組みであります。 

 現状においては、まだ道半ば、緒に就いたばか

りだと考えております。ご質問にもありましたよ

うに、地域による温度差も確かにあるかと思いま
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す。広い西予市でありますので、各コミュニティ

の歴史にも違いがあります。遊子川地区のよう

に、先行する地域があって、またそれを追いかけ

るような地域が生まれ、時間はかかるかもしれま

せんが、少しずつ分権型のまちづくりに向けて進

んでいるものと考えております。 

 次に、手続が煩雑で対応が難しい部分の職員の

かかわりについてご質問がありました。 

 事務や手続が煩雑で申請を諦めることになって

いるのではというご質問でありますけれども、当

事業は、当初から地元職員のかかわりを密接に保

つことで展開をしております。基本的には、出身

職員２人から４名程度の地域担当職員を任命をし

まして、住民と連携しながら推進しているところ

でございます。 

 地域づくりの情報提供や住民だけでは難しい資

料の作成などをサポートできる体制を築いていま

す。行政主導型を推進することが目的ではなく、

あくまでも住民自治を推進、支援する上で必要な

手段として機能していくことが必要だというふう

に捉えています。 

 次に、審査員の妥当性についてのご質問がござ

いました。 

 審査員につきましては、現在５名を委嘱をして

おります。愛媛大学の教授が２名、地域づくりに

関するＮＰＯの代表者が３名でございます。 

 手上げ型交付金を新設するに当たり留意した点

としまして、公平性が担保できるかという点でご

ざいました。また、事業に関して、適切な助言、

指導ができることも重要な要件であろうと考慮し

た上で先行した審査員となっております。 

 審査は、プレゼンにおける第１次審査会での採

点方式と、２次審査として、１事業ごとに事業内

容の精査を行ってまいります。その席には、まち

づくり推進課長が同席をし、地域の実情や文化等

について必要な助言をしています。最終的には、

市長協議により事業を決定しているところでござ

います。 

 次に、地域おこし協力隊、田舎で働き隊との関

係についてご質問をいただきました。 

 平成２２年度から導入し、昨年から新たな形と

して、田舎で働き隊制度を設けています。これ

は、まず地域側が移住者を受け入れて、自立、定

住できる活動内容を決め、その内容が３年間で実

現可能な計画であるかどうか、また、共に活動し

ていく団体のサポート体制は整っているかなどを

審査し、募集を行っております。 

 田舎で働き隊は、今月より高川地区で、養蚕就

農を目指す隊員が新たに加わり、現在４名となっ

ております。 

 次に、行政主導での隊員管理や手上げ型交付金

の活用になっていないかとのご質問についてであ

りますけれども、基本的に地域づくり組織の総意

により働き隊導入の意思決定がなされ、活動プラ

ンが策定され、着任、実践という流れになってお

ります。 

 その中で、地域づくりを牽引する立場の職員が

地域団体と連動し活動していくことは、地域活動

に必要な協働の取り組みであると考えておりま

す。 

 また、ご指摘のとおり、職員、行政だけの動き

になってはいないか留意しなければなりません。

受け入れた地域団体は、田舎で働き隊の自立促進

に向けた事業をともに連携して進めていくこと

が、結果として地域の活性化につながることにな

ります。 

 このようなことから、手上げ型交付金を有効に

活用し、働き隊の自立、定住と地域活性化の両立

を目指そうとする動きが芽生えてきております。

この活動が西予市の移住も含めた地域活性化の手

法の１つであり、協力隊制度を活用して、地域団

体が受け入れる手法としては、全国でも珍しく、

自治体レベルでは注目を浴びているところでござ

います。 

 また、働き隊本人の自主性や受け入れ組織の自

主性についてのご質問をいただきました。 

 さきに述べましたように、働き隊受け入れや活

動内容については、地域づくり組織の総意により

提案されたもので、あくまでも協働による提案だ

と考えております。働き隊の自主性につきまして

は、行政主導で行っているものではなく、地域活

動のプランに基づき、合意によって田舎で働き隊

が着任をしています。 

 活動の基本方針は、マッチングしていることが

前提でありますが、活動が進むにつれて、働き隊

の自立の方向性が新たに芽生える場合など、活動

内容に変化が生じた場合は、地域側と協力隊との

話し合いにより、自立方針や活動内容の見直しを

図ることが必要になってくるというふうに考えて

おります。 
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 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 おはようございます。 

 宇都宮議員お尋ねの１点目、予防接種の自己負

担について、市はどのように考えているのかとい

うご質問にお答えをしたいと思います。 

 西予市では、感染症の発症及び蔓延を予防する

ため、予防接種法第５条の規定に基づき、定期予

防接種を実施しているところでございます。 

 定期予防接種のＡ類につきましては、対象年

齢、接種回数、その他基本的な事項が規定されて

おり、その接種料金につきましては全額助成をし

ております。 

 しかし任意で接種されますインフルエンザ等の

予防接種に対する助成については行っていないの

が現状でございます。今後、県内市町の動向を見

ながら検討したいと考えております。 

 次に、２点目の子どもたちへの予防接種に対す

る補助は検討できないかというご質問でございま

すが、高齢者におけるインフルエンザの集団感染

や症状の重症化が社会問題となったことから、平

成１３年に予防接種法の一部改正があり、高齢者

のインフルエンザ予防接種は、定期予防接種に追

加されました。 

 予防接種の目的とは、自分がかからないためだ

けではなく、かかったときの重症化を防ぐもので

ございます。このことから、子どもへのインフル

エンザの予防接種を行う上では、予防接種に対す

る補助は有効な手段であると考えます。 

 今後は、子育て世帯の経済的負担の軽減のた

め、県内市町の取り組み状況を見ながら、子ども

に対する医療費の無料化とあわせて検討課題とさ

せていただきたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 宇都宮久見子君。 

○１番宇都宮久見子君 まず、かんがい施設の維

持管理、地元負担率について再質問させていただ

きます。 

 十分な協議が必要なのはわかりますが、平成３

０年から事業が実施されようとしています。時間

がありません。早急な条例改正や特別措置をとる

ことは考えられませんか。 

 次に、地域づくり交付金事業の中で、地域内分

権についてお伺いします。 

 今後、地域内分権について、新たな活動や取り

組みはどのように考えておられますか。 

 以上、２点、再質問させていただきます。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 宇都宮議員からの再質問

で、来年度からの事業着手に向けて地元負担率の

検討は急がれると、西予市県営土地改良分担金徴

収条例の改正が必要ではないかというお尋ねにつ

きましてご答弁を申し上げます。 

 農業用水利施設保全合理化事業につきまして

は、来年度から明浜地区において測量設計及び一

部対策工事に着手することから、今年度中の事業

計画書確定にあわせ、地元負担率も決定をしなけ

ればなりません。 

 先ほどご答弁申し上げましたが、今後行う予定

の明浜、三瓶両地区の土地改良区及び各ブロック

など受益者の皆様と、本事業推進やこれからの継

続的な維持管理に向けた検討などを重ねて、市と

しては平成３０年度の当初予算編成時において検

討結果を踏まえた対応をしてまいりたいと考えて

おります。 

 また、条例改正につきましては、他事業との関

係もありまして、補助残を市と地元が２分の１ず

つ負担するという現条例を改正する予定はござい

ません。 

 ただし、負担率の軽減についての検討を行った

結果、本事業の地元負担率を軽減するということ

になった場合には、現時点では条例の運用の中で

可能と考えておりまして、今後の市の方針決定

と、議会の予算議決をもって対応できるものと判

断しております。 

 しかしながら、今後、ため池整備における防災

上の観点での廃止や改修、あるいは土地改良法等

の一部改正に伴う農地中間管理機構と連携した新

事業の創設によりまして、地元負担の軽減が必要

な場合も想定されますので、その際には分担金条

例の改正も必要になる場合もあると考えておりま

す。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 再質問２点目の地域内の分権

について、今後の新たな活動、あるいは取り組み

はどのように考えているかというご質問をいただ

きました。 

 西予市内の地域内分権につきましては、広域な

西予市でございまして、西予市のまちづくりにと

64



 

っては必要な手段というふうに考えているところ

でございます。したがいまして、今後とも分権改

革を進めていくつもりでございます。そのように

進めたいというふうに考えております。 

 進めていく上で、地域拠点のあり方でありまし

たり、また、権限移譲の調整が出てまいりました

り、また、財源、人材の確保の問題、地域性の違

い等々多様な課題がその中に存在しているという

ふうに思いますけれども、それを乗り越えていく

必要がございます。 

 今年度、庁舎内部でそのことを検討する小規模

多機能自治活動拠点施設の検討委員会を立ち上げ

ております。また、組織機構検討委員会等で協議

を重ねてまいりまして、住民が主役となれる分権

改革、今後とも進めていきたいというふうに考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長 宇都宮久見子君。 

○１番宇都宮久見子君 水利施設整備事業、機能

保全対策事業は、かんきつ農家の方がこれからも

経営を続けていくために非常に大切な事業です。

ミカン県愛媛県人の誇りとしてかんきつ経営の継

承は非常に重要となります。条例では、特別な理

由により市長の権限で決定することができると記

載されておりますので、今後期待しております。 

 地域づくり交付金に対しては、非常に精力的に

取り組まれている方や地域があることも事実で

す。意欲のない地域を見捨てることなく、今後も

っと地域の方の思いが形となること、手上げのな

い地域があることや地域によっての温度差が解消

するよう努力していただきたいと思います。 

 以上で質問を終わります。 

○議長 暫時休憩いたします。（休憩 午前９時

５８分） 

○議長 再開いたします。（再開 午前１０時１

０分） 

 次に、１６番兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 改めましておはようございま

す。 

 ただいま議長の許可をいただきましたので、一

般質問に入らせていただきます。 

 まずは、８月３０日の９月定例会冒頭におきま

して、管家市長のほうから、また昨日は小玉忠重

議員の一般質問にありましたように、野村町出身

の人形浄瑠璃文楽人形遣いの吉田和生さんが人間

国宝に認定されましたこと、心よりお喜び申し上

げたいと思います。 

 また、いずれ認定を受けられました後には、西

予市内において文楽を開いていただけたらと思い

ますので、行政の方にもよろしくお願いしたいと

思います。 

 それでは、きょうの一般質問について３項目に

わたりまして質問をさせていただきます。公共交

通について、それから異常気象について、ふるさ

と納税についてをしたいと思います。 

 まず、公共交通の交通弱者についてであります

が、この定義は、一般的には子どもや高齢者、身

体障害者とされています。なぜこの方々が交通弱

者なのか、それは法律や身体的理由によって、車

を運転することができないと考えられておりま

す。 

 自治体は住民のために保障しなければならない

最低限度の生活基準、これシビル・ミニマムと言

われますが、これを交通弱者の高齢者に例を挙げ

ますと３点ばかりあろうかと思います。 

 まずは、１つは通院などの生存にかかわる交

通、２つ目が買い物や訪問などの生活にかかわる

交通、３点目がレクリエーション等の趣味や娯楽

など生活の潤いのあるゆとりにかかわる交通など

に挙げられると思います。 

 最近高齢者の交通事故がふえておりますが、高

速道路の逆走や、アクセルとブレーキの踏み間違

いなどがあり、よくニュースに聞いております。 

 警察庁の報道によりますと、２０１５年度に７

５歳以上のドライバーによる死亡事故は１０万人

当たり９．６件、これが７５歳未満になりますと

４．０件、２倍を超えておるという数字が出てお

ります。また、７５歳以上の免許保有者は、２０

０５年度が２３６万人、２０１５年度４７７万人

に増加しておりますが、これが団塊の世代による

２０２５年にはかなりの数にふえることと予想さ

れております。 

 このようなことから、ことしの３月、７５歳以

上の運転者への認知機能検査を強化する改正道路

交通法が施行されたところですが、県内の死亡事

故は８月２９日現在で５３名に上っております。

そのうち６５歳以上の高齢者が３２名、約６割で

す。その中で、３２名中７５歳以上の後期高齢者

の方が２５名いらっしゃいます。約８割に及んで

おります。 
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 西予署管内においても、これ７月１９日までの

交通死亡事故死は５名でありますが、そのうち３

名が高齢者であるわけですが、警察としてはパト

ロール強化など、できる限り取り組んでいるとこ

ろですが、行政はこれをどう捉えているのか伺い

ます。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいま兵頭議員のほうから

交通弱者の交通事故等に対するご質問をいただき

ました。 

 西予市におきましては、西予警察署を初めとし

まして、西予交通安全協会、そして安全運転管理

者協議会、また交通指導員等各機関、そして団体

による連携をもって、年間を通じまして、さまざ

まな機会を通じまして、交通事故防止の啓発活動

を行っております。 

 しかしながら、ただいま議員ご指摘のとおり、

西予市内におきまして、本年１月から交通事故に

より５名の方がとうとい命をなくされております

し、現時点においての交通事故死亡者数は既に昨

年１年間と同数というふうなことになっておりま

す。 

 高齢化の進展に伴いまして、交通事故に占める

高齢者の割合というふうなものも増加をしており

ます。 

 昨年の西予市内における交通事故のうち、高齢

者に関係する事故というのは６０％を占めている

ということでございます。市といたしましても、

交通弱者と言われます高齢者、また子ども等に対

する交通事故の抑止対策、喫緊の課題というふう

に捉えているところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 行政のほうも、それは十分認

識しているということでございますが、この５３

名、８月２９日現在ですが、８月１１日の段階で

交通死亡事故死者が５０名になりました。県警や

自治体の目標である交通死亡事故抑止アンダー５

０は、これ５年連続達成できなかったということ

で、県警のほうでも８月２１日から８月３１日ま

で、緊急対策として取り締りを行っているところ

でございますが、今後行政としても死亡事故ゼロ

達成のためにどう取り組んでいくのかお伺いしま

す。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいま交通死亡事故ゼロへ

の取り組みはというご質問をいただきました。 

 交通死亡事故抑止アンダー５０の取り組みは、

愛媛県が目標として掲げ、県民一体となって推進

をしておる取り組みでございます。市といたしま

しては、交通死亡事故ゼロへの対策として、毎年

春と夏に実施されます全国交通安全運動の期間

中、関係機関とともに市内各所において、職員に

よる一斉街頭指導を行っております。運転者及び

歩行者への交通安全意識の高揚を図っているとこ

ろでございます。 

 また、不定期ではありますけれども、年に数

回、西予警察署からの依頼を受けまして、ドライ

バーとか、あるいは自転車の利用者、高齢者に早

目のライトの点灯であったり、反射材用品の着用

などを呼びかける交通安全人の輪作戦に参加を

し、朝夕の通勤時における交通事故多発時間帯に

街頭指導を実施をしまして、さらなる交通安全啓

発活動を行っているところでございます。 

 そのほか、市の職員を対象とした交通安全推進

研修を毎年実施をしておりまして、安全運転に対

する職員の意識啓発にも努めているところでござ

います。 

 一方、交通安全の施設なんですけれども、交通

安全協会と連携をとりまして、交通危険箇所の把

握に努め、カーブミラー、ガードレール等の設置

を初めとした施設の整備、これも随時実施をして

いるところでございます。 

 今後におきましても、ハード面、そしてソフト

面、両面で関係機関、そして団体と一体となった

継続的かつ積極的な運動を展開していきたいとい

うふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 交通安全死亡事故抑止のため

にも、今ほど宗部長が言われましたような対策、

それと私、以前から気になったんですが、やはり

自転車に乗られる方のヘルメット着用が全くまだ

進んでいないというか普及していないという思い

もあります。ぜひそこら辺を行政指導のもと、小

学生はある程度着用率が高いと思いますけれど、

高校生、中学生になると、少しずつ、ふだんの、

通学のときはいいんですけど、ふだんのときにや

られていないのかなというふうな思いがあります

ので、またそこら辺も指導のほどお願いしたらと
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思います。 

 また、次の質問ですが、このようなことで、高

齢者の免許自主返納がふえております。免許返納

率、東京が５．０％、大阪５．４１、全国平均が

２．７７と、これ都会のほうが多く返納率が高い

という数字が出ておりますが、愛媛では３．０

６、これもちょっと高いんかなとは思いますけ

ど、地方に比べて都会のほうが鉄道などの車にか

わる交通機関が進んでいることが原因ではないか

と思います。 

 西予署での免許証自主返納者は、平成２８年が

１９６名、２９年度は、これ見込みの予定ですが

２３５名、そのうち約７割の方が返納者に料金割

引などの優待サービスが受けられる運転経歴証明

書を申請されており、約３割の方は申請されてお

りません。原因はこれわかりませんけど、免許自

主返納手続には運転経歴証明書発行のための手数

料と写真が必要でありますが、この負担軽減のた

めの補助は出せないのか伺いたいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまのご質問、運転免許

自主返納者に対する運転経歴証明書発行時点の経

費の削減というか経費を少なくする補助はできな

いのかという質問でございますけれども、ただい

まご指摘いただきましたように、運転経歴証明書

発行には１，０００円の手数料、そして写真が要

るというふうなことを聞いております。行政から

の補助につきましては、本制度の主体が警察機関

でありますことから、これまで市としては補助は

していないという状況でございました。本人の自

己負担というふうなことでありますけれども。 

 しかし運転免許証の自主返納の負担軽減という

観点、そして今後、道路交通法等の改正によりま

して、増加も見込まれるということであります。

他の自治体の事例等を参考にしながら、検討して

まいりたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 これ、地域によっては１，０

００円ですけど、半分の５００円とかいうところ

もあるみたいです。ぜひ検討のほどをお願いした

らと思います。 

 次に、返納者に料金割引などの優待サービスを

行う西予市に本拠を置くのが２１事業者と、それ

以外に銀行、フジ、それからハタダなどがありま

すが、商工会、西予警察署、交通安全協会などと

連携してふやしていく対策はとっているのか伺い

たいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 免許返納者へのサービス、割

引サービスなどをどう考えているかというご質問

でありますけれども、この運転免許自主返納支援

制度というものは、全国的にさまざまなサービス

が現在展開をされているということを聞いており

ます。 

 西予市内におきましても、先ほど議員ご指摘の

とおり、２８の事業所、また団体が各種の割引、

また割引券の贈呈等をしていただいておりまし

て、本制度のご協力をいただいているところでご

ざいます。 

 今後の取り組みといたしまして、西予警察署と

連携をし、いろいろな機会で本制度の趣旨をさら

に周知をしていくとともに、引き続き西予市商工

会等にご協力をお願いいたしまして、今後より多

くの事業者の協賛をいただけるように進めてまい

りたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 交通事故を防ぐために高齢者

が免許自主返納をされておるわけですから、それ

に対しての行政としての前向きな取り組みを今後

ともお願いしたらと思っております。 

 先ほど申しました法律や身体的理由によって、

車を運転することができなければ、なぜ交通弱者

となるかということでありますが、車を運転でき

なくても車にかわる代替交通手段があるならば、

交通弱者とは言えないのではないかと思います。

高齢化加速化が進む中で、地域の足の維持は公共

バスの努力だけに委ねる問題ではなく、交通弱者

は単なる交通問題だけではなく、福祉問題でもあ

ると考えますが、理事者の考えを伺います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまの交通弱者問題は、

単なる交通問題ではなく福祉の問題ではというご

質問をいただきました。 

 議員ご指摘のとおり、交通弱者問題は、まさに

福祉の問題でもあると認識をしているところでご

ざいます。 

 現在、西予市においては、７０歳以上の市民の

方を対象に、高齢者路線バス利用助成事業を実施
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をしております。これは市内の公共路線バスを利

用した場合に、運賃が半額となる助成券を発行

し、高齢者の買い物、また通院などを支援してい

るところでございますけれども、運転免許証を返

納したことにより、交通手段がなくなった場合

は、高齢者にとって極端に不便になってくるとい

う状況も考えられます。 

 また、車の運転ができなくなることによりまし

て、外出の機会が減少してまいりますと、身体的

にも、また精神的にも影響が及ぶことが予想され

ます。地域における介護予防の取り組みにつきま

しても重要となってこようかと考えております。 

 さまざまな地域における介護予防に関する話し

合いの中で、地域において外出支援の取り組みが

できないかといった話題も最近頻繁に出てきてい

る状況だと感じております。 

 福祉政策として、どのような交通弱者対策がで

きるのか、今後の重要課題と考えておりますの

で、関係部署と連携をして、検討してまいりたい

というふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 ただいま宗部長のほうから介

護予防、それから福祉政策にも絡むという発言が

ありました。 

 確かに交通弱者、移動の確保には、労働、教

育、生活、ゆとり、医療といった問題が全て絡ん

だ社会問題として議論すべきだと思っておりま

す。 

 ただいまの現在の交通網ですが、一応市内はく

まなくカバーできているという私も解釈はしてお

ります。ただ、市民からは便数や時間帯などの不

満の声をよく耳にすることがあります。 

 せんだっての愛媛新聞に、国交省でタクシーに

鉄道やバスの定期券のような定額乗り放題制度を

導入の方針というのがありました。これは車がな

いと外出が難しい地域でも、新たな交通手段とし

て利用されるようになると思います。 

 このように国のほうも、道路交通法の規制の一

部を緩和するとか特例を設けるというようなこと

で実証実験を進めるというようなことになってお

ります。 

 西予市でも、今年度から地域公共交通網形成計

画、新おでかけせいよ５年計画を策定しておると

ころでございますが、１０年２０年先を見詰めた

公共交通網を考えるならば、担当部局で運行して

おりますバスなどを１部局で総括、運営し、民間

公共バスも含めた管理体制を組み、これからの人

口減や財政上の問題を勘案しながら、公共交通網

を根本的に急がなければと思いますが、理事者の

考えを伺います。 

○議長 河野副市長。 

○河野副市長 ただいまのご質問についてお答え

をいたします。 

 少しこれまでの西予市の公共交通の取り組みに

ついてもご紹介させていただきたいと思いますの

で、少し長くなりますが、ご了解をいただきたい

と思います。 

 西予市では、本市が取り組んでいる人口減少や

少子高齢化に対応したまちづくり施策と連携し

た、公共交通網の形成を目指していくために、

今、議員言っていただきました、いつまでも暮ら

していける西予を支える交通システム、新おでか

けせいよの確立を基本理念とした西予市地域公共

交通網形成計画を平成２９年３月に策定し、５カ

年計画で今年度より実施をしているところでござ

います。 

 本市が運行するバスにつきましては、以前は合

併前の形態を受け継いだ形で運行していたことか

ら、本庁の高齢福祉課、野村、城川の総務課、野

村、城川の保健福祉課など、さまざまな部局が管

理する異なる種類のバスが同じ区間を運行するな

ど、公共交通網が一体的でなく、非効率となって

おりました。そのため、これまでそれぞれの部局

で所管運行をしておりました一般市民が利用でき

るバス、すなわち地域公共交通バスにつきまして

は、廃止代替バスを除き、それらを生活交通バス

として集約して、昨年の平成２８年度からまちづ

くり推進課で一元管理のもと運行を行っていると

ころでございます。 

 そのほか、西予市では、住民の足として予約制

のデマンド乗り合いタクシーのほか、民間の宇和

島バスが運行をして、住民の足を構えているとこ

ろでございますが、また、そのほか児童生徒のた

めのスクールバスや保育園児のための保育園児送

迎バス、そして温泉利用者のための温泉施設巡回

バスがございますが、これはそれぞれの目的のた

め自家用無償運行でありますので、これについて

は各部局での管理となっております。 

 それぞれの地域の特性や実情に合わせて、これ
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らを効率よく運行することで、大切な移動手段で

ある公共交通の不便な地域を解消し、市民の皆さ

んが買い物や通院など不自由なく安全に生活がお

くれるような公共交通体系の構築を目指していく

ため、先般、兵頭議員も傍聴していただきました

けれども、西予市地域公共交通活性化協議会にお

いて、公共交通の運行内容等について協議を行っ

ているところでございます。 

 この協議会は、運行事業者、各種団体長、四国

運輸局愛媛支局、西予警察署、市や県の担当部局

の職員などのメンバーで構成をしております。 

 公共交通に対するご要望への対応や運行内容の

見直しなどにつきましては、この西予市地域公共

交通活性化協議会だけではなく、それぞれの地域

で開催をいたしております地域協議会においても

広くご意見を伺いながら協議し、地域の皆様と一

緒に、より利用しやすい公共交通体系をつくって

いくことを目的として、実際実施をしているとこ

ろでございます。 

 合併後、懸案事項でありました民間事業者が撤

退したことによる西予市の交通空白地帯をなくす

という所期の目的にやっと到達をしたばかりでご

ざいますので、まだまだ課題が多く残っているこ

とは承知をしております。 

 今後も地域の皆様や運行事業者の声を聞きなが

ら、関係部局との連携をより密にして、１０年２

０年先を見据えた中での公共交通網の整備を行っ

て、充実させていきたいと、そのように考えてお

りますので、今後ともご指導のほどよろしくお願

いいたします。 

 以上、答弁といたします。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 この地域公共交通、確立でき

れば、これにこしたことはございませんが、１年

でも早くそういう方向に向かって努力をしていた

だいたらと思います。 

 私もあと２年ほどしたら６５歳になります。高

齢者の部類に入りますので、免許証の返納もいず

れ近いと思いますが、できるだけ免許返納がスム

ーズにいきますように、公共交通の充実をよろし

くお願いしたらと思います。 

 続きまして、時間もありませんので、異常気象

についてお伺いいたします。 

 近年の想定外の豪雨被害が続出しております

が、３年前、ちょうど８月、広島豪雨で７７名の

方が亡くなられました。ちょうど２カ月前です

が、７月５日には北九州豪雨が発生し、１時間１

００ミリを超える雨量が数時間に及び、大規模な

山崩れや川の氾濫が続出し、大災害が発生したと

ころであります。福岡、大分両県で３６名のとう

とい犠牲者が亡くなられ、まだいまだに５名の行

方不明者がいらっしゃるということで、昨夜ちょ

うどＮＨＫのニュースでも取り上げられて、「２

カ月たった今」ということで放送がありました。

いまだに手つかずの集落もあるということで、ま

た一日も早い復旧復興を願っておるところでござ

います。 

 また、７月３１日に内子町で１時間当たり１０

１ミリの、１時間だけでしたけど集中豪雨があっ

たということで、このようにいつどこで集中豪雨

が発生してもおかしくなく、西予市で発生した場

合、中山間地が多く、北九州豪雨の被害では、地

域の避難所に避難するにも避難できない状況があ

ったと報告がありました。 

 このような局地的集中豪雨が発生した場合の市

の避難指示などの対策をお伺いします。 

○議長 管家市長。 

○管家市長 ただいま兵頭議員からのご質問にあ

りました局地的集中豪雨が発生した場合、市の避

難指示などの対策についてのご質問にお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 私も昨日、ＮＨＫの放送を見ました。本当に手

つかず、その集落へ行くまでも途中で車をおり

て、そして何キロも歩かなければいけないという

実態、現地に行くと、そこに大木が横たわり、災

害を受けたままの状態であるという姿を見まし

て、本当に大変であるし、一日も早い復旧復興を

願っております。 

 そういう気持ちをしましたし、西予市に置きか

えた場合、そういうことも本当に起こるというこ

と、そういうことを考えながら取り組まなければ

いけないということを改めて感じた次第でござい

ます。 

 今、議員も言われましたけれども、７月の九州

の北部の豪雨を初め記録的な大雨というものが毎

年毎年報道されますし、現実に起こっておりま

す。まちを襲う集中豪雨や一部の局地的な大雨に

よる甚大な被害が発生しておりまして、その対策

が急務となっております。 

 １つには、その対策には河川や水路等の平常時
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からの適切な維持管理というもの、それに加え、

河床掘削や護岸工事等のハード対策、それのみな

らずハザードマップ等防災情報の提供等によりソ

フト対策や、それを活用した住民の皆さんの自助

等を組み合わせた総合的な対策が必要であります

が、災害発生時には何よりも身を守る行動、早目

の安全対策により被害を最小限に抑えることが求

められております。 

 市といたしましては、まずは情報をできるだけ

早く把握をいたしまして、早目の避難を行うた

め、気象庁による１時間先までの予想降水量、今

後予想される気象状況や土砂災害警戒情報などの

さまざまな防災気象情報の確認及び気象台とのホ

ットラインを活用し、河川水位の観測等により早

目早目の対応に心がけております。 

 ご指摘のありました避難準備情報、高齢者等避

難開始、避難勧告、避難指示、これらの発令は災

害対策基本法によりまして、首長が実施責任者と

なる旨定められており、首長の責任において発令

するものであります。それをいつ判断するかにつ

きましては、災害の種類や状況等によって、さま

ざまではありますけれども、災害対策本部に参集

しています市幹部と協議を行い、私が発令するこ

ととなっております。 

 昨今の豪雨災害等による被害を見るに、迫りく

る自然災害の危険への対応、被災後は人々の暮ら

しの復旧復興に当たる責任、これらは全て法的に

も、実態的にも、第一義的に市長が負うことにな

ります。 

 首長はその覚悟を持ち、みずからを磨かなけれ

ばなりません。危機に際して行う意思決定につい

ても、結果的には被害のない空振りを恐れずに発

令しなければならないと強く感じているところで

ございます。 

 一方、行政にも限界があることを日ごろから市

民の皆様にお知らせをし、みずからの命はみずか

らの判断でみずから守る覚悟も求めておくことが

必要であるとも感じております。 

 今年度初めに、新たな市の総合防災マップを全

戸配付いたしました。自分の住んでいる地域で

は、どんな危険が潜んでいるのか、多くの市民の

皆さんに意識を持ってごらんいただきたい、その

ように考えております。 

 今後とも市民の皆様の安全安心が確保できるよ

う、関係機関とさらなる連携を強めてまいりたい

と考えておりますので、ご理解、ご協力をお願い

をいたしまして、私の答弁とさせていただきま

す。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 ただいま市長さんのほうか

ら、本当に力強い意見をいただきました。全くこ

れは首長の判断するところが多いかと思います。 

 そういった中で、やはり市長さんも言われまし

たように、市民の自助努力、これも不可欠だと思

います。そういった中で、各地区に自主防災組織

があり、それぞれの避難場所、避難計画を作成し

ておりますが、今ほど申しましたように、１時間

に１００ミリを超えるような長時間の豪雨があっ

た場合に、集落単位で避難計画をつくっておりま

すが、これを行政も含めた再度の避難計画が要る

のではないかと思いますが、この判断をお伺いし

たいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまのご質問、集落単位

の避難計画はということでございますけれども、

その必要性を十分感じているところでございま

す。 

 東日本大震災におきましては、自助、共助及び

公助が合わさって、初めて大規模災害の対策がう

まく働くことが強く認識をされまして、その教訓

を踏まえて、平成２５年の災害対策基本法の改正

では、自助及び共助に関する規定が幾つか追加を

されております。 

 その際、地域コミュニティにおける共助による

防災活動の推進の観点から、市町村内の一定の地

区の居住者及び事業者が行う自発的な防災活動に

関する地区防災計画制度というものが新たに創設

をされました。この計画の中で、避難計画につい

ても求められているところでございます。 

 西予市におきましても、海岸部では積極的な津

波避難訓練等が実施されておりますけれども、ま

だこの地区防災計画を策定をされているところは

ないのが現状でございます。 

 この地区防災計画を策定をする目的は、地域防

災力を高めて、地域コミュニティを維持活性化す

ることでございまして、そのために地区住民等が

協力をして活動体制を構築をし、災害時には誰

が、何を、どれだけ、どのようにすべきか等につ

いて規定することが重要となってまいります。 

 また、内容としましては、計画の対象である範
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囲だったり、活動体制、避難のこと、訓練のこ

と、物資及び資材の備蓄、また相互の支援等、各

地区の特性に応じて、地区住民の方々によって行

われる防災活動が想定をされますので、自主防災

組織での作成が有効であろうというふうに考えて

いるところでございます。 

 国からも、既にもうガイドラインも示されてお

ります。また、今年度から愛媛県消防学校、地域

防災リーダー養成講座にも防災士、そして自主防

災組織のリーダーを対象としました地区防災計画

策定コースというふうなものが組まれておりまし

て、早速西予市からも４名の防災士の方が受講予

定というふうになっております。 

 防災士等の皆様の力もお借りをしながら、地区

防災計画の作成を推進をしていきたいというふう

に考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 地区防災計画、これをまた推

進していただいて、この養成リーダー、全くこれ

を地域でそれぞれ手を挙げてやっていただいてい

る方も存じておりますが、こういった方が少しで

もふえれば、それなりに地域の防災力も上がって

くるのだと思っております。ぜひその推進もよろ

しくお願いしたらと思います。 

 今ほどの市長さんの答弁にちらっとありました

が、気象庁の予報士の話をちょっと伺いたいと思

います。 

 実は７月２２、２３日の秋田豪雨では、１，４

００棟の半壊や浸水などの被害がありましたが、

犠牲者は１人も出なかったということで報道があ

りました。 

 雨が降ったのが平野地に集中した、それから土

砂崩れの数が少なかったということで、氾濫した

川の水位上昇にも時間がかかったなどが原因と見

られておりますが、もう一つ、気象予報士と各市

町村の首長さんが携帯のホットラインでつながっ

ており、避難勧告がスムーズに発表されたとお聞

きしました。愛媛県下でもこのような取り組みが

あるのかをお伺いしたいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまのご質問の気象予報

士と市長とのホットラインはあるのかというご質

問でございますけれども、愛媛県下におきまして

は、平成２６年度から市町の防災担当者が直接松

山地方気象台の担当気象予報士へ問い合わせがで

きる気象台ホットラインを構築をしております。

職員への参集の指示や、あるいは避難準備情報等

の発令の参考にさせていただいておるところでご

ざいます。 

 また、特別警報の発令のおそれがある等の状況

に応じて、松山気象台の管理職から該当市町の災

害対策本部へ、また、気象台長から災害対策本部

に参集している市長へ、直接情報提供をいただく

連絡体制ができているところでございます。 

 今後、より実効性を高めるために、気象台長が

みずから頻繁に市長を、首長を訪問し、顔の見え

る関係を構築をして、市町における気象台の取り

組みへのニーズ等を図り、連携を強化する旨の通

知も既にいただいておるところでございまして、

今後ともその強化を図っていきたいというふうに

考えているところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 まだ、直接はホットラインで

つながっていないが、防災担当と直接つながって

いるということで、今後ともまた直接話しするの

と又聞きで聞くのとはまた違うという思いもあり

ます。ぜひ顔の見える化が進められて、早くて正

確な情報が直接首長に入るというシステムづくり

に取り組んでいただけたらと思います。 

 次に、昨日の新聞に消防庁の話題が出ておりま

した。豪雨浸水があった場合、消防隊員による救

助体制を強化するため、安全で効率的な手順や必

要な機材を盛り込んだ全国統一のマニュアルを来

年春までに作成し、対応力の底上げを目指すとあ

りました。 

 その中に、情報収集に役立つ小型無人機ドロー

ンや水害対策車を配備する計画も盛り込まれてい

るとありましたが、これは恐らく消防援助隊とし

ての登録されておる消防署ですので、西予消防署

にはまだ来ないと思いますけど、西予市でもドロ

ーンを本庁林業課に１基購入しておりますが、こ

れはやはり災害時に活用できるということから、

できたら各支所に配備するか、または民間で所有

しているドローンを活用する必要があると思いま

すが、その考えはあるかお伺いしたいと思いま

す。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまドローンの活用につ
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いてのご質問をいただきました。 

 昨年の１２月の議会で、宇都宮久見子議員から

もドローンにつきましてのご質問をいただいてい

たところでございます。西予市におきましても、

先ほどございましたように、林業分野において、

林道災害の災害状況確認や写真撮影を目的に、平

成２７年度に導入をしておるところでございま

す。 

 また、災害時の活用につきましては。昨年６月

に発生をしました宇和町でのため池災害におきま

しても、上空からの被害の状況の撮影、現場の資

料としての活用実績もございます。 

 今後、災害状況の把握とか、あるいは山間部、

また海岸部での行方不明者の捜索等への活用が想

定をされるところでもございます。 

 さらには、農業分野、また観光分野、広くその

活用が有効に活用できるというふうなことが実証

されているところでもございます。 

 西予市内においては、西予ＣＡＴＶでも１台購

入されているということでありますし、また、県

内土木事務所にも１台配備される予定というふう

なことも聞いております。 

 その必要性については、もう十分理解ができる

ところではございます。現在、西予市が進めてお

ります市の災害対策マネジメント構築事業、３年

間計画で進めておりますけれども、その中で、非

常時優先業務の中で、そういった資器材が必要で

あるかどうか等の検討も今後していきたいという

ふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 ご存じのように、ドローンは

今、いうたら配達にも使えるような時代になって

おりますし、これからますます発展していくもの

と思っております。ぜひこのドローンの有効利用

を、そのかわり操作する方も要りますので、いき

なりとはいけないと思いますけれども、ぜひ前向

きの検討をお願いしたらと思います。 

 最後になりますが、ふるさと納税についてお伺

いしたいと思います。 

 総務省の発表によりますと、２０１６年度のふ

るさと納税は、前年比１．７倍の２，８４４億

円、過去最高となっております。また、利用者も

２２５万人と前年の１２９万人の約１．７倍、こ

れを総人口で割りますと、約１５％ということ

で、まだまだふるさと納税の伸びしろがあるので

はないかと思っております。 

 ふるさと納税が始まった２００８年が寄附額８

１億円でした。２０１５年度から約２倍、寄附額

の上限が２倍に引き上げられ、寄附先が５つの自

治体までなら確定申告が要らないワンストップ特

例が始まった効果などによって、また、自治体に

よっては高額な返礼品、換金可能な返礼品を備え

て、寄附金の５割近い調達費をかけていた自治体

もあり、総務省から３割を上限とする通知が出た

ところで、これを各自治体とも遵守することにな

ったようでございますが、この自治体が横並びに

なったということで、地元特産品を活用した商品

開発の取り組みで、地場産業を発展させるよいチ

ャンスだと思っております。 

 また、８月４日の第３次安倍内閣で新しく総務

大臣に就任しました野田聖子氏のインタビュー

で、ふるさと納税の返礼品が過熱していること

に、行き過ぎた返礼品があったというが、地場産

業、農林水産業の需用を生んでいる。一罰百戒の

ような形で寄附増額の流れをとめるのは問題で、

地域活性化に一役かっているとの発言がありまし

た。 

 市長も公約の中に、ふるさと納税に力を入れて

いくとよく言われていますが、どのような方向で

進めていくのかをお伺いします。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまふるさと納税につい

てのご質問をいただきました。 

 昨年度、西予市でふるさと納税は３，０６４万

８，０００円ございました。ことしの７月現在で

７１１万１，０００円の寄附を既にいただいてい

るところでございます。 

 ふるさと納税推進に対する取り組みにつきまし

ては、寄附を通じまして、西予市を応援していた

だく方をふやして、財源の確保を図るとともに、

寄附者への多くの市内の特産品を返礼品として贈

呈することで、市内事業者における販路の拡大、

また、生産性の向上、地域経済の活性化に寄与す

る取り組みを行っているところでございます。 

 また、寄附件数、寄附額の増加を図るために、

市外で開催をされますふるさと会や物販等におき

ましてチラシを配布するなど、ＰＲを実施してお

ります。 

 また、市ホームページ、ポータルサイト、ＳＮ
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Ｓを活用して情報発信をしているところでござい

ます。 

 ふるさと納税につきましては、先般、総務省よ

り寄附に対する返礼率や返礼品について規制する

内容が、先ほど議員ご指摘のとおりございまし

た。その範囲内で事業を推進し、また、寄附申請

窓口の拡大であったり、また手続の簡素化を図っ

たり、さらなる寄附の増額と市内産品のＰＲに努

めていきたいと考えているところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 ふるさと納税、これからも一

息つくのではという思いもありますが、先ほど申

しましたように、日本人全体でいいますと１５％

程度ということでございます。まだ伸びしろがあ

ると思います。 

 そういったことで、地元特産品を活用した３割

を上限とした返礼品を、これから地元産品を使っ

た商品開発の取り組みを伺いたいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまご質問いただきまし

た３割を上限にということで、どういう今後の取

り組みをするかということでございますけれど

も、西予市では、総務省から先ほどございました

ように、返礼率、上限３割の通知をいただいてい

る以前から、返礼率を３割として設定をしている

ところであります。 

 今年度より、さらなる地元特産品等のＰＲ及び

販売促進、産業振興、地域経済の活性化を図るこ

とを目的としまして、寄附者に贈呈をします商品

の提供やサービス等の返礼品の公募を実施をして

いるということでございます。 

 公募があった市内特産品につきましては、ふる

さと納税特産品等選定委員会設置要綱というふう

なものをつくっておりまして、そこで審査をし

て、返礼品として一定の基準を満たした産品のみ

ふるさと納税の返礼品として取り扱うというふう

なことで進めております。 

 これまで２回の公募を行いました。昨年度は７

１品目の返礼品がありましたけれども、ことしは

既に１０９品目というふうに返礼品の総数が増加

をしております。 

 また、今後、残り２回の公募によりまして、さ

らにその返礼品の種目はふえてくるというふうに

考えておりまして、これがふるさと納税の増額に

つながるように努めていきたいというふうに考え

ております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 時間も差し迫りましたので、

次、３番と４番の寄附金の使い道、特に市長にお

任せでは、どのような事業に使ったのかお伺いし

ます。 

 また、個人住民税、これは都会のほうでは減額

になっております。西予市ではどの程度の減額に

なっておるのかお知らせ願います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまのご質問の１点目、

寄附金の使い道でございますけれども、この寄附

金につきましては、寄附をもらった次の年度の事

業費に充当することとしておりまして、寄附金を

振り分ける分野としましては、第２次西予市総合

計画の基本計画を含めた６分野でございます。 

 昨年度の寄附金は、本年度の８つの事業に充当

しておりまして、寄附金を振り分ける分野の内容

と実績といたしましては、観光振興や農業水産業

支援などの事業がある仕事づくりに７３万２，０

００円、子育て支援、そして医療、福祉分野の事

業があるひとづくりに１，３３２万９，０００

円、そしてジオパークの推進、移住定住促進など

の事業があるまちづくりに３７２万円、公共施

設、財政等の改革分野の事業がある行財政に１０

０万円、市長にお任せについては、ふるさと納税

推進事業と地域おこし協力隊事業に１，０９６万

７，０００円を充当しております。また、今年度

より新たに旧町を選択し、旧町独自の事業に充当

できるまちの応援という分野を創設をしていると

ころでございます。 

 次に、個人住民税の減収額でございますけれど

も、市民の方がふるさと納税を行ったことに伴い

まして、寄附金控除対象となった方は２２３人で

あり、平成２９年度の個人住民税の減収額は９１

６万８，０００円となっております。内訳は市民

税が５５０万１，０００円、県民税が３６６万

７，０００円となっております。 

 ２８年度のふるさと納税寄附歳入額が３，０６

４万８，０００円ございます。西予市としまして

は、２，５１４万７，０００円の増収ということ

になろうかと思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 
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○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 これが最後の答弁になろうか

と思いますので、企業版ふるさと納税についてを

お伺いしたいと思います。 

 これは、ふるさと納税とは違って、自治体の活

性化事業に寄附した企業の税負担を軽減する目的

だと聞いておりますが、西予市においても、せい

よジオエンジェルプロジェクトを認定を受けてお

りますが、この具体的な取り組みと進捗状況、さ

らに、次の企業版ふるさと納税を利用した新たな

取り組みがあるのかをお伺いしたいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 企業版ふるさと納税のご質問

をいただきました。 

 この事業は、国において税制面から地方創生の

取り組みを応援する地方創生応援税制、いわゆる

企業版ふるさと納税が平成２８年度から始まって

おります。 

 この制度は、個人のふるさと納税とは違いまし

て、地方公共団体が実施する地方創生プロジェク

トに対して、地方を応援したい企業が寄附を行っ

て、寄附を行った企業の法人住民税、法人事業

税、また法人税の合計のうち、寄附額の３割を税

額控除するという優遇措置を受けることができる

ものでございます。 

 これによりまして、地方公共団体としまして

は、財源が確保されることで事業実施が容易とな

る、企業にとっては税負担の軽減が図られるとと

もに、地方創生に貢献することで、企業のイメー

ジアップにつながると。両者にとって効果の大き

い制度となっております。 

 西予市におきましては、早くから企業版ふるさ

と納税に着手をしまして、平成２９年３月２８日

付で愛媛県で初めてとなる地方再生計画が認定さ

れました。 

 内容は先ほど議員ご指摘のとおり、子育て支援

策を中心として、事業名称としては大地の子～ジ

オエンジェルプロジェクト～というものでござい

ます。 

 この中に具体的に２つの事業に対して寄附を募

るという内容となっておりまして、１つは、子育

て応援交付事業でございまして、子育ての経済的

負担を軽減することを目的に、満１歳に満たない

乳児に対し月額３，０００円、最高３万６，００

０円を支給するものでございます。 

 もう一つは、西予市産材で制作する木のおもち

ゃを出産祝い金として贈呈する木育事業でござい

ます。心身に優しい木のおもちゃを贈呈すること

で、乳幼児から木に触れ合える、暖かくて西予市

らしい暮らしの環境を整えることを目的としてお

ります。 

 この２つの事業の実績に対して、西予市外に本

社機能がある企業から寄附を募ることが可能とな

っております。 

 今年度のこの事業は、約１，５００万円程度の

事業費を見込んでおりまして、現在２社から寄附

の依頼を受け付けているところでございます。 

 次に、この制度を利用して新たな取り組みはと

いうことでございますけれども、現在のところは

まだ未定であります。この事業は、これまで地方

交付税で再配分をしていた税金を都市部で活躍す

る企業が過疎で疲弊する地方を直接応援すること

ができる事業でございます。 

 今後の推進につきましては、企業が支援したい

というふうに思っていただけるような事業計画の

策定と、企業への情報発信によるマッチングが必

要でありますことから、各課が持っております事

務事業の見直しを図ること、あわせまして、都市

部企業とかかわる機会を多く持って、企業版ふる

さと納税の周知に努めたいというふうに考えてお

ります。 

 なお、議員の皆様におかれましては、都市部企

業とのつながりを持たれておられる方もあるので

はないかと思います。ぜひとも企業版ふるさと納

税の周知にご協力をいただいたらというふうに思

っております。 

 以上で、答弁を終わりたいと思います。 

○議長 兵頭学君。 

○１６番兵頭学君 ありがとうございました。 

 今、もう時間が過ぎましたので、最後に、９月

３０日に開幕します愛顔でつなぐえひめ国体と、

１０月２８日から始まる全国障害者スポーツ大会

の成功を祈念いたしまして、私の一般質問を終わ

らせていただきます。 

○議長 暫時休憩いたします。（休憩 午前１１

時１４分） 

○議長 再開いたします。（再開 午前１１時２

５分） 

 次に、９番竹﨑幸仁君。 

○９番竹﨑幸仁君 議席番号９番竹﨑幸仁です。 
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 議長より発言の許可を得ましたので、通告書に

従い、会議規則申し合わせ事項に従って、分割質

問により３点の質問を行います。 

 最初の質問からです。この問題は、昨年の１２

月にも一般質問をしましたが、その後、具体的な

取り組みはどうなったのかを伺いたい。 

 再度確認しますが、まずは場所の悪さでありま

す。確かに設置場所は宇和町郷内だが、三瓶町民

の水源池のすぐ上流に設置されていることは大き

な問題であり、大半の三瓶町民の飲料水として利

用されている水源池の上流に設置されていること

は、危険極まりないことと認識されて当然と考え

ます。 

 しかも設置場所そのものは、急峻地での造成地

だけに、崩落の危険度も高い場所でもあります。

現実問題として、江戸時代の終わりごろや、さき

の大戦中に、大雨による大崩落があったと記録や

写真にも残されています。 

 また、三瓶、明浜地区の海岸部の特徴として、

夏場の日中は海風、夜間は山風となり、冬場の北

西の風や夏場の日中の風は宇和盆地に吹き渡って

いくのです。この風に乗って、悪臭とともに、人

体に悪影響を及ぼすダイオキシン類は、宇和側に

も大量に運ばれることになり、山林や田畑に振り

まかれたダイオキシン類は、降雨により下流の野

村ダムに蓄積され、やがては南予用水として各地

に届けられることになります。 

 このように、産業廃棄物処理施設は三瓶町民だ

けでなく、宇和町民や西予市民全体、そして南予

地方全体に大変な悪影響をもたらす可能性が高い

ものだといえます。 

 確かに産業廃棄物の処理施設は我が国にとって

は必要不可欠な施設の１つであります。ですが、

西予市の場合は、設置された場所が悪過ぎるし、

施設のレベルも低過ぎます。万一このまま稼働し

続けた場合の危険性については、前回１２月に質

問し、具体的な対応についての返答があったので

安心してはいますが、その後、水路の遮断工事の

継続はどうなっているのかを、まず伺いたい。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 竹﨑議員のお尋ねにお答え

をしたいと思います。 

 まず、処理施設周辺の工事状況と今後の取り組

みについてお答えをしたいと思います。 

 ご質問にありましたとおり、処理施設の存続に

対する三瓶住民の皆様のご心配につきましては、

市といたしましても十分理解をしているところで

ございます。 

 まず、市道の路面排水の不良による側溝工事の

状況についてお答えをいたします。 

 施設等への水の流入防止対策につきましては、

住民の不安解消のため、三瓶隧道から県道に至る

までの道路側溝の改修を平成２７年度から取り組

んでおります。平成２７年度には、県道宇和三瓶

線から処理施設に至るまでの間、延長４４７．６

メートルの改修、２８年度には、施設山側の延長

１６６．６メートル、２９年度には、２８年度か

らの継続で延長１４５メートルの改修工事を現在

行っており、平成２９年９月２９日で一連の工事

が完了する予定となっております。全長では７５

９．２メートルの改修工事となります。 

 道路側溝につきましては、本来、路上にたまっ

た雨水を適切に排水処理するとともに、道路に隣

接する土地等へ雨水を侵入させないことを目的に

設置されているものであります。 

 しかしながら、施工区間においては、側溝断面

と排出先の不足により、雨水が施設等へ流入する

など排出機能が不足しておりましたが、今回の工

事により雨水が適切に処理されることから、道路

に隣接する施設等へ流入することはなくなるもの

と思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 竹﨑幸仁君。 

○９番竹﨑幸仁君 ただいまの答弁によります

と、はっきり言いますと、工場側には水が入らな

くなると解釈してよろしいですね。お答え願いま

す。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 竹﨑議員、お見込みのとお

りでございます。 

○議長 竹﨑幸仁君。 

○９番竹﨑幸仁君 わかりました。一言言うと安

心しました。 

 この約４年半にわたる産廃問題は、多数の関係

者のさまざまな努力により、産廃施設が一昨年の

秋からとまった状態にあるため、三瓶町民として

も一市民としても、今のところは心から安堵して

います。 

 廃炉等がベストだとは思いますが、とりあえず

この今の状況がずっと続くよう、市民の安心安全
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を守る西予市として、今後も継続した取り組みを

お願いいたしたい。答弁は要りません。 

 さて、２学期が始まり、市内ではよいスタート

が切られていると伺いますが、全国では休み明け

に不幸な出来事が数例起こっています。現在の教

育問題の中で、いじめ問題と不登校問題は、国民

や県民の大きな課題として大きくクローズアップ

されています。 

 中でもいじめ問題は深刻な事態を招くことさえ

あるのです。市内の小・中学校では、いじめ問題

への対応に力を入れ、未然防止と起きたときの対

応を中心に、誠心誠意取り組んでいると聞いてい

ます。確かに未然防止が一番であり、いじめ問題

の発生をとめることがベストではありますが、そ

れでも発生しているのが現実であるため、起きた

ときの対応にも重点を置いているとのことであり

ます。 

 愛媛県の公立学校のいじめ認知件数が２０１５

年度は２，６１１件と発表されています。２０１

４年度は１，８９７件、２０１３年度までの３年

間の平均値が約７００件程度であります。 

 このように増加傾向を示している現状に驚きを

禁じ得ませんが、西予市内のいじめ問題の認知件

数と県内、全国の件数を聞きたいと思います。 

 次に、不登校問題について伺います。 

 ２０１６年１０月、文部科学省の公開した数字

は、小学校は２万７，５８１人、中学校が９万

８，４２８人で、合計１２万６，００９人です。

高校は４万９，５９１人の報告がありますので、

合計すると１７万５，６００人の不登校生がいる

ことになります。この数字は年間３０日以上の長

欠者の数字であるため、不登校傾向を示している

児童生徒数を含めると、かなりの数に膨れ上がる

ものと思われます。 

 ちなみに、９０日以上の欠席者は１２万６，０

０９人のうち７万２，３２４人であり、年間１０

日以下の出席者は１万３，２６４人、出席の全く

ない者は４，４０２人と掲載されています。 

 全国の数字はそれとして、愛媛県と西予市の不

登校の実数を聞きたいと思います。 

 以上です。 

○議長 松川教育部長。 

○松川教育部長 市内小・中学校におけるいじめ

及び不登校問題の現状についてのご質問でござい

ますが、まずいじめ問題に関しましてご答弁を申

し上げます。 

 西予市内の小・中学校におけるいじめの認知件

数は、平成２５年度までの３カ年間の平均は、１

３．７件となっております。平成２６年度はと申

しますと１９件、そして平成２７年度は２１件と

なっております。 

 愛媛県内の状況につきましては、議員ご質問の

中で触れていただいたところでありますが、全国

の国立、公立、私立小・中学校におけるいじめの

認知件数はと申しますと、平成２５年度までの３

カ年間の平均は１５万１，３８１件であり、平成

２６年度は１７万５，７０５件、平成２７年度は

２１万１，１９４件となっております。 

 いじめは、たとえ１件であってもあってはなら

ない行為でありますが、あえていまほどご答弁申

し上げました認知件数を児童生徒１，０００人当

たりに置きかえまして、全国集計の最新のデータ

であります平成２７年度の件数で比較しますと、

全国平均では２１．１件、愛媛県は２４．０件、

西予市は７．８件という状況であります。 

 なお、全国の集計は、その年度の件数を次年度

の１０月ごろに速報値として、そして年が明けま

して２月３月ごろに確定値として発表されるた

め、平成２７年度の件数が最新の数字となってお

ります。 

 また、件数が年度ごとに増加傾向になっている

ことにつきましては、平成２５年度から文部科学

省より調査に際していじめを積極的に認知するよ

うに周知がなされ、認知が初期段階や極めて短期

間で解決した件数も対象となりまして、学校が積

極的な認知を進めた結果も大きな要因であると考

えております。 

 次に、愛媛県と西予市における不登校の児童生

徒の人数についてのご質問がございました。 

 全国や県の集計結果は、いじめの調査と同様

に、その年度の件数は次年度の１０月以降に公表

されます。したがいまして、平成２７年度が最新

の人数となりますが、全国の状況につきまして

は、議員が申されましたので割愛させていただき

ますが、愛媛県の国立、公立、私立全ての小・中

学校の不登校、つまり年間３０日以上欠席をした

児童生徒の人数は、小学校が１８６人、中学校が

９６１人、合計で１，１４７人であります。その

うち西予市の不登校の人数は、小学校が１人、中

学校が１１人で、合計１２人となっております。 
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 ちなみに、愛媛県では、９０日以上の欠席者は

７３８人であり、年間１０日以下の出席者は１７

２人、出席の全くない者は５８人であります。そ

のうち西予市におきましては、９０日以上の欠席

者は９人であり、年間１０日以下の出席者、また

出席の全くない児童生徒はいないという状況とな

っております。 

 いじめ問題と同様に、児童生徒１，０００人当

たりに置きかえて比較してみますと、全国平均で

は１２．６人、愛媛県では１０．７人、西予市は

４．４人という状況でございます。 

 各学校におきましては、日ごろより家庭、児童

生徒との連絡を密にし、信頼関係の構築、強化に

努めているとともに、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーの協力を得まして、悩

み相談や適切な指導、助言を行うなどをしており

ます。 

 さらに、各学校、子育て支援課、南予子ども・

女性支援センターなどが連携して、ケース会議を

開きまして、該当児童生徒及び家庭への支援を行

なったり、未然防止や対応について、事例をもと

にした校内研修を行うなどしているという現状で

ございます。 

 西予市内小・中学校におけるいじめの認知件

数、不登校の児童生徒の数はともに全国平均、そ

して愛媛県平均より低いという状況ではあります

が、認知しているいじめ問題がある、また不登校

の児童生徒がいるというのが実態でございます。 

 今後におきましても、いじめ、そして不登校と

もに１件でも、一人でも減らせるよう、また生じ

ないよう、学校と家庭との連携はもちろんのこ

と、地域、そして関係機関が一丸となって取り組

まなければならないと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 竹﨑幸仁君。 

○９番竹﨑幸仁君 一般的に不登校の要因といい

ますと、幾つか事例が、その文科省の資料にも挙

げられています。最も多いのが不安の傾向があ

る、これが３０．６％、無気力の傾向がある、３

０．２％、学校における人間関係に課題を抱えて

いる、１７．２％と続いています。 

 先ほど答弁いただいた速報値と確定値との多少

の差はありましたものの、西予市は少ないとの現

状を知り安堵しています。 

 被害者を守ることは当然のことであります。何

としても徹底して守る、これはもう文科省の方針

のとおりです。ただ、私も過去の乏しい経験から

申し上げるとすると、やはり現実の問題として、

加害者のケアがないと、繰り返してしまうわけで

す。 

 そこの加害者のケアについては、私たち西予市

の教育委員会、そしてもちろん学校現場、緊密な

連携をとっていただいて、先ほど一部ご紹介しま

した要因等を除去するための事例研修をさらに充

実させていただいて、いじめや不登校の数を一人

でも減らしていただけるよう、そして何よりも子

どもたちが学校は楽しいと語ってくれるよう、今

まで以上に学校現場との連携を深め、今後とも精

いっぱい努力していただきたいと考えます。答弁

は無用です。 

 ３点目行きます。昨年の１２月にも質問したの

ですが、今回も追加としての同様の質問を行いま

す。 

 三瓶町は路線バスの利便性から他市の病院へ行

く傾向が強い現状があります。特に町内の北地

区、南地区の通院者は、西予市民病院への直通バ

スがないため、東地区の営業所で一度降車し、新

たに乗りかえるしかありません。これでは、仮に

西予市民病院を利用したいと思っていても、便数

の少ない不便なほうは使わないというのが当然だ

と考えられます。 

 数年前に新築された高齢者に優しいと言われて

いるすばらしい病院の利用者促進を図るために

も、この問題に真剣に向き合っていただきたい

と、このように前回は質問させていただきまし

た。 

 ことしの三瓶町内の周木地区での市民の方々と

の意見交換会では、地域の診療所でも西予市民病

院を紹介していただくんですが、直通バスのない

現状では、足のない高齢者は不便で仕方がない、

そういう理由で他の地域を選んでいるという訴え

に近い声が上がりました。その際、１本でも２本

でもよいので直通バスを強く希望しますと訴えら

れてもいます。 

 現実に自家用車の運転できない、自家用車を手

放した高齢者の方々にとって、高額なタクシーを

毎回利用することは経済的にも大変であります。

その方々は必然的に、路線バスに頼るしかありま

せん。 

 繰り返しになりますが、路線バスの利便性が悪
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い現状では、隣接市の総合病院を利用するほう

が、直通で便利であるし、便数も多いので、隣接

市の病院を選んでも仕方がないと語られると、こ

れ以上の説得はできなくなります。 

 三瓶町二及地区のある高齢者の方が、運転する

ことに身の危険を感じられ、ことしからバスで通

院されています。その方がいみじくもおっしゃい

ました。利用してみると、バス便の不便さに驚か

される、乗りかえの不便さとバス便の少なさには

本当に困っていると強く訴えられました。その方

は、西予市民病院のお二人の医師の名前を上げら

れ、西予市民病院だけが頼りなのだと、病院への

感謝の言葉を述べられるとともに、路線バスの早

急な対応を熱望されました。本当にお気の毒で申

しわけない気持ちでいっぱいになりました。 

 昨年の１２月以降の路線バスへの対応につい

て、いま一度確認したいと思います。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいま竹﨑議員から、西予

市民病院への直通バスがない状況についてのご質

問をいただきました。市内を走ります地域公共交

通に関しましては、各路線でさまざまなご要望を

いただいておる状況でございます。 

 ご質問のありました周木、下泊方面から路線バ

スを利用して西予市民病院へ行くためには、質問

の中でご指摘いただきましたとおり、八幡浜方面

行きのバスに乗った後、三瓶営業所で宇和方面行

きのバスに乗りかえる必要があり、利用者にとっ

ては大変ご不便をおかけしているところでござい

ます。 

 また、乗りかえの際には、短い便で３分、長い

便では５０分弱の待ち時間がございまして、時間

帯によりましては、通院、そして通学などにおい

て、非常に利用しづらい状況でございます。 

 市としましても、この状況を改善するために、

周木、下泊方面から乗り継ぎなしで宇和方面へ向

かう直通便の運行を強く望んでいるところでもご

ざいます。 

 しかしながら、前回、お答えいたしましたとお

り、周木～八幡浜市民病院線と下泊～八幡浜市民

病院線のこの２路線につきましては。現在、国庫

補助路線となって、補助を受けておりまして、路

線を集約してしまいますと、１日当たりの輸送量

が１５人を下回るということが考えられまして、

その国庫補助の要件を欠くことが推測をされまし

て、現在、２路線合わせまして６８３万円ほどの

補助金が受けられなくなるというふうな状況が続

いております。 

 したがいまして、路線の集約につきましては、

１日当たりの輸送量が１５人を下回る、国庫補助

要件を欠くことになった場合において実施するこ

とが適当というふうに考えておりまして、その際

には運行事業者であります宇和島自動車や隣接を

します八幡浜市との協議の上、より利用しやすい

公共交通を確保したいというふうに考えておりま

す。 

 三瓶～歴史博物館線につきましては、現在、１

日５便の運行でございますけれども、平成２８年

度では約１万５，０００人の利用がございまし

た。少しずつ利用者は増加をしているという状況

でございます。この５便につきましては、十分な

便数とはなっていないというふうに考えておりま

すけれども、１日平均に直しますと４１人、バス

１台に対して４人程度の利用という状況でもござ

います。現在の需要においてはやむを得ない便数

と見ているところでございます。 

 現在、この路線の利用状況等を調査の上、通院

や通学などに適した時間帯の便から乗り継ぎの際

の待ち時間をできるだけ少なくできるように、宇

和島自動車と協議を行っている状況でございま

す。 

 調整ができましたら、速やかに運行時刻の変更

を行いまして、地域間を結ぶ路線の結節を整える

ことで、市内公共交通の一体性を確保しまして、

目的地までの輸送の充実を図っていきたいと考え

ておりますので、ご理解を賜りたいというふうに

思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 竹﨑幸仁君。 

○９番竹﨑幸仁君 あれこれ困難な課題が山積し

ているということは十分理解できましたが、困っ

ている方々が現実におられるというこの現状を、

これを放置するわけにはいかないと思うんです。

市民一人一人の安心安全、快適な生活のできる西

予市を確立するためにも、西予市民病院の利用者

数の増加のためにも、やはり１本でも２本でも直

通バスを強く希望するといった地域住民の心から

の叫びをしっかりと受けとめていただいたらと考

えます。答弁は無用とします。 

 今後の対応に期待して一般質問を終わります。 

78



 

○議長 以上で一般質問を終結といたします。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午前１１時５４

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後１時００

分） 

  （日程２） 

○議長 次に、日程第２、発議第３号「西予市決

算審査特別委員会の設置について」を議題といた

します。 

 お諮りいたします。 

 本案については、１９名の委員で構成する西予

市決算審査特別委員会を設置し、審査が終了する

まで継続存置することとし、閉会中においても継

続審査することにしたいと思いますが、これにご

異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって、本案につ

いては１９名の委員で構成する西予市決算審査特

別委員会を設置し、審査が終了するまで継続存置

することとし、閉会中においても継続審査するこ

とに決定いたしました。 

 次に、選任第４号「西予市決算審査特別委員会

委員の選任について」を議題といたします。 

 本案については、委員会条例第８条第１項の規

定により、西予市決算審査特別委員会委員に１番

宇都宮久見子君、２番信宮徹也君、３番宇都宮俊

文君、４番加藤美香君、５番中村一雅君、６番河

野清一君、７番佐藤恒夫君、８番山本英明君、９

番竹﨑幸仁君、１０番小玉忠重君、１１番源正樹

君、１２番井関陽一君、１３番菊池純一君、１４

番中村敬治君、１５番二宮一朗君、１６番兵頭学

君、１７番小野正昭君、１９番森川一義君、２１

番酒井宇之吉君をそれぞれ指名いたします。 

 ただいま選任されました西予市決算審査特別委

員会委員の諸君は直ちに委員会を開催の上、委員

長、副委員長を互選し、議長へ報告願います。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午後１時０３

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後１時１８

分） 

 西予市決算審査特別委員会の委員長、副委員長

の互選結果について報告いたします。 

 西予市決算審査特別委員会委員長に源正樹君、

副委員長に小玉忠重君、以上のとおりでありま

す。 

 次に、議案順に質疑を行いますが、質疑の内容

は大綱のみに願います。 

  （日程３） 

○議長 日程第３、議案第６８号「西予市教職員

宿舎条例の一部を改正する条例制定について」か

ら、議案第７４号「西予市消防団員の報酬及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定に

ついて」までの７件を一括議題といたします。 

 これより本案７件に対する一括質疑を行いま

す。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程４） 

○議長 次に、日程第４、議案第７５号「平成２

９年度西予市一般会計補正予算（第４号）」を議

題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 １４番中村敬治君。 

○１４番中村敬治君 補正予算書の１４ページで

ございますが、２点について質問させていただき

ます。 

 まず、１４ページの中の右端に、事業概要とい

うところがございますので、そこを見ながら見て

いただければと思います。 

 まず、旧宇和病院跡地の用地造成についてお尋

ねいたします。 

 この２段目のところに、老人福祉施設整備事業

７６１万５，０００円と、これは以前からの説明

で聞いているところでは約４，２００平米ほどあ

るらしいんですが、地域密着型の特別養護老人ホ

ームができると聞いております。そしてまた、こ

の事業概要の一番下の欄に、保育所等施設整備事

業というのがございまして、３，６３５万６，０

００円とありますけれども、これはこのうちに旧

宇和病院跡地に認定こども園が面積約４，４００

平米ぐらい、これに対してこの３，６００万円の

中に８１２万６，０００円ほどの事業費が含まれ

ておるということで、合計４，４００平米ほどの

土地造成ということで、今回追加補正で１，５７

４万１，０００円が計上されているようでござい

ます。 

 これは聞くところによりますと、ここの８月３

０日の議員全員協議会で配信していただきました

認定こども園の資料を見ますと、用地造成の工法
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変更に伴い、事業費が増額となりましたよと。こ

れはことしの３月の議会で、福祉施設整備事業

（用地造成費等負担金）ということで、予算が

２，５１７万５，０００円可決されておるわけで

すけれども、これを６割ほど増額して、合計４，

０９１万６，０００円となるわけですけれども、

現地を見てみますと、両施設の用地は、同じ高さ

でかさ上げされておりまして、約８．６００平米

ほどの広い広い運動場のような土地ができて、１

枚の広い敷地となっております。既に完成してお

るわけでございますが。 

 この広いかさ上げで、土留めブロック積みなん

かもできておりまして、現地を見ますと、のり長

が４メートルほどもあろうという非常に高い部分

もありまして、隣接する道路と非常に大変高低差

がついてしまっているところもございます。 

 そういうことで、なぜ両施設の地盤高をこの広

い広い１枚の高さにかさ上げして造成する必要が

あったのか、ほかに方法はなかったのかなと、経

費節減のですね。そういうことについて、まず１

点目にお尋ねしたいと思います。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 お手元のほうに図面がない

ので、詳しい状況はまた後ほど説明させていただ

きますが、今回は１枚にしなければならなかった

理由ということで、郷団地の擁壁があります。こ

の郷団地の擁壁の一番下のもとの高さに合わせて

造成するというようなことで、正面から見て右左

の高低差がやっと水がちょろちょろ流れるぐらい

の高低差しかなく、もとの一番高いとこを基準に

造成をしたものであります。 

 それから、どうして１面かということになりま

すと、下に計画しております次の図書館の予定地

になっておりますが、そことのつながりで、上を

２段の高さ、認定こども園側は１メートル、それ

と地域密着型は４メートルというふうにすると、

段の段差ができて景観上悪いんかなということ

と、今後の図書館の計画に同じ高さでなければ、

また不都合があったらいけないというようなこと

も配慮したことが１点です。 

 そして２点目は、ちょうどこの運営をしていた

だく社会福祉法人が、西予総合福祉会になるわけ

ですけど、同じ法人の中で、老人と子どもたちが

集う、そして寝たきりの老人が子どもの声を聞い

たり遊ぶ姿を見て和むようなことを想定されてお

りますので、１つの高さ、同じ高さの造成をした

ものでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 １４番中村敬治君。 

○１４番中村敬治君 今の説明では、複合施設と

いいますか社会教育施設というか、図書館のほう

は既にでき上がっておるこの広い８，６００平米

ほどとは段差が既にかなりついておりまして、そ

ういう図書館とは同じレベルには到底ならないと

思います、先ほどの説明ではですね。一緒の高さ

ということを説明されましたけれども、到底なる

ような状況ではございません。 

 ですから、あくまでも認定こども園のほうを切

り土して、老人福祉施設のほうの４，２００平米

ほどのほうへ持っていくということで、この説明

では当初４，２００立方メートルほどの切り土を

して、認定こども園側をですね。そして老人福祉

施設側の４，４００平米のほうへ４，２００立米

ぐらい移動さすことによって、フラットな地形を

つくるというようなことだったんだろうと思いま

す。 

 ですから、郷団地側の切り土が、今の説明では

土留めブロックが基礎が浅いから、多分そうなっ

たんだろうと思いますが、切り土をしないという

ような話でございましたけれども、そんなものは

当初の計画段階から調査をしておれば、ブロック

の基礎がそんなに入っていないというのは常識的

にわかるわけで、そこを切り土をすることで郷団

地側の山留めブロックが不安定になると、これは

当然誰が考えたってわかる話で。 

 ですから、いろいろ急ぐということで急ぎつけ

焼き刃でいろいろ設計されて、仕事、委託、成果

品を受け取られたというような、そしてそれをそ

のまま発注したと。やってみたらいろいろ問題が

出てきたと。これではいけないというような話で

なかろうかと思うんですよ。 

 ですから、先ほど言いました補正予算の説明資

料では、用地造成については、施設の運営主体と

なる社会福祉施設法人、西予総合福祉会にて実施

しと書いてあるわけですが、つまり西予総合福祉

会に土木の技術職員もいないし、土地造成の発注

をされておるようですけれども、そういうこと自

体が、こういうような状態を招いたんじゃなかろ

うかという気が、そして完成するのにはおぼつか

ないからということで、急遽こういう補正を後づ
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けで計上せざるを得ないというようなことで。 

 今後、こういうような、十分設計内容を委託す

れば、設計内容を審査できる部門が発注し、そし

てまた、それを受け取る以前、設計協議の段階で

十分協議していただかないと、急ぐといっても行

き当たりばったりと、こういうようなことになっ

てしまいますので、こういうことにならないよう

に、これはやはり西予市民にとっては子育て支援

の拠点、そして老人福祉の拠点ということで、非

常に皆さん注目されていると思いますので、こう

いうドタバタ劇の中で、国、県、そういうものの

補助の期限とかいろいろあろうと思いますので、

その辺もあったんだろうと思いますけれども、や

はり西予市が市自体が発注し、土木の職員がしっ

かりチェックしていただいて、そしてその辺、出

たものをそのままうのみにするというようなこと

のないような形で、しっかりと市民の期待に応え

るようにしていただけたらと思います。これは要

望でございますが。 

 続いて、２番目の質問ですが、こういう２つの

大きな施設ができるわけですけれども、今後整備

のスケジュールとか、また施設の規模、市民への

サービスの内容、そういうものについてわかる範

囲でご説明いただけたらと思います。よろしくお

願いします。 

○議長 酒井生活福祉部長。 

○酒井生活福祉部長 先ほどの件、十分今後は気

をつけてやりたいと思っております。 

 その上で、両施設の今現在の状況でございます

が、７月中に入札が行われ、請負業者が決定した

ところでございます。そして８月には合同で起工

式を行いました。 

 それで、認定こども園につきましては、来年４

月開所予定で予定をしております。それと地域密

着型特別養護老人ホームのほうは、３月に開所し

なければならないことになっております。２つの

施設ともに２月中旬を工期として完成する予定で

ございます。 

 この認定こども園につきましては、うわまち南

保育園とうわまち東保育園のそれぞれ９０名９０

名定員の１８０名の定員と、認定こども園にする

ための幼稚園部分を１０名足した１９０名の認定

こども園となる予定です。その中には、小学校の

生徒が使う学童保育も入ってきますので、今、宇

和小校区でも満員になって、ちょっとなかなか大

変になっておる部分を解消できるものと思われま

す。 

 それから、地域密着型の特別養護老人ホームに

ついては、名前のとおり、西予市の住民しか入れ

ない施設となってございます。定員につきまして

は２９名でございまして、１１月ごろから募集が

始まるのではなかろうかと予想されております

が、これも施設の入所を希望されて待っておられ

る方の緩和になると期待をしているところでござ

います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 ほかにありませんか。 

 １２番井関陽一君。 

○１２番井関陽一君 １６ページ、６款１項４目

の意欲ある愛媛の畜産担い手応援事業でございま

すが、これの県支出金も入っているようでござい

ますけれども、県も一緒に補助していただくとい

うことで大変うれしいことではございますが、こ

の内容的なものが施設整備費と家畜の導入という

ことになっておるんですけれども、大体どういう

ことに使われる予定になっているのか、お聞かせ

願いたいと思います。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 井関議員のご質問にお答え

をいたします。 

 この事業は、県が意欲ある担い手が取り組む収

益力向上のための施設整備、先ほど申されました

ように、施設の整備とか、家畜の導入を支援する

事業でございます。２カ年計画で実施するもので

ございまして、畜産クラスター協議会に対して補

助するものでございます。 

 県のクラスター計画の承認を得ることが条件と

なりますが、今回は市内では３つのクラスター協

議会が承認を受けているところでございます。東

宇和畜産クラスター協議会、それから南予畜産ク

ラスター協議会、伊賀上肉用牛クラスター協議会

の３協議会でございます。 

 内容については、いろいろございますが、先ほ

ど申しました施設整備とか畜産の導入でございま

して、東宇和畜産協議会の内容といたしまして

は、大野ヶ原育成牧場、それから野村エコセンタ

ーでの事業、それから農家が取り組む牛舎の搾乳

施設、ホイルローダーなど１７事業でございま

す。 

 南予畜産クラスター協議会では、豚舎、堆肥舎
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の新設、改修、種豚の導入、フォークリフトなど

１４事業でございます。 

 伊賀上肉用クラスター協議会では、堆肥撹拌混

合機、それからフォークリフトなど３事業となっ

てございます。 

 以上でございます。 

○議長 ほかにありませんか。 

 １５番二宮一朗君。 

○１５番二宮一朗君 今の予算書の次のページの

１７ページなんですけれども、林業振興費、有害

鳥獣捕獲対策事業８４５万９，０００円について

お伺いをしたいなと思います。 

 説明書を見ますと、通年実施のためというふう

な説明がありました。鳥獣被害は全国的にも大変

苦慮している事業なんで、本当にいいことだなと

思うんですけれども、ただ受け入れのほうですよ

ね、受け入れのししの里せいよが指定管理がかわ

りまして、ほわいとファームさんがやっていただ

くようになって、まだ期間は短いんですけれど

も、これは受け入れのほうの今の状況はどうなの

かと。通年になってたくさん捕獲できるのはいい

んですけれども、受け入れはどうなのかというの

がちょっと心配なところもあるんですけれども、

数は別に構いませんが、特に問題はないのかどう

かというところだけ知りたいなと思いまして質問

させていただきました。 

○議長 山岡産業建設部長。 

○山岡産業建設部長 二宮議員のご質問にお答え

をしたいと思います。 

 手元に細かい資料はちょっと持ち合わせしてお

りませんので、正確な数字は申し上げられません

けれども、指定管理を始めて以降、今のところ順

調に進んでいるというところでございます。 

○議長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程５） 

○議長 次に、日程第５、議案第７６号「平成２

９年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補

正予算（第１号）」から議案第８３号「平成２９

年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）」までの８件を一括議題といたします。 

 これより本案８件に対する一括質疑を行いま

す。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程６） 

○議長 次に、日程第６、認定第１号「平成２８

年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」を議題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程７） 

○議長 次に、日程第７、認定第２号「平成２８

年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」から認定第１３号「平成２８年度西予市

野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につい

て」までの１２件を一括議題といたします。 

 これより本案１２件に対する一括質疑を行いま

す。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 ただいま議題となっております議案１６件及び

認定１３件については、お手元に配付いたしてお

ります常任委員会付託表及び特別委員会付託表の

とおり、各委員会に付託いたします。 

 各常任委員会及び特別委員会においては、各議

案について十分に審査を行い、各常任委員会につ

いては最終日の本会議において、特別委員会につ

いては第４回定例会初日の本会議において、委員

会審査の経過と結果について、各委員長の報告を

求めることといたします。 

 以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

 ９月２０日は午後２時から会議を開きます。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

  散会 午後１時４１分 
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       平成２９年第３回西予市議会定例会会議録（第４号） 

１．招 集 年 月 日 平成２９年９月２０日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 平成２９年９月２０日 

          午後 ２時００分 

１．閉     会 平成２９年９月２０日 

          午後 ３時２４分 

１．出 席 議 員        

    １番  宇都宮 久見子 

    ２番  信 宮 徹 也 

    ３番  宇都宮 俊 文 

    ４番  加 藤 美 香 

    ５番  中 村 一 雅 

    ６番  河 野 清 一 

    ７番  佐 藤 恒 夫 

    ８番  山 本 英 明 

    ９番  竹 﨑 幸 仁 

   １０番  小 玉 忠 重 

   １１番  源   正 樹 

   １２番  井 関 陽 一 

   １３番  菊 池 純 一 

   １４番  中 村 敬 治 

   １５番  二 宮 一 朗 

   １６番  兵 頭   学 

   １７番  小 野 正 昭 

   １８番  宇都宮 明 宏 

   １９番  森 川 一 義 

   ２０番  藤 井 朝 廣 

   ２１番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

    な  し 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

   市     長  管 家 一 夫 

   副  市  長  河 野 敏 雅 

   教  育  長  保 木 俊 司 

   総務企画部長  宗   正 弘 
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   事 務 局 長  道 山 升 文 
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      議  事  日  程 

 １ 議案第 ６８号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ６９号 西予市社会体育施設条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７０号 西予市宇和文化の里条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７１号 西予市保育所条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７２号 西予市浄化槽市町村整備

推進事業条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７３号 西予市消防団条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７４号 西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般

会計補正予算（第４号） 

   議案第 ７６号 平成２９年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ７７号 平成２９年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ７８号 平成２９年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ７９号 平成２９年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８０号 平成２９年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ８１号 平成２９年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第１号） 

   議案第 ８２号 平成２９年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８３号 平成２９年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

 

追加 

 １ 議案第 ８５号 卯之町「はちのじ」まち

づくり整備事業の特定事

業契約について 

 ２ 発議第  ４号 「道路整備事業に係る国

の財政上の特別措置に関

する法律」における補助

率等の嵩上げ措置の継続

に関する意見書（案）の

提出について 

 ３ 発議第  ５号 「全国森林環境税」の創

設に関する意見書（案）

の提出について 

 ４         議員派遣の件について 
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本日の会議に付した事件 

 １ 議案第 ６８号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ６９号 西予市社会体育施設条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７０号 西予市宇和文化の里条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７１号 西予市保育所条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７２号 西予市浄化槽市町村整備

推進事業条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７３号 西予市消防団条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７４号 西予市消防団員の報酬及

び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例制

定について 

   議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般

会計補正予算（第４号） 

   議案第 ７６号 平成２９年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ７７号 平成２９年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ７８号 平成２９年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ７９号 平成２９年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８０号 平成２９年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ８１号 平成２９年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第１号） 

   議案第 ８２号 平成２９年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ８３号 平成２９年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第２号） 

 

追加 

 １ 議案第 ８５号 卯之町「はちのじ」まち

づくり整備事業の特定事

業契約について 

 ２ 発議第  ４号 「道路整備事業に係る国

の財政上の特別措置に関

する法律」における補助

率等の嵩上げ措置の継続

に関する意見書（案）の

提出について 

 ３ 発議第  ５号 「全国森林環境税」の創

設に関する意見書（案）

の提出について 

 ４         議員派遣の件について 
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  開議 午後２時００分 

○議長 ただいまの出席議員は２１名でありま

す。これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配信のとおりであ

ります。 

  （日程１） 

○議長 日程第１、議案第６８号「西予市教職員

宿舎条例の一部を改正する条例制定について」か

ら、議案第８３号「平成２９年度西予市簡易水道

事業特別会計補正予算（第２号）」までの１６件

を一括議題といたします。 

 各委員会における審査の経過と結果について、

各委員長の報告を求めます。 

 まず、総務常任委員会委員長菊池純一君の報告

を求めます。 

 菊池純一君。 

○菊池純一総務常任委員長 総務常任委員会審査

報告。 

去る９月６日の本会議において当委員会に付託

されました議案７件について、９月１１日に審査

を行いましたので、報告いたします。 

審査の結果は、お手元に配信の委員会報告書の

とおりであり、議案７件はいずれも原案どおり可

決決定いたしました。 

その中から、主なものを抜粋して報告いたしま

す。 

議案第６８号、教育総務課所管の「西予市教職

員宿舎条例の一部を改正する条例制定について」

では、大野ヶ原の教職員宿舎は戸数５戸となって

いるが、現在実際に住まわれているのは何戸かと

の質疑があり、現在５戸のうち３戸に教員が入居

しており、冬場にもう１戸、教員が入居する予定

であるとの答弁でした。 

議案第７３号、消防総務課所管の「西予市消防

団条例の一部を改正する条例制定について」及び

議案第７４号「西予市消防団員の報酬及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例制定につい

て」では、昼間の消防力を確保するための「活動

特化型の機能別消防団員」で、職員を当てにして

いるということだが、どういった職員を対象とし

ているかとの質疑があり、現在の想定では、支所

の職員の有志を集めて１５人程度の消防隊を結成

しようと考えている。１５人の中の既に消防団に

加入している方については、重複して任用するこ

とはないが、加入していない方については、機能

別消防団員の特化型として任用して、１５人全員

が消防団活動として昼間の活動をしていただくと

いう想定であるとの答弁があり、また、１５人と

いうことだが、資料では３０人となっているが、

３０人の確保が職員でできるのかと思うのだが、

いかがかとの質疑に対し、３０人の内訳について

は、野村、宇和については常備消防があり、いち

早く現場に駆けつけることができるが、城川、明

浜においては常備消防の消防隊はないため、明

浜、城川について、まずは機能別消防団員の特化

型を創設しようというものであるとの答弁があり

ました。 

さらに、３０人という数が確保できるのかとい

う点はどうか、また、城川と明浜両方で３０人と

考えていいのかとの質疑があり、３０人の確保は

ほぼ想定済みであり、城川と明浜で３０人の予定

であるとの答弁がありました。 

次に、トータルとしては団員が１４３人減とな

ると、退職金等々のことがあり、１４３人減るこ

とによってかなりの金額が変わるのかとの質疑に

対し、１４３人分の積み立てはしなくていいこと

になるため、１４３人掛ける約２万円の減額が見

込めるとの答弁がありました。 

次に議案第７５号「平成２９年度西予市一般会

計補正予算（第４号）」の総務常任委員会所管分

について、抜粋して報告します。 

財政課所管分の財政調整基金事業では、財政調

整基金の過去５年くらいの動きを説明してもらい

たい、また、算定がえになって、今からどんどん

交付税が減っていく中で、この財調が減ってくる

ことが予測されているが、平成３１年度に合併特

例債がなくなった後の財調の動きをどのように予

測されているか、説明願いたいとの質疑があり、

平成２６年度期末で３６億８，４２７万円、平成

２７年度期末は４３億６８７万円、平成２８年度

期末は４８億３，０９２万円となっている。ま

た、平成３１年度の合併特例期限の満了に伴い、

それ以降については、有利な財源を借りることが

できなくなるため、相当の事業を行うためには財

政調整基金、その他の目的基金を充当して実施し

ていく必要がある。今後も大型事業が幾つか続い

ており、今年度以降においても一般財源で対応し

なければならない事業も継続的に控えている。し

たがって、概算ではあるが、当面は少なくとも４

億円から５億円程度は財政調整基金を投入してい
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かざるを得ないのではないかと考えているとの答

弁がありました。 

さらに、財政調整基金をある程度蓄えておかな

いと、不意な事業が起こったようなとき、特に大

変になってくると思うが、それを減らないよう

に、一番切り詰めていこうとしているところはど

こかとの質疑があり、今後の全体的な予算規模自

体を圧縮していくのに、当然、単独の建設事業等

については精査の上、事業量を縮小していく必要

もあるが、それ以外の事務的な物件費等も、改善

できるものは改善して、経費がよりかからない方

法をとっていくということが重要になってくる。 

あわせて、現在の人件費、職員数についても今

後見直しをしていき、人件費の抑制もさらにして

いく必要があると考えているとの答弁でした。 

まちづくり推進課所管分の集会所整備事業で

は、２６７万３，０００円で４地域４カ所での整

備と言われたが、地域名を教えていただきたいと

の質疑があり、１カ所は宇和町小野田地区、後は

野村町古市地区と中筋の小滝、惣川の天神、この

４カ所となっているとの答弁でした。 

同じく集会所整備事業について質疑があり、当

初予算が７００万円で３８地域から要請があった

と聞いているが、これは多分、毎年要請が多いと

思うので当初予算では対応できない年が毎年では

ないかと推察する。要請分から優先順位をつけて

対応していると思うが、その優先順位のつけ方を

教えていただきたいとの質疑に対し、集会所整備

事業は今年度で２年目となる。当初は誇れる地域

づくり事業として集会所整備を行っていたが、そ

の予算を地域づくり交付金に一本化する際に、集

会所改修事業に関しては要望が多かったことか

ら、補助事業を別枠でつくった。昨年も同じ事業

費で行ったが、ちょうど同じような整備費の申請

があって積み残しがないまま、昨年は終わった状

況である。ことしは特に予算の多かったのが野村

地区で、御存じのとおり、国体の民泊の関係があ

り、いろいろなところから選手を迎えるに当た

り、きれいに整備した中で選手を迎えたいという

思いで、野村地区から特に申請が多くありまし

た。優先順位については緊急性を要するものから

順位をつけています。 

今回の補正４件の改修内容については、外壁の

塗装、屋根の瓦葺き換え、雨どい修繕などが主な

ものである。現時点で雨漏りが発生する案件もあ

り、緊急性があるものと判断して入れている。壊

れてから直すのではなく、早く保全をして長期に

活用できるよう対応した。 

また、申請があったら現状調査に担当者が行っ

て優先順位をつけているか、現場確認に行ってい

るかとの質疑がありました。現場確認はしてお

り、軽微なものには、申請書に写真を添付しても

らい、区長さんからのご意見をいただいている。

判断がつかないものについては、現地に入って調

査を行っているとの答弁でした。 

教育総務課所管分の小学校施設修繕事業では、

野村小学校の防球ネットについて、体育館側から

道路までの延長５２．５メートルに対し、全て高

さが８メートルになるようにネットを設置すると

いうことかとの質疑に対し、バックネットから道

路までの延長上に７本の柱を設置し、現在のフェ

ンス高３メートルの上に５メートル足す形でネッ

トを張る計画であるとの答弁でした。 

野村学校給食センター建設事業では、給食セン

ターの債務負担行為補正において給食運搬車２台

分を計上しているということであったが、同給食

センター稼働と同時に、城川小・中学校への給食

配送も始めるのかとの質疑があり、その予定であ

るとの答弁がありました。 

消防総務課所管分の常備消防施設整備事業で

は、ドクターヘリの３カ所の注意書きと言われた

が、もっとランデブーポイントがあると思うが、

他のところは既に設置されているということかと

の質疑があり、今回整備するのは３カ所だが、現

在、ランデブーポイントとしては２３カ所登録し

ている。そこについては、注意喚起の看板は惣川

ヘリポート、ここに１カ所のみ設置しており、そ

れ以外のところは設置していない。使用状況であ

るとか、看板の必要性、管理者からの要望等を取

りまとめて、消防本部が必要であると判断した３

カ所のみに設置する予定であるとの答弁がありま

した。 

以上、委員会審査報告といたします。 

平成２９年９月２０日、総務常任委員会委員長

菊池純一。 

○議長 次に、厚生常任委員会委員長中村一雅君

の報告を求めます。 

 中村一雅君。 

○中村一雅厚生常任委員長 厚生常任委員会審査

報告。 
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 去る９月６日の本会議において当委員会に付託

されました議案７件について、９月１２日に委員

会を開催し審査を行いましたので、その経過と結

果についてご報告申し上げます。 

 議案７件については、お手元に配信のとおり原

案可決決定いたしました。 

 これより、議案審査の過程において、委員より

出された質疑並びに部課長の答弁等を抜粋して報

告いたします。 

 議案第７１号「西予市保育所条例の一部を改正

する条例制定について」では、問題なく移管でき

たのかとの質疑があり、民間に移行する前に保護

者への説明会を各地区で実施し、いろいろな意見

をいただいたが、おおむね前向きな意見であっ

た。移管先決定後、地区への説明会は実施してい

ないが、第三者委員会を開催し、保育園役員を通

じ保護者のさまざまな意見について、事務局へ提

出していただくようにしている。さらに、環境の

変化による子どもたちへの影響を軽減し、スムー

ズな民営化を行うため、現在、移管先の社会福祉

法人西予総合福祉会と話し合いを進めているとこ

ろであるとの答弁でした。 

 また、公営保育所が２施設ある明浜地区の今後

の考え方はとの質疑があり、建物がかなり古くな

っているのに加えて、津波の問題など地理的な条

件があり、まだまだ検討が必要である。地域とも

十分検討を重ねていくことを考えているが、今の

ところ何年後にという計画を示すことはできない

との答弁でした。 

 議案第７５号「平成２９年度西予市一般会計補

正予算（第４号）」のうち、子育て支援課所管分

では、保育所型認定こども園とはとの質疑があ

り、保育所は、必ず保育にかけるという事由がな

ければ入所できないが、幼稚園は親が家にいて仕

事に行っていなくても入所できる。子どもたちの

保育や教育の機会をふやすという意味合いをもっ

て保育所に加えて、幼稚園機能を持たせた施設が

今回設置する保育所型認定こども園となるとの答

弁でした。 

 また、俵津公民館に隣接する集落センター２階

部分を当面の間という使用条件で間借りして、平

成２７年４月から実施していた明浜地区の学童保

育について、移転先を検討した結果、明浜中学校

の余裕教室の活用が可能となり、平成３０年４月

からの学童保育開設に向けて、教室改修を行うた

めの工事費用を計上したとの説明がありました。 

 環境衛生課所管分では、一昨年、昨年と越冬し

ているナベヅルの攪乱を防ぐため、市内のため池

に防護柵及び寒冷紗を設置するための費用を計上

したとの説明がありました。 

 議案第８３号「平成２９年度西予市簡易水道事

業特別会計補正予算（第２号）」では、関連質問

として、簡易水道の経営統合の考え方はとの質疑

があり、簡易水道の経営統合については、各地区

でも簡易水道施設間をつなぐのではなく、経営統

合して経営基盤を強化するという方向で進んでお

り、現在、統合の話をしている地域もあるが、料

金が３倍、４倍と一気に上がってしまうという懸

念があり、なかなか進んでいない。地域の高齢化

が進み、維持管理が大変になっているということ

で、行政側でも早く方向性を見つけていかなけれ

ばならないと考えている。今後、経営統合した際

に、行政で維持管理体制をどう構築していくかを

今、慎重に検討している段階であるとの答弁でし

た。 

 以上、委員会審査報告といたします。 

 平成２９年９月２０日、厚生常任委員会委員長

中村一雅。 

○議長 次に、産業建設常任委員会委員長宇都宮

俊文君の報告を求めます。 

 宇都宮俊文君。 

○宇都宮俊文産業建設常任委員長 最後に、産業

建設常任委員会に付託されました議案について、

去る９月１１日に審査いたしましたので、報告い

たします。 

 審査しました議案４議案につきましては、お手

元に配信のとおり、原案どおり可決決定いたしま

した。 

 それでは、審査経過及び意見等を申し上げま

す。 

 議案第７２号「西予市浄化槽市町村整備推進事

業条例の一部を改正する条例制定について」は、

下水道課より詳細な説明がありました。本条例改

正は、浄化槽使用料の徴収方法及び使用料金を改

定するため、本条例の一部を改正するものです。

改正点としましては、徴収方法が従来１カ月ごと

に納入通知書により徴収していたものが毎使用月

ごとに納入通知書、口座振替又は集金の方法によ

り徴収する手法に明確化したほか、浄化槽の月額

基本料金を一般用・一般営業用それぞれ約３％増
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の１世帯当たり４０円から５０円の範囲内、１事

業事務所等当たり１４０円、人員割１０円の増加

額で訂正をすることになります。施行日は、平成

２９年１０月１日からになるとのことでした。 

 続きまして、議案第７５号「平成２９年度西予

市一般会計補正予算（第４号）」のうち、農業水

産課所管分では、農業用機械・施設整備事業２８

９万７，０００円について、詳細な説明を求めま

した。本事業のうち、西予市農産物出荷者育成支

援事業２００万円は、西予市における産直や地産

地消を推進し、農作物栽培の振興及び安定生産を

促進して、意欲のある農家が生産する農作物の安

定継続的な出荷を図るために、必要な小型農業機

械や簡易パイプハウス施設等の整備費用の一部を

助成するものです。本事業に係る出荷者組合等は

既存８団体・会員数で２，２９３名と把握してお

ります。事前調査では１６件の要望があるとの答

弁でした。 

 次に、林業課所管分では、有害鳥獣捕獲対策事

業について質疑がありました。本補正により、現

在４月１日から１０月３１日の期間で実施してい

る捕獲事業を通年とすることで、捕獲圧を高めて

いく取り組みが行われていることになりますが、

県下の他市町村の取り組み状況はどうなっている

かとの質疑がありました。通年で捕獲事業を行っ

ている市町は県下で１２市町あり、現時点で南予

については、西予市以外は全て通年で行ってい

る。今回、西予市が通年とすることにより南予地

域で捕獲期間が統一されることになるとの答弁が

ありました。 

 有害鳥獣の対策については、捕獲した有害鳥獣

に対する補助単価のほか、有害鳥獣捕獲隊の組織

状況についても質疑が行われました。 

 そのほか、林道関連事業に絡めて、林道開設の

ときの受益者負担が約５％になる点について、根

拠の説明を求める質疑がありました。林道開設で

は、受益者分担金を補助残の１割とすることにな 

っていますが、事業によって補助額が違ってくる

ため、国の５０％補助のみがつく場合と、国・県

合わせて５５％がつく場合とでは、受益者負担に

おいて０．５％程度の差が出てくる場合があると

の説明がありました。 

 次に、建設課所管分では、道路橋梁維持修繕事

業１，２９４万１，０００円について詳細な説明

を求めました。本事業は、原子力災害時において

バス避難のための一時集合場所になっている三瓶

中学校横の水路を横断する床板改修をするもの

で、水路自体はボックスカルバートで１０メート

ル程度の改修を行うほか、改修延長４０メートル

については、学校進入路の取りつけ部分や全体の

拡幅・線形見直しも含めて改良を計画していると

の説明がありました。 

 大型バスの進入・退出については、一方通行方

式になるのか、双方向通行方式となるのか、関係

機関と協議の上、検討してほしいとの意見も出さ

れました。 

 最後に、下水道課所管分につきましては、農業

集落排水特別会計繰出事業２，０００円の減額と

公共下水道特別会計繰出事業９万１，０００円の

増額が計上されており、これらは、議案第８１号

「平成２９年度西予市農業集落排水事業特別会計

（第１号）」、議案第８２号「平成２９年度西予

市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）」

における前年度繰越金の確定に伴う措置であると

の説明がありました。 

 以上、産業建設常任委員会審査報告といたしま

す。 

 平成２９年９月２０日、産業建設常任委員会委

員長宇都宮俊文。 

○議長 以上で各委員長の報告は終わりました。 

 これより各委員長報告に対する質疑を行いま

す。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより、議案順に採決を行います。 

 まず、議案第６８号から議案第７４号までの７

件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第６８号「西予市教職員宿舎条例の一部を

改正する条例制定について」から、議案第７４号

「西予市消防団員の報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例制定について」までの７

件は委員長報告のとおり決定することにご異議あ

りませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって、議案第６

８号から議案第７４号までの７件は原案のとおり
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決定いたしました。 

 次に、議案第７５号を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第７５号「平成２９年度西予市一般会計補

正予算（第４号）」は委員長報告のとおり決定す

ることに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第７５号は

原案のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第７６号から議案第８３号までの８

件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第７６号「平成２９年度西予市住宅新築資

金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）」から

議案第８３号「平成２９年度西予市簡易水道事業

特別会計補正予算（第２号）」までの８件は委員

長報告のとおり決定することに賛成の議員の起立

を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第７６号か

ら議案第８３号までの８件は原案のとおり決定い

たしました。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午後２時３１

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後２時４５

分） 

 お諮りいたします。 

 ただいま市長から提出されました、議案第８５

号「卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業の特

定事業契約について」、発議第４号「「道路整備

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」

における補助率等の嵩上げ措置の継続に関する意

見書（案）の提出について」、発議第５号「「全

国森林環境税」の創設に関する意見書（案）の提

出について」及び「議員派遣の件について」の４

件を本日の日程に追加し、追加日程として議題に

いたしたいと思います。これにご異議ありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって、本件を本

日の日程に追加し、追加日程とすることに決定い

たしました。 

  （追加） 

○議長 追加日程第１、議案第８５号「卯之町

「はちのじ」まちづくり整備事業の特定事業契約

について」を議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 議案第８５号「卯之町「はち

のじ」まちづくり整備事業の特定事業契約につい

て」、提案理由のご説明を申し上げます。 

 当市では、平成２７年２月に策定した卯之町

「はちのじ」まちづくり基本構想に基づき、ＪＲ

卯之町駅及び駅前、卯之町商店街、重要伝統的建

造物群保存地区の包括的なエリアマネジメントを

官民連携で行い、未来のまちづくりにつながるに

ぎわいと交流の空間の創出を目指し、平成２９年

度当初予算に卯之町「はちのじ」まちづくり整備

事業として、平成２９年度予算４，４０６万円、

及び平成３０年度から平成４３年度までの期間

で、限度額１９億１，５９４万円の債務負担行為

を合わせた１９億６，０００万円を予算計上し、

議決をいただいたところでございます。 

 事業者の選定につきましては、公募型プロポー

ザル方式により、優先交渉権者として四電工グル

ープを選定し、その後、仮契約締結に向け、交渉

協議を進めてまいりました。その主な事業内容

は、ＪＲ卯之町駅及び駅前エリアでは、西予市の

ランドマーク的な存在でもある卯之町駅舎を新た

に改築するとともに、利用者等の安心・安全を確

保するため、歩行者と車を分離したロータリーを

整備する計画でございます。 

 また、現在、駅前にある市役所駐車場と図書館

を解体撤去し、その場所に会議室や書庫、事務

所、観光案内所及び食品・日常雑貨を扱う店舗な

どの機能を持った複合施設を建築するとともに、

その隣には、イベント等が開催できる広場も整備

する計画でございます。 

 商店街及び重要伝統的建造物群保存地区エリア

では、町並み広場、元第二駐車場の維持管理、無

電柱化、空き家対策、案内板の設置、自動車の速

度抑制などを計画してまいります。 

 なお、本事業では、建物整備などのハード事業

のみでなく、施設運営や維持管理、空き家対策な

どのソフト事業もあわせて委託し、町のにぎわい

を創出してまいります。 

 このたび、優先交渉権者として選定した、四電

工グループが設立した特別目的会社ＳＰＣであ
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る、株式会社西予まちづくりサービス代表取締役

小野川康尚氏と契約金額１９億３，７５４万３，

７６７円で９月８日に特定事業仮契約を締結いた

しましたので、議会の議決を求めるものでありま

す。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよ

う、お願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 １４番中村敬治君。 

○１４番中村敬治君 卯之町「はちのじ」まちづ

くりということで、今までずっと説明を議会のた

びに説明をいただいたわけですが、最終的に契約

に至ったと、９月７日だったですか。この話を聞

きますと、やはりちょっと疑問な点が二、三ござ

いますので、質問させていただきたいと思いま

す。 

 この「はちのじ」まちづくり事業というのは、

この当初からこの事業については公募をされて、

いろいろ話し合いを進めてこられたわけですけれ

ども、公募した段階から四電グループだけ、一社

だけというようなことでございまして、それに応

じたのが一社と、こういうことでは、世間の一般

的な感覚からすると、競争原理が全く働かないと

いうことが通常考えられるわけですが、こういう

中で、どんどん進められまして、当然四電グルー

プからの事業の説明などについても、十分行政側

は聞かれて、その提案内容を審査された結果、こ

れ契約になったんだろうと思いますけれども、一

社でも構わないと、強引に一社でも構わないとい

うことで契約に至った、どうしてそうなったのか

なという素朴な疑問が私ら外から見ておるとする

わけです。 

 また、事業費が、ただいま約１９億４，０００

万円ほどというような話がございましたが、これ

についても適正と判断されたその根拠がどこにあ

るのかなと。当然内容を審査されたんでしょうけ

れども、その辺がちょっといまいちわかりにくい

ところがございます。 

 また、２点目でございますが、民間のこれ営利

企業でございますので、営利企業として営利を目

的としてやりながら、市民サービスもあわせてや

っていただくということでございますが、そうい

う中で、そういう利益を出す企業であれば、当然

利益が出なくなれば、途中で撤退したいとか、あ

るいはこれではやっておれないから、事業費を増

額してほしいとか、こういうことが求められるわ

けですが、そういうことに対して、そういう心配

はないのかどうか。増額が求められるということ

になれば、ますます市の将来負担比率というのが

どんどんふえていくと、そういう悪循環に陥るの

ではなかろうかと思っておりますが、その２点に

ついて、ご説明願ったらと思います。よろしくお

願いします。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 ただいまの中村議員の御質

問、まず１点目ですけれども、一社しか公募がな

かった状態で契約に至ったその経緯、考え方はと

いうことなんですけれども、確かに一社であると

いうことであれば、競争原理が働きにくいという

ふうなことは、常々言われてきたところでござい

ます。それを解消する意味でも、今回の事業にお

きましては、市内の企業が多く参加できるスキー

ム、新しい西予市独自の形を整えております。そ

れによりまして、市内業者もいろんな面で参画が

できる、参加ができやすい環境ができているので

はないかというふうに考えております。 

 また、その審査の過程におきましては、外部有

識者をその審査の中に加わっていただいておりま

して、その中で厳しく審査もしていただきまし

て、市が当初要求しておりました業務水準に達し

ているというふうな判断をして今回採択というふ

うなことになっております。 

 また、２点目として、今後、企業の撤退という

ふうなことも考えられるのではないかというふう

なご質問をいただきました。今回の特別目的会社

の代表企業であります四電工におきましては、企

業の規模も非常に大きい会社でございます。ま

た、市内での事業の実績もございます。信用に足

りる企業ということで、事業推進には心配ないと

いうふうな判断をしているところでございます。 

 また、ＰＦＩ方式で過去においてもその事業実

績も県内においてあるというふうなことで、その

点でも評価ができるのではないかというふうに思

っております。 

 また、今後その適正にその事業が推進をしてい

くために、それはやっぱり評価をしていかないと

いけないというふうなことを考えておりまして、

その事業の評価、そして対応の方針、そういった
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ものを決定します西予市官民連携事業評価監視委

員会というふうな組織を立ち上げまして、そこで

しっかり事業の進捗等を監視をしていくというふ

うな体制を整えたいというふうに考えておりま

す。その組織の中には、議会の議員さんにおいて

も協力を願いたいというふうなことも考えている

ところでございます。 

 また、契約額の変更はというふうなご質問もい

ただきました。これにつきましては、今後の社会

情勢の変化、特に物価変動率等を勘案しまして、

契約額の変更というふうなことも起こる可能性は

あるというふうに思いますし、また、消費税の増

額等もありますと、契約額に影響があるというふ

うなことも考えているところでございます。 

 以上、回答とさせていただきます。 

○議長 中村敬治君。 

○１４番中村敬治君 ありがとうございました。

ただいまの説明で現状はよくわかりましたが、今

の説明を十分肝に銘じていただきまして、今後チ

ェック機能を十分働かせていただき、いろいろな

問題に適正に対応していただきたいと願っており

ますので、よろしくお願いいたします。 

○議長 ほかにありませんか。 

 １９番森川一義君。 

○１９番森川一義君 一つお伺いします。消費税

が１億４，２４５万余り、８％でいるわけです

が、将来１０％になることが予想されますが、そ

の２％の消費税になった場合は、どうする予定な

んでしょうか。 

○議長 宗総務企画部長。 

○宗総務企画部長 消費税が上がった場合の対応

をということなんですけれども、消費税が上がっ

た場合においては、事業の施設整備においてその

影響があるものについては、その対応をしなけれ

ばいけないと思いますが、ただそれまでに契約が

終わっておるものについては、消費税アップの影

響はないというふうに現段階考えております。 

 ただ、これからの維持管理経費、そういったも

のに対しては、消費税が影響してまいりますの

で、消費税が上がった場合には、計画の変更が出

てこようかというふうに思っております。 

 ただ、消費税が今後上がった場合においても、

この債務負担行為を行っております。限度額の範

囲内におさまるというふうなことで現在は想定を

しているところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長  以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第８５号は、会議規則第３７条第３項の規

定により委員会付託を省略したいと思います。こ

れにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論なしと認めます。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

議案第８５号「卯之町「はちのじ」まちづくり

整備事業の特定事業契約について」は原案のとお

り決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立多数であります。よって、議案第８５号は

原案のとおり決定いたしました。 

  （追加） 

○議長 次に、追加日程第２、発議第４号「「道

路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する

法律」における補助率等の嵩上げ措置の継続に関

する意見書（案）の提出について」を議題といた

します。 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 議会運営委員会委員長藤井朝廣君。 

 藤井朝廣君。 

○藤井朝廣議会運営委員長 発議第４号「「道路

整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法

律」における補助率等の嵩上げ措置の継続に関す

る意見書（案）の提出について」、提案理由の説

明を申し上げます。 

 道路は、地域経済の活性化を初め、市民が安

全・安心な生活を確保するための基本的かつ重要

な社会資本の一つである。しかしながら、本市

は、宇和海から四国カルストまでまたがってお

り、海岸部では急峻な地形により、山間部では集

落が遠く離れて点在していることなどから、道路

整備が大幅におくれ、市民からは早期の道路整備

を求める声が多く寄せられております。 
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 また、大規模災害に対する防災・減災対策、国

道・県道などの主要な幹線道路へのアクセス道路

や生活道路の整備、救急搬送に必要な道路整備の

ほか、市民が安全・安心に道路を利用するための

計画的な老朽化対策など、緊急的に対応すべき課

題を多数抱えており、厳しい財政状況の中、これ

らの課題を着実に克服して既存の道路を最大限に

活用するとともに、経済に好循環をもたらす「ス

トック効果」を早期に発現させる必要がある。 

 このような中、国では、道路整備事業に係る国

の財政上の特別措置に関する法律の規定により、

交付金事業の補助率等のかさ上げを実施し、道路

整備に対して格別の配慮がなされている。しかし

ながら、このかさ上げは、平成２９年度までの時

限措置であるため、来年度以降の補助率等の実質

的な提言は、迅速かつ着実な道路整備の停滞を招

き、市民の安全・安心な生活実現に大きな影響を

与えることが懸念されているところであります。 

 よって、国におかれては、本市の道路整備を引

き続き強力に推進するため、道路関係予算全体の

拡大はもとより、道路整備事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律の補助率等のかさ上げ措

置について、平成３０年以降も現制度を継続する

よう、地方自治法第９９条の規定により意見書を

提出するものであります。意見書案については、

お手元に配信のとおりであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよ

う、お願い申し上げます。 

 以上です。 

○議長 提案理由の説明は終わりました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 発議第４号は、会議規則第３７条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

にご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論なしと認めます。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 発議第４号「「道路整備事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律」における補助率等の嵩

上げ措置の継続に関する意見書（案）の提出につ

いて」は原案のとおり決定することに賛成の議員

の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、発議第４号は原

案のとおり決定いたしました。 

  （追加） 

○議長 追加日程第３、発議第５号「「全国森林

環境税」の創設に関する意見書（案）の提出につ

いて」を議題といたします。 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 議会運営委員会委員長藤井朝廣君。 

 藤井朝廣君。 

○藤井朝廣議会運営委員長 発議第５号「「全国

森林環境税」の創設に関する意見書（案）の提出

について」、提案理由の説明を申し上げます。 

 我が国の地球温暖化対策については、２０２０

年度及び２０２０年度以降の温室効果ガス削減目

標が国際的に約束されているが、その達成のため

には、とりわけ森林吸収源対策の推進が不可欠と

なっている。 

 しかしながら、森林が多く所在する山村地域の

市町村においては、木材価格の低迷や林業従事者

の高齢化・後継者不足に加え、急速な人口減少な

ど、厳しい情勢にあるほか、市町村が森林吸収源

対策及び担い手の育成等山村対策に主体的に取り

組むための恒久的・安定的な財源が大幅に不足し

ている。 

 このような中、政府・与党は「平成２９年度税

制改革大綱」において、「市町村が主体となって

実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、

個人住民税均等割の枠組みの活用を含め、都市・

地方を通じて国民にひとしく負担を求めることを

基本とする森林環境税（仮称）の創設に向けて、

地方公共団体の意見も踏まえながら、具体的な仕

組み等について総合的に検討し、平成３０年度税

制改正において結論を得る」との方針を示したと

ころであります。 

 もとより、山村地域の市町村による森林給水源

対策の推進や安定した雇用の場の確保などの取り

組みは、地球温暖化防止のみならず、国土の保全
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や地方創生等にもつながっているものであり、そ

のための市町村の財源の強化は喫緊の課題であ

る。よって、森林・林業・山村対策の抜本的な強

化を図るための「全国森林環境税」の早期導入を

するよう、地方自治法第９９条の規定により、意

見書を提出するものであります。意見書案につい

ては、お手元に配信のとおりであります。 

 よろしくご審議の上、ご決定くださいますよ

う、お願い申し上げます。 

 以上です。 

○議長 提案理由の説明は終わりました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 発議第５号は、会議規則第３７条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

にご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論なしと認めます。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 発議第５号「「全国森林環境税」の創設に関す

る意見書（案）の提出について」は原案のとおり

決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、発議第５号は原

案のとおり決定いたしました。 

  （追加） 

○議長 次に、追加日程第４、「議員派遣の件に

ついて」を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 お手元に配信いたしております本件を承認する

ことにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって「議員派遣

の件について」は、本件のとおり承認することに

決定いたしました。 

 この際お諮りいたします。 

 ただいま決定いたしました議員派遣の内容につ

いて、諸般の事情により変更が生じる場合には議

長に一任を願いたいと思いますが、これにご異議

ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認め、そのように決定いたし

ました。 

 以上で、全日程を終了いたしました。 

 管家市長より閉会の挨拶があります。 

 管家市長。 

○管家市長 平成２９年度第３回西予市議会定例

会の閉会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げ

たいと存じます。 

 去る８月３０日に開会いたしました本定例会の

開会中、議員各位におかれましては、上程いたし

ました案件に関しまして、慎重な審議を賜り、条

例の制定、補正予算などの重要な案件をいずれも

原案のとおり可決またはご承認いただきました。

ここに衷心より厚くお礼を申し上げる次第でござ

います。 

 先日、台風１８号が本市の近くを通りましたけ

れども、日本列島をずっと襲いましたが、我が西

予市におきましては、一時、水位が上昇する。そ

して市道等におきまして崖崩れとか、そういう小

規模な災害はございましたけれども、おかげで大

規模な被害はございませんでした。でも、日本中

にはあのような大きな爪痕を残し、台風そして集

中豪雨、そのような自然災害に対する備えという

ものを改めて考えなければいけない、そのように

思った次第でございます。 

 さて、政府や国際社会が北朝鮮によります弾道

ミサイル発射の中止を強く求めているにもかかわ

りませず、相次ぐ弾道ミサイルの発射や核実験の

強行など、国際社会に大きな混乱と恐怖を与えて

いる現状がございます。先日に続きまして、先週

の１５日には北海道上空を通過するミサイルを発

射し、政府は全国瞬時警報システムＪアラートに

より関係自治体に避難を呼びかけたところでござ

います。これらの一連の事件は、国民の安全、そ

して安心を脅かす行為で極めて遺憾であり、国に

おいては国際社会と連携をして、強い抗議とその

対策を講じていただくことを望むものでありま

す。 

 市といたしましても、緊急時における全国瞬時

警報システム、防災行政無線、緊急速報メール等
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での情報伝達体制の確認を行うとともに、ミサイ

ル落下時の行動等につきましては、市民の皆様の

理解が進むよう、広報紙そしてホームページ、西

予ケーブルテレビ等によりまして、周知を図るな

ど国・県、関係機関等と連携しまして、市民の生

命・財産を守るための対応をとってまいりたいと

考えております。 

 いよいよ９月３０日、第７２回国民体育大会愛

顔をつなぐえひめ国体開会式まで１０日となりま

した。各関係機関、団体や市民の皆様の格別のご

理解とご協力を賜り、開催準備が整い本番を待つ

のみとなってまいりました。既に会期前協議が行

われ、愛媛選手の活躍が連日報道されているとこ

ろではありますが、本日午後５時から市役所玄関

前でえひめ国体及び第１７回障害者スポーツ大会

愛媛大会に出場する３０名を超える西予市出身の

選手、監督の活躍を祈念し、壮行会を開催するこ

とといたしております。西予市でのソフトボール

成年女子及び相撲競技では、選手の皆さんが思う

存分に力を発揮していただくよう大会運営を目指

すとともに、全国から訪れられる関係者や観客の

皆様には民泊を初め、心と心が通じ合う西予市な

らではのおもてなしの心でお迎えをし、記憶に残

るすばらしい大会となることを目指して臨む所存

であります。 

 また、愛媛県で６４年ぶりに開催される国体に

市民の皆様を初め、議員各位にはぜひ競技会場に

足をお運びいただきまして、選手と市民がスポー

ツの感動や喜びをともに分かち合い、楽しさを実

感していただければと考えております。どうか市

民の皆様の各方面での積極的なご参加を賜ります

よう、よろしくお願い申し上げます。 

 季節は移り、いよいよ秋本番を迎えようとして

おりますが、体調を崩しやすい時期でもありま

す。議員各位におかれましては、健康に十分ご留

意をいただき、市政運営に一層のご尽力を賜りま

すようお願いを申し上げまして、私の閉会のご挨

拶といたします。 

 どうもありがとうございました。 

○議長 これをもって、平成２９年第３回西予市

議会定例会を閉会といたします。 

 ご苦労さまでした。 

  閉会 午後３時２４分 

 地方自治法第１２３条第２項の規定によりここ

に署名する。 

 

  西 予 市 議 会 議 長 

 

   同     議員 

 

   同     議員 
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平成２９年第３回西予市議会定例会議決結果表 

 

議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

議案第 ６７号 西予市消防団消防ポンプ自動車の取得について 29.８.30 原案可決 

議案第 ６８号 
西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
29.９.20 原案可決 

議案第 ６９号 
西予市社会体育施設条例の一部を改正する条例制定

について 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７０号 
西予市宇和文化の里条例の一部を改正する条例制定

について 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７１号 
西予市保育所条例の一部を改正する条例制定につい

て 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７２号 
西予市浄化槽市町村整備推進事業条例の一部を改正

する条例制定について 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７３号 
西予市消防団条例の一部を改正する条例制定につい

て 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７４号 
西予市消防団員の報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例制定に ついて 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７５号 平成２９年度西予市一般会計補正予算（第４号） 29.９.20 原案可決 

議案第 ７６号 
平成２９年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会

計補正予算（第１号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７７号 
平成２９年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補

正予算（第１号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７８号 
平成２９年度西予市国民健康保険特別会計補正予算

（第２号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ７９号 
平成２９年度西予市後期高齢者医療特別会計補正予

算（第２号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ８０号 
平成２９年度西予市介護保険特別会計補正予算（第

２号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ８１号 
平成２９年度西予市農業集落排水事業特別会計補正

予算（第１号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ８２号 
平成２９年度西予市公共下水道事業特別会計補正予

算（第２号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ８３号 
平成２９年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算

（第２号） 
29.９.20 原案可決 

議案第 ８４号 野村学校給食センター厨房設備機器の取得について 29.８.30 原案可決 

議案第 ８５号 
卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業の特定事業

契約について 
29.９.20 原案可決 
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議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

認定第  １号 
平成２８年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定に

ついて 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ２号 
平成２８年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の

認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ３号 
平成２８年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会

計歳入歳出決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ４号 
平成２８年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳

入歳出決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ５号 
平成２８年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出

決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ６号 
平成２８年度西予市後期高齢者医療特別会計歳入歳

出決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ７号 
平成２８年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算

の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ８号 
平成２８年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第  ９号 
平成２８年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第 １０号 
平成２８年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

認定第 １１号 
平成２８年度西予市水道事業会計決算の認定につい

て 
29.９.６ 継続審査 

認定第 １２号 
平成２８年度西予市病院事業会計決算の認定につい

て 
29.９.６ 継続審査 

認定第 １３号 
平成２８年度西予市野村介護老人保健施設事業会計

決算の認定について 
29.９.６ 継続審査 

報告第  ８号 
平成２８年度西予市一般会計継続費精算報告につい

て 
29.８.30 報  告 

報告第  ９号 平成２８年度健全化判断比率の報告について 29.８.30 報  告 

報告第 １０号 平成２８年度資金不足比率の報告について 29.８.30 報  告 

報告第 １１号 西予市土地開発公社の経営状況について 29.８.30 報  告 

報告第 １２号 
株式会社野村町地域振興センターの経営状況につい

て 
29.８.30 報  告 

報告第 １３号 株式会社エフシーの経営状況について 29.８.30 報  告 

報告第 １４号 株式会社城川ファクトリーの経営状況について 29.８.30 報  告 

報告第 １５号 株式会社どんぶり館の経営状況について 29.８.30 報  告 

報告第 １６号 
あけはまシーサイドサンパーク株式会社の経営状況

について 
29.８.30 報  告 
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議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

報告第 １７号 株式会社グリーンヒルの経営状況について 29.８.30 報  告 

報告第 １８号 一般財団法人宇和文化会館の経営状況について 29.８.30 報  告 

報告第 １９号 西予ＣＡＴＶ株式会社の経営状況について 29.８.30 報  告 

発議第  ３号 西予市決算審査特別委員会の設置について 29.９.７ 原案可決 

選任第  ４号 西予市決算審査特別委員会委員の選任について 29.９.７ 議長指名 

発議第  ４号 

「道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関す

る法律」における補助率等の嵩上げ措置の継続に関

する意見書（案）の提出について 

29.９.20 原案可決 

発議第  ５号 
「全国森林環境税」の創設に関する意見書（案）の

提出について 
29.９.20 原案可決 

 議員派遣の件について 29.９.20 承  認 

  【西予市決算審査特別委員会】 ◎委員長  〇副委員長 

    ◎源  正樹  〇小玉 忠重   宇都宮久見子  信宮 徹也   宇都宮俊文 

     加藤 美香   中村 一雅   河野 清一   佐藤 恒夫   山本 英明 

     竹﨑 幸仁   井関 陽一   菊池 純一   中村 敬治   二宮 一朗 

     兵頭  学   小野 正昭   森川 一義   酒井 宇之吉 
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